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伸

び

る

閑話休題

電
車
や
バ
ス
な
ど
で
、
若
者
た

ち
は
長
い
脚
を
持
て
余
す
よ
う
に

投
げ
出
し
て
座
っ
て
い
る
。
そ
の

は
た
迷
惑
な
だ
ら
し
な
さ
は
、
他

の
乗
客
か
ら
い
つ
も
嫌
わ
れ
て
い
る
。

そ
ん
な
若
者
（
一
七
歳
）
の
身
長
が
、

一
九
〇
〇
年
（
明
治
三
三
年
）
か
ら
百
年

の
間
に
、
男
が
一
二
・
九
セ
ン
チ
も

伸
び
て
一
七
〇
・
八
セ
ン
チ
に
、
女

は
一
一
・
一
セ
ン
チ
伸
び
て
、
一
五

八
・
一
セ
ン
チ
に
な
っ
た
。

明
治
と
い
え
ば
、
夏
目
漱
石
が
二
二
歳

の
と
き
（
明
治
二
二
年
）、
自
分
の
身
長

は
一
五
八
セ
ン
チ
だ
と
書
い
て
い
る
。
当

時
の
男
と
し
て
は
、や
や
高
い
ほ
う
だ
が
、

現
在
で
は
中
学
男
子
の
一
〜
二
年
生
ぐ
ら

い
で
あ
る
。

疾
病
史
が
専
門
の
立
川
昭
二
さ
ん
に
よ

る
と
、
夏
目
漱
石
の
こ
ろ
か
ら
、
さ
ら
に

百
年
あ
ま
り
さ
か
の
ぼ
っ
た
天
明
年
間

は
、
も
っ
と
背
が
低
く
、
男
は
五
尺
一
寸

（
約
一
五
三
セ
ン
チ
）、女
は
四
尺
八
寸（
約

一
四
六
セ
ン
チ
）
し
か
な
か
っ
た
。
現
在

の
小
学
六
年
生
か
ら
中
学
一
年
生
く
ら
い

で
あ
る
。
と
す
る
と
、
こ
の
二
百
年
の
間

に
、
男
一
七
・
八
セ
ン
チ
、
女
一
二
・
一

セ
ン
チ
も
伸
び
た
こ
と
に
な
る
。

特
に
伸
び
の
著
し
い
の
は
戦
後
で
、
男

の
場
合
に
限
っ
て
み
る
と
、
九
セ
ン
チ
も

伸
び
て
い
る
。
二
百
年
間
の
伸
び
の
半
分

以
上
は
、
戦
後
五
十
年
間
に
伸
び
た
こ
と

に
な
る
。

原
因
は
食
糧
事
情
の
改
善
も
あ
る
が
、

も
一
つ
重
要
な
こ
と
は
、
世
の
中
が
伸
び

盛
り
の
少
年
に
、
労
働
を
求
め
な
く
な
っ

た
か
ら
だ
と
い
う
。
俗
な
言
い
方
を
す
れ

ば
、
栄
養
の
あ
る
う
ま
い
も
の
を
食
わ
せ

て
も
ら
っ
て
、
の
ん
び
り
育
て
て
も
ら
っ

た
か
ら
だ
と
い
う
こ
と
に
な
る
。

伸
び
た
こ
と
は
め
で
た
い
が
、
せ

っ
か
く
立
派
に
伸
び
た
脚
だ
、
サ
ッ

カ
ー
以
外
に
役
立
つ
こ
と
は
な
い
も

の
か
、と
友
人
に
相
談
し
た
と
こ
ろ
、

「
ま
ず
、
自
分
の
脚
で
し
っ
か
り
立
つ
こ

と
だ
」
と
い
う
。
立
っ
て
か
ら
ど
う
す
る

の
か
と
聞
く
と
、「
そ
し
て
老
人
や
身
体

の
不
自
由
な
人
に
席
を
ゆ
ず
る
。
す
べ
て

が
そ
こ
か
ら
始
ま
る
」
と
真
剣
な
顔
で
い

っ
て
い
た
。

（
エ
ッ
セ
イ
ス
ト

山
本
兼
太
郎
）

冬木立
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平
成
十
三
年
度
政
府
予
算
編
成
は
、
昨
年
十
二
月
二
十
一
日
大
蔵
原
案
が
内
示
さ
れ
、

翌
二
十
二
日
か
ら
の
一
連
の
復
活
折
衝
を
経
て
二
十
四
日
の
臨
時
閣
議
で
政
府
案
が
決
定

し
た
。

十
三
年
度
の
一
般
会
計
予
算
案
は
、
前
年
度
当
初
比
二
・
七
％
減
の
八
二
兆
六
、
五
二

四
億
円
で
六
年
ぶ
り
の
減
額
と
な
っ
た
が
、
財
政
再
建
に
配
慮
す
る
一
方
、
政
策
的
経
費

で
あ
る
一
般
歳
出
は
同
一
・
二
％
増
と
過
去
最
大
の
四
八
兆
六
、
五
八
八
億
円
を
確
保
し
、

「
景
気
重
視
型
」
予
算
の
編
成
と
な
っ
た
。
一
般
歳
出
の
三
分
の
一
を
占
め
る
社
会
保
障

関
係
費
は
同
四
・
七
％
の
増
、
公
共
事
業
費
は
ほ
ぼ
横
ば
い
で
あ
る
が
三
年
連
続
の
過
去

最
大
規
模
と
な
っ
た
。

歳
入
の
う
ち
税
収
は
景
気
回
復
に
よ
る
増
収
を
見
込
み
、
前
年
度
比
四
・
二
％
増
の
五

〇
兆
七
、
二
七
〇
億
円
を
計
上
。
建
設
国
債
と
赤
字
国
債
を
合
わ
せ
た
新
規
国
債
発
行
額

は
同
一
三
・
二
％
減
の
二
八
兆
三
、
一
八
〇
億
円
と
大
幅
に
減
少
し
た
が
、
十
三
年
度
末

の
お
け
る
国
の
長
期
債
務
残
高
は
五
〇
六
兆
円
と
な
り
、
国
・
地
方
を
合
わ
せ
た
債
務
は

六
六
六
兆
円
に
達
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

一
方
、
大
蔵
原
案
内
示
に
先
立
っ
て
決
着
を
み
た
地
方
財
政
対
策
に
つ
い
て
は
、
十
三

年
度
も
引
き
続
き
巨
額
の
財
源
不
足
と
な
り
、
通
常
収
支
不
足
分
は
一
〇
兆
五
、
九
〇
〇

億
円
と
な
り
、
こ
の
不
足
分
に
つ
い
て
は
交
付
税
特
会
借
入
金
償
還
の
十
四
年
度
以
降
へ

の
繰
り
延
べ
と
財
源
対
策
債
二
兆
五
、三
〇
〇
億
円
と
国
の
一
般
会
計
か
ら
加
算
措
置
五
、

七
〇
〇
億
円
を
確
保
し
、
残
り
の
五
兆
七
、
六
〇
〇
億
円
に
つ
い
て
は
国
と
地
方
が
折
半

し
、
国
負
担
分
は
一
般
会
計
か
ら
の
繰
り
入
れ
、
地
方
負
担
分
は
特
例
地
方
債
に
よ
り
措

置
す
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

こ
の
結
果
、
十
三
年
度
の
地
方
交
付
税
額
は
出
口
ベ
ー
ス
で
二
〇
兆
三
、
五
〇
〇
億
円
、

対
前
年
度
五
・
〇
％
減
で
確
保
さ
れ
た
。

予予 算算
特特 集集

地
方
財
政
対
策
等
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

政 策
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（次頁へつづく）

平成１３年度一般会計歳出概算主要経費別内訳

平成１３年度一般会計歳入歳出概算

（単位 百万円）

（単位 百万円）

備 考伸 率

％

４．２

△３．０

△１３．２

△２．７

△２１．８

１２．７

１．２

△２．７

比較増△減額
（B－A）

２，０６８，０００

△ １１０，６７４

△４，２９２，０００

△２，３３４，６７４

△４，７９４，８０７

１，８９２，６０５

５６７，５２８

△２，３３４，６７４

平成１３年度
概算額 （B）

５０，７２７，０００

３，６０７，３７９

２８，３１８，０００

８２，６５２，３７９

１７，１７０，５３４

１６，８２２，９６５

４８，６５８，８８０

８２，６５２，３７９

前年度予算額
（当初）（A）

４８，６５９，０００

３，７１８，０５３

３２，６１０，０００

８４，９８７，０５３

２１，９６５，３４１

１４，９３０，３６０

４８，０９１，３５２

８４，９８７，０５３

区 分

歳 入

１．租 税 及 印 紙 収 入

２．そ の 他 収 入

３．公 債 金

合 計

歳 出

１．国 債 費

２．地 方 交 付 税 交 付 金 等

３．一 般 歳 出

合 計

備 考伸 率

％

６．４

△０．９

５．３

△２．１

１３．２

４．７

△０．３

１．３

８．６

０．１

２．４

３．０

１．８

比較増△減額
（B－A）

７８，５５５

△ １４，６０９

６８５，５４５

△ １１，１４１

５０，２１５

７８８，５６５

△ ８，０５２

１９，７０３

８８，０２９

１４５

１５，２２２

３，６３９

１１８，６８６

平成１３年度
概算額 （B）

１，３０９，１１３

１，６９４，４１０

１３，５８９，６０７

５３２，２６７

４２９，７６１

１７，５５５，１５８

３，０１５，２６９

１，５７２，７３０

１，１１２，４１７

１７３，４４８

６４８，３６２

１２５，００６

６，６４７，２３２

前年度予算額
（当初）（A）

１，２３０，５５８

１，７０９，０１９

１２，９０４，０６２

５４３，４０８

３７９，５４６

１６，７６６，５９３

３，０２３，３２１

１，５５３，０２７

１，０２４，３８８

１７３，３０３

６３３，１４０

１２１，３６７

６，５２８，５４６

事 項

（社 会 保 障 関 係 費）

１．生 活 保 護 費

２．社 会 福 祉 費

３．社 会 保 険 費

４．保 健 衛 生 対 策 費

５．失 業 対 策 費

計

（文教及び科学振興費）

１．義 務 教 育 費 国 庫 負 担 金

２．国立学校特別会計 へ 繰 入

３．科 学 技 術 振 興 費

４．文 教 施 設 費

５．教 育 振 興 助 成 費

６．育 英 事 業 費

計
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備 考伸 率

△２１．８

△７．３

△４．５

△７．５

△８．６

△４．９

１３．６

△１．３

０．４

△２．０

１．４

１．６

１．２

△０．７

△１．５

△０．７

△２．０

０．０

０．０

０．０

△２．８

０．２

△３．４

１．５

△３．６

△０．８

△４０．０

０．０

△２．７

比較増△減額
（B－A）

△４，７９４，８０７

△ ４，４６５

△ ５７，３６０

△ ３３８

△ ７，２７０

△ ６９，４３３

１，９０４，８０１

△ １２，１９６

１９，４９９

△ ３０，１５０

３５，２９０

１０，３３０

１７，１４０

△ １１，４０７

△ １６，０２８

△ ３，２２６

△ ７５０

１，１９９

０

１，１９９

△ ２７，９７４

４５３

△ ２１，３２６

９，９８２

△ ５，８１７

△ ４６，３０６

△ ２００，０００

０

△２，３３４，６７４

平成１３年度
概算額 （B）

１７，１７０，５３４

５６，９１２

１，２１７，９６０

４，１６２

７７，１２７

１，３５６，１６１

１５，９２１，１４７

９０１，８１８

４，９５５，３００

１，４６１，８０８

２，５０５，９６１

６５９，０５５

１，５０４，８４２

１，６８５，３１９

１，０７６，５７９

４３１，７１３

３７，２５１

９，３６２，５２８

７２，６７４

９，４３５，２０２

９５６，１７９

１９４，７８１

６１３，８６８

６９５，２３８

１５３，７１６

５，４４６，０４５

３００，０００

３５０，０００

８２，６５２，３７９

前年度予算額
（当初）（A）

２１，９６５，３４１

６１，３７７

１，２７５，３２０

４，５００

８４，３９７

１，４２５，５９４

１４，０１６，３４６

９１４，０１４

４，９３５，８０１

１，４９１，９５８

２，４７０，６７１

６４８，７２５

１，４８７，７０２

１，６９６，７２６

１，０９２，６０７

４３４，９３９

３８，００１

９，３６１，３２９

７２，６７４

９，４３４，００３

９８４，１５３

１９４，３２８

６３５，１９４

６８５，２５６

１５９，５３３

５，４９２，３５１

５００，０００

３５０，０００

８４，９８７，０５３

事 項

国 債 費

（恩 給 関 係 費）

１．文 官 等 恩 給 費

２．旧 軍 人 遺 族 等 恩 給 費

３．恩 給 支 給 事 務 費

４．遺族及び留守家族等援護費

計

地 方 交 付 税 交 付 金

地 方 特 例 交 付 金

防 衛 関 係 費

（公 共 事 業 関 係 費）

１．治 山 治 水 対 策 事 業 費

２．道 路 整 備 事 業 費

３．港湾空港鉄道等整備事業費

４．住宅都市環境整備 事 業 費

５．下水道水道廃棄物処理等施設整備費

６．農 業 農 村 整 備 事 業 費

７．森林水産基盤整備 事 業 費

８．調 整 費 等

小 計

９．災 害 復 旧 等 事 業 費

計

経 済 協 力 費

中 小 企 業 対 策 費

エ ネ ル ギ ー 対 策 費

食 料 安 定 供 給 関 係 費

産 業 投 資 特 別 会 計 へ 繰 入

そ の 他 の 事 項 経 費

公 共 事 業 等 予 備 費

予 備 費

合 計

政 策
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平
成
十
三
年
度

地
方
財
政
対
策
の
概
要

平
成
十
三
年
度
地
方
財
政
対
策
は
、

十
二
月
十
八
日
に
行
わ
れ
た
片
山
自
治

大
臣
と
宮
澤
大
蔵
大
臣
と
の
閣
僚
折
衝

で
決
着
を
み
た
。

平
成
十
三
年
度
財
源
不
足
額
は
、
通

常
収
支
不
足
分
一
〇
兆
五
、
九
〇
〇
億

円
で
前
年
度
に
引
き
続
き
大
幅
な
財
源

不
足
と
な
っ
た
。
地
方
財
政
は
平
成
六

年
度
以
降
多
額
の
財
源
不
足
が
続
き
、

平
成
八
年
度
以
降
六
年
連
続
し
て
地
方

交
付
税
法
第
六
条
の
三
第
二
項
に
該
当

す
る
も
の
で
、
不
足
額
に
対
し
て
は
、

平
成
十
三
年
度
交
付
税
特
別
会
計
借
入

金
一
兆
七
、
三
〇
〇
億
円
の
償
還
を
繰

り
延
べ
、
不
足
額
を
八
兆
八
、
六
〇
〇

億
円
に
抑
制
、
さ
ら
に
、
財
源
対
策
債

二
兆
五
、三
〇
〇
億
円
を
充
て
る
ほ
か
、

国
の
一
般
会
計
か
ら
加
算
措
置
五
、
七

〇
〇
億
円
を
確
保
す
る
。
残
り
の
五
兆

七
、
六
〇
〇
億
円
に
つ
い
て
は
、
従
来

の
ル
ー
ル
で
は
交
付
税
特
別
会
計
か
ら

借
り
入
れ
、
償
還
を
国
、
地
方
が
折
半

し
て
い
た
が
、
国
、
地
方
の
責
任
分
担

関
係
の
明
確
化
を
図
る
た
め
、
平
成
十

三
年
度
か
ら
十
五
年
度
ま
で
の
間
、
財

源
不
足
の
う
ち
財
源
対
策
債
を
除
い
た

残
余
に
つ
い
て
は
、
国
、
地
方
が
折
半

し
、
国
負
担
分
に
つ
い
て
は
、
一
般
会

計
か
ら
の
繰
り
入
れ
、
地
方
負
担
分
に

つ
い
て
は
特
例
地
方
債
に
よ
り
補
て
ん

措
置
を
講
じ
る
制
度
改
正
を
実
施
し

た
。
特
例
地
方
債
の
元
利
償
還
金
は
、

後
年
度
基
準
財
政
需
要
額
に
参
入
す

る
。
た
だ
し
、
平
成
十
三
年
度
に
お
い

て
は
、
国
負
担
、
地
方
負
担
と
も
、
そ

の
二
分
の
一
は
地
方
交
付
税
特
別
会
計

借
入
金
で
補
て
ん
さ
れ
る
。

ま
た
、
恒
久
的
な
減
税
の
実
施
に
伴

う
影
響
額
三
兆
四
、
三
〇
〇
億
円
、
こ

の
う
ち
、
地
方
税
の
減
収
分
一
兆
九
、

八
〇
〇
億
円
に
つ
い
て
は
、
前
年
度
同

様
国
か
ら
地
方
へ
の
た
ば
こ
税
の
一
部

移
譲
一
、
三
〇
〇
億
円
、
法
人
税
の
交

付
税
率
の
引
き
上
げ
（
三
二
・
〇
％→

三
五
・
八
％
）
に
よ
り
、
四
、
五
〇
〇

億
円
、
不
交
付
団
体
を
含
む
全
地
方
公

共
団
体
に
対
す
る
地
方
特
例
交
付
金

九
、
〇
〇
〇
億
円
等
で
補
て
ん
し
た
。

ま
た
、
国
税
の
減
税
に
よ
る
地
方
交
付

税
の
減
収
分
一
兆
四
、
五
〇
〇
億
円
に

つ
い
て
は
、
国
と
地
方
で
折
半
す
る
こ

と
と
な
っ
た
。

地
方
債
に
つ
い
て
は
、
通
常
債
七
兆

四
、
四
〇
〇
億
円
、
財
源
対
策
債
二
兆

五
、
三
〇
〇
億
円
、
減
収
補
て
ん
債
四
、

九
〇
〇
億
円
を
合
わ
せ
対
前
年
度
比
七

・
〇
％
増
の
一
一
兆
九
、
一
〇
〇
億
円

と
な
っ
た
。
そ
の
結
果
、
地
方
債
依
存

度
は
一
三
・
三
％
と
前
年
度
を
〇
・
八

ポ
イ
ン
ト
上
回
っ
た
。
そ
の
ほ
か
、
主

な
地
方
財
政
指
標
と
し
て
は
、
一
般
財

源
総
額
五
七
兆
四
、
六
〇
〇
億
円
（
対

前
年
度
比
〇
・
九
％
減
）、
一
般
財
源

比
率
六
四
・
三
％
（
前
年
度
六
五
・
二

％
）
と
な
っ
て
い
る
。

平
成
十
三
年
度

地
方
財
政
の
規
模
と
主
要
施
策

平
成
十
三
年
度
地
方
財
政
計
画
の
歳

入
・
歳
出
の
規
模
は
、
対
前
年
度
比
〇

・
四
％
増
の
八
九
兆
三
、一
〇
〇
億
円
、

公
債
費
な
ど
を
除
く
地
方
一
般
歳
出

は
、
地
方
財
政
再
建
に
向
け
、
〇
・
六

％
減
の
七
三
兆
五
、
五
〇
〇
億
円
と
二

年
連
続
抑
制
と
な
っ
た
。
地
方
税
は
緩

や
か
な
景
気
回
復
を
受
け
て
一
・
五
％

増
と
な
る
が
、
地
方
交
付
税
総
額
は
五

・
〇
％
減
の
二
〇
兆
三
、
五
〇
〇
億
円

と
な
っ
た
。
地
方
単
独
事
業
に
つ
い
て

は
、
昨
年
同
様
規
模
是
正
を
実
施
し
、

対
前
年
度
比
五
・
四
％
減
の
一
七
兆
五
、

〇
〇
〇
億
円
と
な
っ
た
。

地
方
交
付
税
は
、
国
税
五
税
の
法
定

率
分
一
三
兆
八
、
九
〇
〇
億
円
に
、
一

般
会
計
に
お
け
る
加
算
額
二
兆
四
〇
〇

億
円
を
加
え
た
一
五
兆
九
、
三
〇
〇
億

円
が
一
般
会
計
か
ら
の
繰
入
額
（
入
口

ベ
ー
ス
）
と
な
っ
た
。
こ
れ
に
交
付
税

特
別
会
計
借
入
金
四
兆
三
、
四
〇
〇
億

円
や
交
付
税
特
別
会
計
剰
余
金
の
活
用

一
、
八
〇
〇
億
円
等
を
併
せ
、
こ
こ
か

ら
、
交
付
税
特
別
会
計
借
入
金
支
払
利

子
分
六
、
三
〇
〇
億
円
を
差
し
引
い
た

も
の
が
、
地
方
公
共
団
体
に
配
分
す
る

出
口
ベ
ー
ス
と
な
り
、
対
前
年
度
比
五

・
〇
％
減
の
二
〇
兆
三
、
五
〇
〇
億
円

が
確
保
さ
れ
た
。

主
要
施
策
に
つ
い
て
、
地
方
単
独
事

業
の
最
近
の
事
業
実
績
を
勘
案
の
上
、

昨
年
同
様
規
模
是
正
を
実
施
す
る
こ
と

と
し
、
対
前
年
度
比
五
・
四
％
減
の
一

七
兆
五
、
〇
〇
〇
億
円
と
減
額
、
こ
の

よ
う
な
な
か
、
新
規
施
策
と
し
て
、
日

本
新
生
の
た
め
の
発
展
基
盤
を
緊
急
に

整
備
す
る
た
め
、
改
組
・
拡
充
し
て「
日

本
新
生
緊
急
基
盤
整
備
事
業
（
日
本
新

生
事
業
）」を
創
設
、ハ
ー
ド
事
業
三
、〇

〇
〇
億
円
、
ソ
フ
ト
事
業
五
八
〇
億
円

の
地
方
財
政
措
置
が
講
じ
ら
れ
る
。
地

方
債
の
充
当
率
は
九
五
％
で
、
こ
の
う

地
方
自
治
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

地地
財財
対対
策策
とと
総総
務務
省省
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ち
五
〇
％
を
後
年
度
事
業
費
補
正
に
よ

り
地
方
交
付
税
算
入
さ
れ
る
。ま
た
、前

年
度
を
上
回
っ
て
地
方
単
独
事
業
量
の

確
保
を
図
る
地
方
団
体
等
を
対
象
団
体

に
地
方
財
政
措
置
す
る「
臨
時
経
済
対

策
事
業
」を
継
続
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。

新
規
施
策
で
は
、
住
民
に
よ
る
話
し

合
い
の
場
づ
く
り
や
そ
の
結
果
を
受
け

た
取
り
組
み
に
対
し
て
地
方
財
政
措
置

を
講
じ
る
「
わ
が
ま
ち
づ
く
り
支
援
事

業
」
を
創
設
、
七
五
〇
億
円
が
措
置
さ

れ
る
。
具
体
的
に
は
、
住
民
が
地
域
づ

く
り
に
当
っ
て
、
イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
等

の
活
用
や
情
報
提
供
、
他
の
地
域
と
の

情
報
交
換
等
の
話
し
合
い
を
実
施
し
た

場
合
に
要
す
る
経
費
等
に
対
し
地
方
財

政
措
置
を
講
じ
る
。

地
方
公
共
団
体
の
公
債
費
負
担
軽
減

を
図
る
た
め
の
、
公
債
費
負
担
対
策
で

は
、
公
営
企
業
金
融
公
庫
資
金
の
公
営

企
業
債
で
、
一
定
の
条
件
の
も
と
に
借

換
え
を
実
施
、
資
本
負
担
が
著
し
く
高

い
一
定
の
公
営
企
業
（
上
水
道
事
業
、

工
業
用
水
道
事
業
、
都
市
高
速
鉄
道
事

業
、下
水
道
事
業
）を
対
象
団
体
と
し
、

地
方
債
残
高
六
〇
〇
億
円
程
度
、
六
〇

〇
団
体
を
予
定
し
て
い
る
。

ま
た
、
高
利
の
地
方
債
に
対
す
る
特

別
交
付
税
措
置
と
し
て
、
起
債
制
限
比

率
（
三
カ
年
平
均
）
が
全
国
平
均
以
上

の
地
方
団
体
等
を
対
象
に
利
子
額
五
〇

〇
億
円
程
度
、
二
、
六
〇
〇
団
体
を
予

定
し
て
い
る
。

〔
そ
の
他
の
施
策
〕

「
教
育
情
報
化
対
策
」

平
成
十
七
年
度
を
目
標
に
、
す
べ
て

の
公
立
小
中
高
等
学
校
等
か
ら
イ
ン

タ
ー
ネ
ッ
ト
に
ア
ク
セ
ス
で
き
、
す
べ

て
の
学
級
の
あ
ら
ゆ
る
授
業
に
お
い
て

教
員
お
よ
び
生
徒
が
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー

を
活
用
で
き
る
環
境
を
整
備
す
る
た
め

の
財
政
措
置
、
一
、
九
三
〇
億
円
が
計

上
さ
れ
た
。
具
体
的
に
は
、
普
通
教
室

へ
の
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
の
整
備
に
必
要

な
経
費
（
コ
ン
ピ
ュ
ー
タ
ー
レ
ン
タ
ル

・
リ
ー
ス
経
費
）
に
対
す
る
措
置
、
イ

ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
に
接
続
す
る
た
め
の
必

要
な
経
費
（
回
線
使
用
料
、
プ
ロ
バ
イ

ダ
ー
経
費
、イ
ン
タ
ー
ネ
ッ
ト
通
信
料
）

に
対
す
る
経
費
に
措
置
さ
れ
る
。

「
情
報
化
推
進
事
業
」

政
府
は
、
平
成
十
五
年
度
ま
で
に
電

子
政
府
の
基
盤
を
構
築
す
る
こ
と
を
国

の
方
針
に
、
情
報
化
施
策
等
を
積
極
的

に
推
進
し
て
お
り
、
各
地
方
団
体
に
お

い
て
も
国
と
歩
調
を
合
わ
せ
た
取
組
が

不
可
欠
で
あ
る
と
し
て
、
地
域
Ｉ
Ｔ
の

推
進
に
要
す
る
経
費
七
五
〇
億
円
を
地

方
財
政
措
置
す
る
。

具
体
的
に
は
�
庁
内
Ｌ
Ａ
Ｎ
の
整
備

に
要
す
る
経
費
三
〇
〇
億
円
�
地
域
情

報
通
信
シ
ス
テ
ム
の
整
備
に
要
す
る
経

費
一
〇
〇
億
円
�
統
合
型
地
理
情
報
シ

ス
テ
ム
（
Ｇ
Ｉ
Ｓ
）
の
整
備
に
要
す
る

経
費
四
〇
億
円
が
措
置
さ
れ
る
。

「
介
護
保
険
関
連
事
業
」

平
成
十
二
年
度
に
導
入
さ
れ
た
介
護

保
険
制
度
の
円
滑
な
定
着
を
図
る
た
め

の
施
策
と
し
て
、
一
、
〇
〇
〇
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー
や
ケ

ア
マ
ネ
ー
ジ
ャ
ー
の
確
保
・
育
成
や
介
護

サ
ー
ビ
ス
事
業
者
参
入
促
進
、
要
介
護

認
定
事
務
等
の
円
滑
化
、
近
隣
市
町
村

と
の
広
域
調
整
や
介
護
保
険
事
業
の
広

域
運
営
に
係
る
関
係
市
町
村
と
の
連
絡

調
整
な
ど
、
介
護
保
険
制
度
の
安
定
的

な
運
営
を
確
保
す
る
た
め
、ハ
ー
ド
・
ソ

フ
ト
の
両
面
か
ら
財
政
措
置
さ
れ
る
。

「
地
域
活
力
創
出
プ
ラ
ン
関
連
事
業
」

地
域
の
活
力
に
よ
っ
て
我
が
国
経
済

の
新
生
に
資
す
る
観
点
か
ら
、
地
域
が

総
意
に
基
づ
き
「
地
域
経
済
新
生
」「
人

づ
く
り
」「
広
域
連
携
」
等
に
主
体
的
、

総
合
的
な
取
り
組
み
が
で
き
る
「
地
域

活
力
創
出
プ
ラ
ン
関
連
事
業
」
七
、
五

〇
〇
億
円
が
措
置
さ
れ
た
。

「
農
山
漁
村
関
連
施
策（

ソ
フ
ト
事
業
）」

地
域
活
力
の
低
下
が
懸
念
さ
れ
る
農

山
漁
村
地
域
の
活
性
化
を
一
層
推
進
す

る
た
め
、「
農
山
漁
村
対
策
」
及
び
「
森

林
・
山
村
対
策
」
に
お
い
て
、
新
た
な

ソ
フ
ト
事
業
の
創
設
や
事
業
の
拡
充
を

図
る
こ
と
と
し
、
二
、
四
三
〇
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。

「
環
境
保
全
対
策
（
循
環
型
社
会
の
形

成
の
推
進
）」

大
量
生
産
・
大
量
消
費
・
大
量
廃
棄

型
社
会
か
ら
環
境
へ
の
負
荷
の
で
き
る

だ
け
少
な
い
循
環
型
社
会
の
構
築
を
目

指
し
て
、
地
方
公
共
団
体
に
お
い
て
実

施
さ
れ
る
環
境
の
保
全
の
た
め
の
取
組

を
支
援
す
る
た
め
、
二
、
七
四
〇
億
円

が
計
上
さ
れ
た
。

具
体
的
に
は
、
環
境
基
本
計
画
の
策

定
、
低
公
害
車
導
入
の
促
進
、
環
境
監

視
調
査（
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
対
策
含
む
）、

容
器
包
装
廃
棄
物
の
分
別
収
集
・
リ
サ

イ
ク
ル
事
業
の
推
進
に
要
す
る
経
費
に

地
方
財
政
措
置
さ
れ
る
。

「
生
活
交
通
確
保
対
策
」

平
成
十
三
年
度
後
半
よ
り
乗
合
バ
ス

事
業
に
係
る
需
給
調
整
規
制
が
廃
止
さ

れ
る
こ
と
に
伴
い
、地
方
公
共
団
体
が
、

地
域
協
議
会
に
お
け
る
結
論
に
基
づ

き
、
地
域
の
足
の
確
保
対
策
を
講
じ
る

た
め
に
要
す
る
経
費
四
六
〇
億
円
が
計

上
さ
れ
た
。

「
市
町
村
合
併
推
進
関
係
施
策
」

市
町
村
合
併
を
よ
り
積
極
的
に
推
進

す
る
た
め
、
こ
れ
ま
で
の
行
財
政
措
置

に
加
え
、
�
市
町
村
合
併
に
対
す
る
新

た
な
特
別
交
付
税
措
置
（
新
規
）
�
合

併
移
行
経
費
に
対
す
る
措
置
（
新
規
）

�
普
通
交
付
税
額
の
算
定
の
特
例
�
合

併
市
町
村
ま
ち
づ
く
り
の
た
め
の
建
設

事
業
�
合
併
市
町
村
振
興
の
た
め
の
基

金
造
成
ー
等
に
対
し
て
地
方
財
政
措
置

の
充
実
を
図
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

「
国
庫
補
助
負
担
金
の
整
理
合
理
化
」

国
庫
補
助
負
担
金
の
整
理
合
理
化
に

つ
い
て
、平
成
十
三
年
度
に
お
い
て
は
、

地
方
分
権
推
進
計
画
等
を
踏
ま
え
、
高

齢
者
福
祉
推
進
事
業
費
補
助
金
四
億

円
、母
子
保
健
衛
生
費
補
助
金
九
億
円
、

中
小
企
業
経
営
資
源
強
化
対
策
費
補
助

金
二
億
円
の
一
般
財
源
化
を
行
う
こ
と

と
さ
れ
た
。

〔
地
方
債
計
画
〕

政 策
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平
成
十
三
年
度
の
地
方
債
計
画
は
、

地
方
財
源
の
不
足
に
対
処
す
る
た
め
の

措
置
を
講
じ
る
と
と
も
に
、
極
め
て
厳

し
い
地
方
財
政
の
状
況
の
下
で
、
そ
の

健
全
性
の
確
保
に
留
意
し
つ
つ
、
地
域

社
会
を
活
力
あ
る
豊
か
な
も
の
と
す
る

た
め
、
地
域
の
活
力
を
生
み
出
す
施
策

の
推
進
、
安
心
で
快
適
な
く
ら
し
の
実

現
、
日
本
新
生
の
た
め
の
新
た
な
発
展

基
盤
の
整
備
、
景
気
回
復
へ
の
取
組
み

等
地
方
公
共
団
体
が
当
面
す
る
政
策
課

題
に
重
点
的
・
効
率
的
に
対
応
し
う
る

よ
う
、
新
し
い
財
政
投
融
資
制
度
の
下

で
所
要
の
地
方
債
資
金
の
確
保
を
は
か

る
こ
と
と
し
て
策
定
さ
れ
、
総
額
一
六

兆
四
、九
九
八
億
円
を
確
保
し
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
普
通
会
計
分
は
、
一
一
兆

九
、
一
〇
七
億
円
、
公
営
企
業
会
計
等

分
が
四
兆
五
、
八
九
一
億
円
と
な
っ
て

い
る
。

地
方
債
計
画
の
特
色
と
し
て
は
、
�

平
成
十
三
年
度
か
ら
平
成
十
五
年
度
ま

で
の
間
に
限
り
、
地
方
一
般
財
源
の
不

足
に
対
処
す
る
た
め
、
地
方
財
政
法
第

五
条
の
特
例
と
し
て
臨
時
財
政
対
策
債

一
兆
四
、
四
八
八
億
円
を
発
行
�
恒
久

的
な
減
税
の
実
施
に
伴
う
減
収
の
一
部

に
対
処
す
る
た
め
、
同
法
第
五
条
の
特

例
と
し
て
減
税
補
て
ん
債
四
、
九
四
八

億
円
を
発
行
�
通
常
収
支
の
不
足
に
対

処
す
る
た
め
の
建
設
地
方
債
（
財
源
対

策
債
）
二
兆
五
、
三
〇
〇
億
円
を
発
行

す
る
。

地
方
単
独
事
業
の
推
進
で
は
、
個
性

豊
か
で
、
魅
力
的
な
地
域
づ
く
り
を
積

極
的
に
進
め
る
観
点
か
ら
、
自
主
的
・

主
体
的
な
ふ
る
さ
と
づ
く
り
等
を
推
進

す
る
た
め
、
地
域
総
合
整
備
事
業
債
一

兆
五
、
六
七
三
億
円
を
計
上
し
た
。

そ
の
ほ
か
、
日
本
新
生
の
た
め
の
新

た
な
発
展
基
盤
を
緊
急
に
整
備
す
る
た

め
、
地
方
公
共
団
体
が
自
主
的
に
行
う

Ｉ
Ｔ
社
会
の
た
め
の
基
盤
整
備
、
少
子

・
高
齢
化
、
教
育
・
青
少
年
育
成
、
環

境
対
応
、
技
術
開
発
・
振
興
、
景
観
・

都
市
環
境
整
備
の
各
分
野
に
お
け
る
地

方
単
独
事
業
の
総
合
的
な
取
り
組
み
を

推
進
す
る
、「
日
本
新
生
緊
急
基
盤
整
備

事
業
」二
、
八
五
〇
億
円
を
計
上
し
た
。

ま
た
、
地
域
経
済
の
状
況
に
即
し
た

地
方
単
独
事
業
の
事
業
量
確
保
を
図
る

こ
と
が
で
き
る
よ
う
、「
臨
時
経
済
対

策
事
業
債
」
八
、
〇
〇
〇
億
円
を
計
上

し
た
ほ
か
、
介
護
保
険
制
度
の
円
滑
な

運
営
を
図
る
た
め
、
地
方
公
共
団
体
や

社
会
福
祉
法
人
が
地
域
の
実
情
に
応
じ

て
整
備
す
る
小
規
模
特
別
養
護
老
人

ホ
ー
ム
、
高
齢
者
共
同
住
宅
な
ど
の
介

護
サ
ー
ビ
ス
基
盤
の
緊
急
整
備
を
推
進

す
る
こ
と
と
し
、
社
会
福
祉
施
設
整
備

事
業
等
、
五
〇
〇
億
円
を
計
上
し
た
。

過
疎
地
域
の
自
立
促
進
の
た
め
の
施

策
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
辺
地
と
そ

の
他
の
地
域
の
格
差
是
正
を
図
る
た

め
、
辺
地
及
び
過
疎
対
策
事
業
費
四
、

二
四
〇
億
円
を
計
上
し
た
。

〔
平
成
十
三
年
度
地
方
税
制
改
正
〕

平
成
十
三
年
度
税
制
改
正
は
、
財
政

健
全
化
の
必
要
性
を
念
頭
に
お
き
つ
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つ
、
当
面
重
点
を
お
く
べ
き
景
気
回
復

に
資
す
る
こ
と
を
主
眼
と
し
て
改
正
を

行
う
こ
と
と
し
、
新
世
紀
の
幕
開
け
に

あ
た
っ
て
、
国
際
競
争
の
激
化
や
情
報

通
信
技
術
の
急
速
な
発
展
と
そ
の
普
及

な
ど
、
わ
が
国
経
済
社
会
の
構
造
変
化

や
新
た
な
時
代
の
ニ
ー
ズ
に
対
応
し
、

企
業
組
織
再
編
税
制
の
整
備
や
Ｉ
Ｔ
関

連
の
税
制
上
の
措
置
な
ど
将
来
を
見
据

え
た
見
直
し
を
行
う
こ
と
と
さ
れ
た
。

ゴ
ル
フ
場
利
用
税
に
つ
い
て
は
、
都

道
府
県
分
相
当
の
三
割
削
減
が
提
案
さ

れ
た
が
、
来
年
度
も
引
き
続
き
現
行
制

度
が
堅
持
さ
れ
る
こ
と
と
な
っ
た
。

株
式
等
譲
渡
益
課
税
に
つ
い
て
は
、

現
下
の
経
済
情
勢
、
株
式
市
場
の
動
向

等
を
踏
ま
え
、
平
成
十
三
年
四
月
に
予

定
さ
れ
て
い
た
申
告
分
離
課
税
へ
の
一

本
化
を
平
成
十
五
年
四
月
ま
で
二
年
間

延
期
す
る
こ
と
と
な
っ
た
。
そ
れ
以
降

の
申
告
分
離
課
税
の
あ
り
方
に
つ
い
て

は
、
直
接
金
融
を
担
う
株
式
市
場
の
役

割
、
一
般
投
資
家
の
参
加
、
国
・
地
方

を
通
ず
る
公
平
な
課
税
等
の
観
点
よ

り
、
譲
渡
損
失
の
取
扱
い
を
含
め
、
一

本
化
に
あ
わ
せ
て
検
討
す
る
こ
と
と
さ

れ
た
。

ま
た
、
法
人
事
業
税
へ
の
外
形
標
準

課
税
の
導
入
に
つ
い
て
は
、
全
て
の
法

人
が
、
そ
の
事
業
活
動
規
模
に
応
じ
て

薄
く
広
く
、
か
つ
、
公
平
に
地
方
公
共

団
体
の
幅
広
い
行
政
サ
ー
ビ
ス
の
対
価

を
負
担
す
る
も
の
で
あ
り
、
こ
の
こ
と

は
、
応
益
課
税
と
し
て
の
事
業
税
の
性

格
を
明
確
に
す
る
と
と
も
に
、
地
方
公

共
団
体
に
は
、
地
方
分
権
を
支
え
る
安

定
的
な
地
方
税
源
を
保
障
す
る
も
の
と

な
る
こ
と
か
ら
、
今
回
、
自
治
省
案
も

示
さ
れ
具
体
的
に
導
入
す
る
た
め
の
検

討
を
行
っ
た
が
、
結
論
を
得
る
に
は
至

ら
な
か
っ
た
。
今
後
、
課
税
の
仕
組
み

等
に
つ
い
て
さ
ら
に
検
討
を
深
め
、
早

期
の
導
入
を
図
る
こ
と
と
さ
れ
た
。

な
お
、
今
回
の
税
制
改
正
に
伴
う
減

収
額
は
一
、
九
三
五
億
円
で
、
う
ち
地

方
税
の
減
収
額
は
総
額
で
二
〇
五
億
円

と
な
っ
て
い
る
が
、
こ
れ
に
つ
い
て
は

別
途
財
政
措
置
が
行
わ
れ
る
こ
と
と

な
っ
て
い
る
。

〔
総
務
省
予
算（
地
方
自
治
関
係
）〕

平
成
十
三
年
度
総
務
省
予
算
（
地
方

自
治
関
係
）
の
主
な
項
目
を
見
る
と
、

基
地
交
付
金
お
よ
び
調
整
交
付
金
が
対

前
年
度
三
・
四
％
増
の
三
〇
一
億
五
、

〇
〇
〇
万
円
が
計
上
さ
れ
た
ほ
か
、
政

党
助
成
費
が
前
年
度
同
額
の
三
一
五
億

五
、
四
〇
〇
万
円
、
消
防
防
災
施
設
等

整
備
費
が
対
前
年
度
比
〇
・
七
％
増
の

一
九
〇
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
市
町
村
合
併
推
進
費
に
つ
い

て
は
、
都
道
府
県
に
お
け
る
推
進
体
制

の
整
備
、
シ
ン
ポ
ジ
ウ
ム
の
開
催
等
の

啓
発
、
住
民
意
向
調
査
等
の
事
業
に
対

し
交
付
す
る
都
道
府
県
体
制
整
備
事
業

費
補
助
金
、
合
併
準
備
及
び
合
併
に
伴

い
市
町
村
が
実
施
す
る
事
業
に
対
し
交

付
す
る
市
町
村
合
併
推
進
補
助
金
等
二

二
億
七
、〇
〇
〇
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

政 策
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平成１３年度地方財政対策の概要

� 平成１３年度の地方財政の姿

� 地方財政計画の規模 ８９兆３，１００億円程度（対前年度比 ０．４％程度）

� 地方一般歳出 ７３兆５，５００億円程度（対前年度比△０．６％程度）

� 地方単独事業（投資） １７兆５，０００億円程度（対前年度比△５，４％程度）
注）事業実績を勘案の上、規模是正を実施

� 一般財源総額 ５７兆４，６００億円程度（対前年度比△０．９％程度）

� 一般財源比率 ６４．３％程度（平�６５．２％）

� 地方債依存度 １３．３％程度（平�１２．５％）

平成１３年度の地方財政計画の規模等

� 平成１３年度の地方財政計画の規模は、８９兆３，１００億円程度（対前年度比０．４％程度）

� 歳入については、地方税は増（１．５％程度）となるが、地方交付税の減（△５．０％程度）の結果、一般財源比率は、６４．３％程

度

� 歳出については、徹底した行政経費の抑制を図りつつ、行政需要に的確に対応して、施策を重点化

�一般行政経費（単独）

�社会福祉系統経費 ４兆２，４００億円程度（対前年度１．２％程度）

うち介護保険制度支援対策 ５００億円程度

�日本新生緊急基盤整備事業（日本新生事業・ソフト分） ５８０億円程度（新規）

�わがまちづくり支援事業 ７５０億円程度（新規）

�教育情報化対策 １，９３０億円程度

�情報化推進事業 ７５０億円程度

�地方単独事業（投資） １７兆５，０００億円程度

�臨時経済対策事業 ８，０００億円程度（前年度同額）

�日本新生緊急基盤整備事業（日本新生事業・ハード分） ３，０００億円程度（新規）

� 財源不足の補てん

� 通常収支の不足 １０兆５，９００億円程度

（特会借入償還繰延後８兆８，６００億円程度）

� 恒久的な減税の実施に伴う減収額 ３兆４，３００億円程度（新規発生分）

１ 平成１３年度における財源不足

平�当初 通常収支５．８兆円、減税分２．９兆円

平�当初 通常収支４．７兆円、地方消費税未平年度化分１．２兆円

平�当初 通常収支４．６兆円、減税分０．８兆円

平	当初 通常収支１０．４兆円、恒久的な減税分２．６兆円
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平
当初 通常収支９．９兆円、恒久的な減税分３．５兆円

平�当初 通常収支１０．６兆円程度、恒久的な減税分３．４兆円程度

� 地方交付税での補てん措置 ６兆６，１００億円程度

平成１３年度交付税特別会計借入金の償還繰延等 １兆７，３００億円程度

一般会計における加算措置（既往法定分） ５，７００億円程度

〃 （臨時財政対策分） １兆４，４００億円程度

交付税特別会計借入 ２兆８，７００億円程度

� 臨時財政対策債の発行 １兆４，４００億円程度（注）

� 財源対策債の発行 ２兆５，３００億円程度

２ 通常収支の不足の補てん（１０．６兆円程度）

� 地方財政は、平�以降多額の財源不足が続き、平�以降６年連続して地方交付税法第６条の３第２項の規定に該当

� 従来の地方財政対策を見直し、国と地方の責任分担関係の明確化等を図るため、平�から平�までの間、財源不足のうち財

源対策債等を除いた残余については国と地方が折半し、国負担分については一般会計からの繰入れにより、地方負担分につい

ては特例地方債により補てん措置を講じる制度改正を実施

� 特例地方債の元利償還金はその全額を後年度基準財政需要額に算入

� ただし、平�においては、国負担、地方負担とも、その１／２は地方交付税特別会計借入金により補てん

（注）このほか、利払いに充てる地方債（１２０億円程度）がある

通常収支の不足
約１０５，９００億円

約８８，６００億円

（既往法定分）（臨時財政対策分）!#
$
恒久的な減税に係る
特会借入金利子

"
#
%

（注）※一般会計加算総額
５，７００ ＋ １４，４００ ＋ ３００ ＝ 約２０，４００億円

特別会計借入金
償還繰延

約１７，３００億円

地方債（財源対策債）
約２５，３００億円

平成１３年度 財源不足の補てん措置

（恒久的な減税影響分を含まず）

一般会計加算※
（既往法定分）

約５，７００億円

国負担分

地方負担分

一般会計加算※
（臨時財政対策分）

約１４，４００億円

交付税特会借入
約１４，４００億円

交付税特会借入
約１４，４００億円

臨時財政対策債
約１４，４００億円

新たな特会
借入は、
平成１３年度
限り

政 策
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平成１３年度
恒久的な減税影響額
（新規発生分）

約３４，３００億円

（注）上記のほか、既往の借入に係る元利償還金があり、償還繰延、一般会計加算、借入金により対応している。

� 恒久的な減税の実施による地方税の減収 １兆９，８００億円程度

……国のたばこ税の一部の移譲、法人税の交付税率の引上げ、地方特例交付金及び減税補てん債により補てん

� 国税の減税による地方交付税の減収 １兆４，５００億円程度

……交付税特別会計借入金により補てんし、国・地方で折半

３ 恒久的な減税の実施に伴う減収の補てん（３．４兆円程度：新規発生分）

恒久的な減税の実施に伴う補てん措置

� 国のたばこ税の一部の移譲……１，３００億円程度

� 法人税の交付税率の引上げ（平
～３５．８％）……４，５００億円程度

� 地方特例交付金……９，０００億円程度

………�十�十�により、減収総額の３／４を補てん

� 減税補てん債により減収総額の１／４を補てん……４，９００億円程度

� 恒久的な減税の実施による地方税の減収の補てん……１兆９，８００億円程度

交付税特別会計借入金により補てんし、国・地方で折半

（注）このほか、既往の借入に係る元利償還金があり、償還繰延、一般会計加算、借入金により対応

� 恒久的な減税の実施による地方交付税の減収の補てん……１兆４，５００億円程度

平成１３年度 恒久的な減税に係る補てん措置

恒久的な減税による
地方税の減収

約１９，８００億円

国税の減税による
地方交付税影響分

約１４，５００億円

税収の補てん
約１，３００億円

※国のたばこ税の一部移譲

地方交付税
約４，５００億円

法人税の交付税率引上げ
３２％→３５．８％

地方特例交付金
約９，０００億円

減税補てん債
約４，９００億円

交付税特会借入金等

国 （１／２）
約７，３００億円

地方（１／２）
約７，３００億円

交付税特会借入金
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４ 地方交付税総額の確保 ２０兆３，５００億円程度（対前年度１兆６００億円程度減、△５．０％程度）

� 地方交付税の法定率分 １３兆８，９００億円程度

平成１３年度の国税五税の収入見込額の一定割合の額から平成９年度及び１０年度の国税の決算に伴う精算額のうち平成１３年度

分の精算額（８７０億円）を控除

� 一般会計における加算措置 ２兆４００億円程度

�既往法定分 ６，０００億円程度

�臨時財政対策分 １兆４，４００億円程度

� 交付税特別会計借入金（新規増） ４兆３，４００億円程度

�通常収支の補てん分（国・地方折半） ２兆８，７００億円程度

�恒久的な減税による交付税減収の補てん分（国・地方折半） １兆４，５００億円程度

� 交付税特別会計借入金支払利子分 △６，３００億円程度

� 交付税特別会計剰余金の活用 １，８００億円程度

� 平成１２年度からの繰越分 ５，３００億円程度

５ 地方債総額 １１兆９，１００億円程度（対前年度７，８００億円程度増、７．０％程度）

【臨時財政対策債】 １兆４，５００億円程度

【減税補てん債】 ４，９００億円程度

【財 源 対 策 債】 ２兆５，３００億円程度

【通 常 債】 ７兆４，４００億円程度

� 平成１３年度の主要施策

 日本新生のための発展基盤を緊急に整備するため、日本新生緊急基盤整備事業（日本新生事業）を創設するとともに、地

域経済の本格的回復を図るため臨時経済対策事業を継続

 今回、事業実績を勘案の上、規模是正を実施するが、下記の事業等を活用し、地方単独事業の積極的な推進を要請

１ 地方単独事業（投資）総額 １７兆５，０００億円程度

日本新生緊急基盤整備事業（日本新生事業・ハード分） ３，０００億円程度（新規）

臨時経済対策事業 ８，０００億円程度

介護サービス関連施設緊急整備事業 ５００億円程度

地域活力創出プラン関連事業（ハード事業） ６，０００億円程度

国土保全特別対策事業 １，２００億円程度

中心市街地再活性化対策ハード事業 ７００億円程度

ふるさとづくり事業 ８，８００億円程度

注）このほか、緊急防災基盤整備事業の事業期間を平
までの５年間、地方特定道路整備事業及び地方特定河川等環境整
備事業の事業期間を平�までの３年間延長

政 策
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２ 地方単独事業（ソフト分）

（主な事業）

日本新生緊急基盤整備事業（日本新生事業・ソフト分） ５８０億円程度（新規）

わがまちづくり支援事業 ７５０億円程度（新規）

介護保険制度支援対策 ５００億円程度

教育情報化対策 １，９３０億円程度

情報化推進事業 ７５０億円程度

地域活力創出プラン関連事業（ソフト事業） １，５００億円程度

中小企業金融対策（融資枠を含む） ２，５００億円程度

国土保全対策ソフト事業 ６００億円程度

農山漁村関連施策

（農山漁村地域活性化事業、地域材利用促進対策（融資枠を含む）等） ２，４３０億円程度

地域文化振興対策 ７００億円程度

中心市街地再活性化対策ソフト事業 ４５０億円程度

地方財政計画計上額（公営企業繰出金） ３兆２，７００億円程度（対前年度５０億円程度減）

３ 地方公営企業関係施策

（主要新規施策）

地方公営企業の広域化の推進

（病院事業分）措置額 ７億円程度（うち一般会計出資 ５億円程度）

地下鉄緊急改良事業の創設

措置額 ４３億円程度（うち一般会計出資 １８億円程度）

地方公営企業の安全対策の推進

（上水道事業分）措置額 １８９億円程度（一般会計出資）

地方団体の公債費負担の軽減を図るため、一定の公営企業金融公庫資金の借換え措置及び高利の地方債に対する特別交

付税措置

４ 公債費負担対策

公営企業金融公庫資金の公営企業債の借換え 対象地方債残高 ６００億円程度（６００団体程度）

高利の地方債に対する特別交付税措置 対象利子額 ５００億円程度（２，６００団体程度）

� 国庫補助負担金の一般財源化

地方分権推進計画等を踏まえ、母子保健衛生推進費補助金（先天性代謝異常検査費等）等総額１６億円の一般財源化を行った
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� 地方一般財源の不足への対処

� 恒久的な減税に伴う減収への対処

� 建設地方債の増発

臨時財政対策債の発行 １兆４，４８８億円

平成１３年度から平成１５年度までの間に限り、地方一般財源の不足に対処するため、地方財政法第５条の特例として発行

減税補てん債の発行 ４，９４８億円

恒久的な減税の実施に伴う減収の一部に対処するため、地方財政法第５条の特例として発行

財源対策債の発行 ２兆５，３００億円

通常収支に係る地方財源の不足に対処するため、�の臨時財政対策債の発行のほか、

�一般公共事業債の充当率の臨時的引上げ及び対象事業の臨時的拡大

�義務教育施設整備事業債、一般廃棄物処理事業債、公園緑地事業債、地域総合整備事業債、臨時地方道整備事業債及び臨

時河川等整備事業債の一部に係る充当率の臨時的引上げ

策定方針

平成１３年度の地方債計画は、地方財源の不足に対処するための措置を講じるとともに、極めて厳しい地方財政の状況の下で、

その健全性の確保に留意しつつ、地域社会を活力ある豊かなものとするため、地域の活力を生み出す施策の推進、安心で快適

なくらしの実現、日本新生のための新たな発展基盤の整備、景気回復への取組み等地方公共団体が当面する政策課題に重点的

・効率的に対応しうるよう、新しい財政投融資制度の下で所要の地方債資金の確保を図ることとして策定

	

�
�
�
�
�



�

�
�
�
�
�
�

	

総 額 １６兆４，９９８億円（前年度１６兆３，１０６億円） １．２％
〈うち通常分 １２兆 ４４億円（前年度１３兆１，０９７億円） △８．４％〉

普通会計分 １１兆９，１０７億円（前年度１１兆１，２７１億円） ７．０％

通 常 分 ７兆４，１５３億円（前年度７兆９，２６２億円） △６．４％

特 別 分 ４兆４，９５４億円（前年度３兆２，００９億円） ４０．４％

臨時財政対策債 １兆４，４８８億円（前年度 －億円） 皆増

減税補てん債 ４，９４８億円（前年度 ４，７５９億円） ４．０％

財源対策債 ２兆５，３００億円（前年度２兆４，３００億円） ４．１％

その他特別分 ２１８億円（前年度 ２，９５０億円） △９２．６％

公営企業会計等分 ４兆５，８９１億円（前年度５兆１，８３５億円） △１１．５％

主な特色

平成１３年度地方債計画の概要

政 策
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� 地方単独事業の重点的・効率的な推進

�地方単独事業については、生活関連社会資本整備の必要性、地方分権の進展に伴う地方公共団体の役割の増大、日本新生

のための新たな発展基盤の整備の必要性、景気回復への取組み等を勘案し、重点的・効率的な整備が図られるよう、その

所要額を確保

�地方公共団体における事業の実施状況等を踏まえ、計画額について所要の見直し

� 地域総合整備事業の推進 １兆５，６７３億円

個性豊かで魅力的な地域づくりを積極的に進める観点から、自主的・主体的なふるさとづくり等を総合的・計画的に推進

するため、地域総合整備事業債の所要額を確保

� 日本新生緊急基盤整備事業（日本新生事業）の推進 ２，８５０億円

日本新生のための新たな発展基盤を緊急に整備するため、地方公共団体が自主的に行う IT社会のための基盤整備、少子

・高齢化、教育・青少年育成、環境対応、技術開発・振興、景観・都市環境整備の各分野における地方単独事業の総合的な

取組みを推進することとし、一般単独事業債に「日本新生緊急基盤整備事業」を計上


 景気回復への取組みのための臨時的措置 ８，０００億円

地域経済の状況に即した地方単独事業の事業量確保を図ることができるよう、引き続き一般単独事業債に「臨時経済対策

事業」を計上

� 都市生活環境整備特別対策事業の推進 （一般事業債の内数） ２，１７０億円

電線類地中化、駐車場・駐輪場、公園・緑地等の整備、街並み整備、住宅宅地関連整備、公共交通拠点等の基盤整備等

� 介護サービス基盤の緊急整備の推進

介護保険制度の円滑な運営を図るため、地方公共団体や社会福祉法人が地域の実情に応じて整備する小規模特別養護老人

ホーム、高齢者共同住宅などの介護サービス基盤の緊急整備を推進することとし、社会福祉施設整備事業等において、所要

額を確保

�介護サービス基盤の緊急整備 ５００億円（事業費ベース）

� 臨時三事業債の確保

ア 臨時地方道整備事業債 １兆５，６２５億円

イ 臨時河川等整備事業債 １，３５５億円

ウ 臨時高等学校整備事業債 ９８３億円

地域活性化の基盤となる地方道、河川等の整備を推進するため臨時三事業債の所要額を確保

� 緊急防災基盤整備事業の推進 （一般事業債の内数） １，０００億円

「災害に強い安全なまちづくり」を緊急に実施するための公共施設等の耐震化や防災基盤の整備
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� 地域総合整備資金貸付事業（ふるさと融資）の推進 ８００億円

官民一体となったふるさとづくりを積極的に支援するため、地域総合整備資金貸付事業の所要額を確保

� 辺地及び過疎対策事業

� 地方公営企業による生活関連社会資本の整備の推進

� 上・下水道、交通、病院など住民生活に密接に関連した社会資本について、地方公営企業による整備を着実に推進する

こととし、事業の実施状況等を踏まえ、所要額を確保

� 地方公営企業における都市基盤整備、広域化、安全対策を積極的に推進

� 下水道事業については、公共下水道事業等の充当率の見直しを行うとともに、流域下水道事業及び緊急下水道整備特定

事業等については、事業年度における一般会計繰出しに代えて、臨時的に公営企業債を措置

� その他

○ 特別地方債の廃止に伴い、事業区分を再編

地方債資金については、新しい財政投融資制度の下で引き続き政府資金及び公営企業金融公庫資金の所要額を確保すると

ともに、併せて民間等資金の所要額を確保

辺地及び過疎対策事業の確保 ４，２４０億円

過疎地域の自立促進のための施策を推進するとともに、辺地とその他の地域の格差是正を図るため、辺地及び過疎対策事

業の所要額を確保

地方債資金の確保

（単位：億円、％）
増減率

（C）／（B）
×１００

２．１

△ ３．０

１．３

皆増

５．０

△ ０．０

１．２

差 引
（A）－（B）

（C）

１，６００

△ ６００

８９２

１００

８００

△ ８

１，８９２

平成１２年度計画額

構成比％

４６．９

１２．４

４０．７

－

９．９

３０．８

１００．０

（B）

７６，５００

２０，２００

６６，４０６

－

１６，１００

５０，３０６

１６３，１０６

平成１３年度計画額

構成比％

４７．３

３１．４

６．０

９．９

１１．９

４０．８

０．１

１０．２

３０．５

１００．０

（A）

７８，１００

５１，８００

１０，０００

１６，３００

１９，６００

６７，２９８

１００

１６，９００

５０，２９８

１６４，９９８

区 分

政 府 資 金

財政融資資金

郵 貯 資 金

簡 保 資 金

公営公庫資金

民 間 等 資 金

政府保証付外債

市 場 公 募

縁 故

合 計

政 策

１６平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



平成１３年度地方債計画
（単位：億円、％）

増 減 率
（C/B）×１００

△ ２．０
△ ８．５
△ ２０．７
△ ３．９
△ ９．６

５．３
△ ８．２
△ ２．７

３．７
△ ７．６
△ １９．８
△ １９．８
△ １９．８
△ １１．１

０．０
△ ３．２
△ １１．６
△ ７．３

０．０
０．０

△ ５．６
△ ６．３
△ ５．４

０．０
△ ６．２

０．０
△ １２．８
△ ５．８

△ １３．１
△ １６．３
△ １５．６
△ １７．６

０．９
２８．８

△ ２６．２
△ １０．３
△ １７．９
△ １１．７
△ ５５．４
△ １２．２

７．８
△ １１．７
△ ２．３
△ ２７．５
皆減

△ ４７．７
△ １５．６
（０．０）

△ １１．１
△ ７．６

差 引
�－� �

△ ５０６
△ ２７１
△ ７６
△ １０３
△ ６８

２６９
△ ４，８８９
△ １８６

６５
△ ２５
△ ３，８７０
△ １２８
△ ３，７４２
△ １００

０
△ ５１９
△ １７７
△ ７７

０
０

△ ２５０
△ ５０
△ ２００

０
△ ２３

０
△ ３２
△ ５，９４９

△ １，１９０
△ ７０
△ ６０７
△ ６１１

４
６２

△ １１５
△ １０９
△ １７４
△ ５９５
△ ４３５
△ ４７

４３０
△ ２，８８５
△ ５１３
△ ７２
△ ２，３００
△ １２２
△ ５９

（０）
△ ５，９１６
△１１，８６５

平成１２年度
計 画 額 �

２５，２７２
３，１７２
３６７
２，６４３
７１１
５，１２２
５９，８６３
６，９５２
１，７７３
３３０

１９，５４３
６４７

１８，８９６
９００
７７９

１６，１４４
１，５３２
１，０６０
２，８５０
８，０００
４，４９０
７９０
３，７００
１００
３７３
７００
２５０

１０３，０６３

９，０９０
４３０
３，９０１
３，４７８
４２３
２１５
４３９
１，０５９
９７１
５，０９５
７８５
３８４
５，４９７
２４，６８３
２２，１２１
２６２
２，３００
２５６
３７９
（４０４）
５３，１８４
１５６，２４７

平成１３年度
計 画 額 �

２４，７６６
２，９０１
２９１
２，５４０
６４３
５，３９１
５４，９７４
６，７６６
１，８３８
３０５

１５，６７３
５１９

１５，１５４
８００
７７９

１５，６２５
１，３５５
９８３
２，８５０
８，０００
４，２４０
７４０
３，５００
１００
３５０
７００
２１８

９７，１１４

７，９００
３６０
３，２９４
２，８６７
４２７
２７７
３２４
９５０
７９７
４，５００
３５０
３３７
５，９２７
２１，７９８
２１，６０８
１９０
－
１３４
３２０
（４０４）
４７，２６８
１４４，３８２

項 目

一 一 般 会 計 債
１ 一 般 公 共 事 業
２ 公 営 住 宅 建 設 事 業
３ 災 害 復 旧 事 業
４ 義 務 教 育 施 設 整 備 事 業
５ 社 会 福 祉 施 設 整 備 事 業
６ 一 般 廃 棄 物 処 理 事 業
７ 一 般 単 独 事 業
� 一 般 事 業
� 公 園 緑 地 事 業
� 高 等 学 校 整 備 事 業
� 地 域 総 合 整 備 事 業
� 一 般 分
� 特 別 分
� 地域総合整備資金貸付事業
	 自 然 災 害 防 止 事 業

 臨 時 地 方 道 整 備 事 業
� 臨 時 河 川 等 整 備 事 業
� 臨 時 高 等 学 校 整 備 事 業

 日本新生緊急基盤整備事業
� 臨 時 経 済 対 策 事 業
８ 辺 地 及 び 過 疎 対 策 事 業
� 辺 地 対 策 事 業
� 過 疎 対 策 事 業
９ 地 域 改 善 対 策 特 定 事 業
１０ 首 都 圏 等 建 設 事 業
１１ 公 共 用 地 先 行 取 得 等 事 業
１２ 調 整

計
二 公 営 企 業 債
１ 上 水 道 事 業
２ 工 業 用 水 道 事 業
３ 都 市 高 速 鉄 道 事 業
� 一 般 分
� 特 別 分
４ ― 般 交 通 事 業
５ 電 気 事 業 ・ ガ ス 事 業
６ 簡 易 水 道 事 業
７ 港 湾 整 備 事 業
８ 病 院 事 業
９ 介 護 サ ー ビ ス 施 設 整 備 事 業
１０ 市 場 事 業 ・ と 畜 場 事 業
１１ 地 域 開 発 事 業
１２ 下 水 道 事 業
� 一 般 分
� 特 別 分
� 特 例 措 置 分

１３ 有料道路事業・駐車場整備事業
１４ 観 光 そ の 他 事 業
１５ 公有林整備事業・草地開発事業

計
合 計

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日

政 策
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（備考）
１ 特別地方債の廃止に伴い、事業区分を再編している。
２ 日本新生緊急基盤整備事業及び首都圏等建設事業の平成１２年度計画額は、発展基盤緊急整備事業及び新産
業都市等建設事業に係るものである。

３ 公有林整備事業・草地開発事業の（ ）書は、公営企業金融公庫が農林漁業金融公庫から委託を受けて融
資するものであって外書である。

平平平平平平平平平平平平平平平平平平成成成成成成成成成成成成成成成成成成１１１１１１１１１１１１１１１１１１２２２２２２２２２２２２２２２２２２年年年年年年年年年年年年年年年年年年度度度度度度度度度度度度度度度度度度 学学学学学学学学学学学学学学学学学学校校校校校校校校校校校校校校校校校校等等等等等等等等等等等等等等等等等等公公公公公公公公公公公公公公公公公公共共共共共共共共共共共共共共共共共共建建建建建建建建建建建建建建建建建建物物物物物物物物物物物物物物物物物物
““““““““““““““““““火火火火火火火火火火火火火火火火火火災災災災災災災災災災災災災災災災災災予予予予予予予予予予予予予予予予予予防防防防防防防防防防防防防防防防防防運運運運運運運運運運運運運運運運運運動動動動動動動動動動動動動動動動動動””””””””””””””””””をををををををををををををををををを実実実実実実実実実実実実実実実実実実施施施施施施施施施施施施施施施施施施
全国町村会・（財）全国自治協会

（単位：億円、％）

全
国
町
村
会
・
�
全

国
自
治
協
会
は
、
火
災

多
発
期
に
際
し
、庁
舎
、

学
校
等
公
共
建
物
を
火

災
か
ら
守
る
た
め
町

村
、
学
校
、
消
防
等
関

係
機
関
の
協
力
を
得

て
、「
平
成
十
二
年
度

学
校
等
公
共
建
物
火
災

予
防
運
動
」
を
全
国
的

に
展
開
し
て
い
る
。

�
全
国
自
治
協
会
が

行
っ
て
い
る
町
村
有
物

件
災
害
共
済
に
お
け
る
罹
災
原
因
の
う
ち

火
災
は
年
々
減
少
傾
向
に
は
あ
る
も
の

の
、実
際
に
火
災
が
発
生
す
る
と
、そ
の
損

害
額
が
高
額
に
な
る
こ
と
か
ら
毎
年
火
災

の
多
く
な
る
こ
の
時
期
に
実
施
し
て
い
る
。

昨
年
末
に
は
加
入
町
村
に
対
し
火
災
予

防
と
交
通
安
全
意
識
の
高
揚
の
た
め
「
防

火
・
交
通
安
全
標
語
入
り
カ
レ
ン
ダ
ー
」

を
配
布
し
た
の
を
は
じ
め
、
だ
れ
で
も
簡

単
に
で
き
る
「
公
共
建
物
の
防
火
診
断
の

要
領
」
を
作
成
・
配
布
し
、
査
察
診
断
の

実
施
に
よ
る
火
災
の
未
然
防
止
に
努
め
て

も
ら
う
こ
と
に
し
て
い
る
。

増 減 率
（C/B）×１００

皆減

０．０

△ ３．３

４．０

皆増

（０．０）
１．２

７．０

△ １１．５

２．１

△ ３．０

１．３

皆増

５．０

△ ０．０

差 引
�－� �
△ ９００

０

△ ２０

１８９

１４，４８８

（０）
１，８９２

７，８３６

△５，９４４

１，６００

△ ６００

８９２

１００

８００

△ ８

平成１２年度
計 画 額 �

９００

６００

６００

４，７５９

－

（４０４）
１６３，１０６

１１１，２７１

５１，８３５

７６，５００

２０，２００

６６，４０６

－

１６，１００

５０，３０６

平成１３年度
計 画 額 �

－

６００

５８０

４，９４８

１４，４８８

（４０４）
１６４，９９８

１１９，１０７

４５，８９１

７８，１００

５１，８００

１０，０００

１６，３００

１９，６００

６７，２９８

１００

１６，９００

５０，２９８

項 目

三 臨 時 特 例 借 換 債

四 公 営 企 業 借 換 債

五 特 別 転 貸 債

六 減 税 補 て ん 債

七 臨 時 財 政 対 策 債

総 計

普 通 会 計 分

公 営 企 業 会 計 等 分

（資 金 区 分）

政 府 資 金

財 政 融 資 資 金

郵 貯 資 金

簡 保 資 金

公 営 公 庫 資 金

民 間 等 資 金

政 府 保 証 付 外 債

市 場 公 募

縁 故

内

訳

政 策

１８平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



� 外形標準課税について

法人事業税への外形標準課税の導入は、すべての法人が、その事業活動規模に応じて薄く広く、かつ、公平に地方公共団体の

幅広い行政サービスの対価を負担するものである。このことは、応益課税としての事業税の性格を明確にし、地方公共団体には、

地方分権を支える安定的な地方税源を保障するものとなる等、地方税として望ましい方向の改革である。

平成１３年度税制改正において、総務省としては、「事業規模額」による外形標準課税の具体案を示したところであるが、結論

を得るに至らなかった。したがって、今後、課税の仕組み等についてさらに検討を深め、景気の状況等も勘案しつつ、早期の導

入を図る。

平成１３年度地方税制改正（案）について

法人事業税額 ＝ 所得基準 ×４．８％ ＋ 事業規模額 ×１．６％

（中小法人は１．０％）

事業規模額 ＝
収益配分額

報酬給与額＋純支払利子＋純支払賃借料
± 単年度損益

※１ 資本金１千万円未満の法人（約１２９万社）は『簡易事業規模額』（税額にして
年４．８万円）を選択可

※２ 「報酬給与額」の割合の高い法人については、雇用への配慮として「収益配
分額」から一定額を控除する制度（『雇用安定控除』）を適用

※３ 赤字が３年以上継続する法人や創業５年以内のベンチャー企業のため、新た
な徴収猶予制度を創設、延滞金は減免

※４ 税負担変動の緩和を図るため、実施当初３年間の外形基準の導入割合は１／４

法人事業税のうち所得が課税標準とされているものについて、

所得基準と外形基準を２分の１ずつ併用する課税方式

（この結果、所得に係る税率は２分の１（９．６％→４．８％）に引き下げられる。）

【総務省案の概要】

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日
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� グリーン化税制

措 置 案

税率より概ね５０％軽減

税率より概ね２５％軽減

税率より概ね１３％軽減

（注１）軽課は平成１３年度、１４年度の新車新規登録の翌年度から２年間。
（注２）税額の端数は切り上げる。

特 例 対 象 車

低公害車（ハイブリッド自動車を除く）

☆☆☆＋低燃費
（☆☆☆は最新排出ガス規制値より７５％以上性能がよい自動車）

☆☆＋低燃費
（☆☆は最新排出ガス規制値より５０％以上性能がよい自動車）

☆＋低燃費
（☆は最新排出ガス規制値より２５％以上性能がよい自動車）

措 置 案

税率より概ね１０％重課

（注１）一般乗合用バス、低公害車は除く。
（注２）税額の端数は切り捨てる。

特 例 対 象 車

平成１３年度、１４年度に新車新規登録から
１１年を超えているディーゼル車

平成１３年度、１４年度に新車新規登録から
１３年を超えているガソリン車

平成１３年度地方税制改正（案）の概要

１ 自動車税

自動車税について、排出ガス及び燃費性能の優れた環境負荷の小さい自動車はその排出ガス性能に応じ税率を軽減し、新車

新規登録から一定年数を経過した環境負荷の大きい自動車は税率を重くする特例措置（いわゆる「自動車税のグリーン化」）を、

税収中立を前提に講ずる。


 環境負荷の小さい自動車

� 環境負荷の大きい自動車

２ 自動車取得税

自動車取得税について、低公害車、最新排出ガス規制適合車、排出ガス性能の良い一定の基準を満たす低燃費自動車、改正

NOx法の特定地域内及び特定地域外において廃車代替して取得した自動車に対し、軽減措置を講ずる。

政 策

２０平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



措 置 案

現行のまま、２年延長
� 低公害車（�を除く） ２．７％軽減
� バス、トラック以外のハイブリッド車

２．２％軽減
H１３．４．１～H１５．３．３１

平成１４年排出ガス規制適合車
H１３．４．１～H１４．９．３０ １．０％軽減
H１４．１０．１～H１５．２．２８ ０．１％軽減

対象を☆＋低燃費（☆は、最新排出ガス規制値より２５％以上性能
がよい自動車）とした上で、１年延長
（価格から３０万円控除）

H１３．４．１～H１４．３．３１

改正NOx 法特定地域内で特定自動車排出基準に適合しない自動
車（乗用車を除く）の廃車代替
H１３．１０．１～H１５．３．３１ ２．３％軽減
H１５．４．１～H１７．３．３１ １．９％軽減
H１７．４．１～H１９．３．３１ １．５％軽減
H１９．４．１～H２１．３．３１ １．２％軽減

改正NOx 法特定地域外で特定自動車排出基準に適合しない自動
車（乗用車を除く）の廃車代替
H１３．１０．１～H１５．３．３１ ０．５％軽減

（注） 自動車取得税の税率は自家用自動車は５％、営業用自動車及び軽自動車は３％となっており、
例えば２．７％軽減であれば、自家用自動車ば２．３％、営業用自動車及び軽自動車は０．３％となる。

特 例

低公害車特例

平成１４年排出ガス
規制適合車早期取得
特例

低燃費車特例

改正NOx 法特定
地域内廃車代替特例

改正NOx 法特定
地域外廃車代替特例

� 市町村合併関連税制

� 住宅・土地税制

○ 合併特例法による市町村合併に係る地方税の課税の特例の拡充

市町村合併の推進のため、市町村の合併の特例に関する法律において次の措置を講ずる。


 地方税の不均一課税をすることができる期間を市町村の合併が行われた日の属する年度及びこれに続く５年度以内（現行

３年度以内）に延長するとともに、新たに同期間内において課税免除ができることとする。

� 合併により新たに人口３０万以上の市となった場合における当該市に対する事業所税の課税団体の指定は、合併の日から起

算して５年以内に行うものとする。

１ 個人住民税における土地等の譲渡益課税の特例の延長


 個人の長期譲渡所得の課税の特例制度について、税率軽減の特例（２６％（住民税６％、所得税２０％））の適用期限を平成１５

年１２月３１日まで３年延長する。

� 優良住宅地の造成等のために土地等を譲渡した場合の長期譲渡所得の課税の特例（４千万円以下２０％（住民税５％、所得

税１５％）、４千万円超２６％（住民税６％、所得税２０％））の適用期限を平成１５年１２月３１日まで延長する。

� 短期所有土地の譲渡等をした場合の土地の譲渡等に係る事業所得等の課税の特例制度について、適用停止措置の期限を平

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日

政 策

２１



【改正案】
価格の３分の２控除�

【現 行】
価格の２分の１控除

� その他の主な改正項目

�


�

	


�

成１５年１２月３１日まで３年延長する。

２ 特定居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除の特例の延長

個人住民税における特定の居住用財産の買換え等の場合の譲渡損失の繰越控除制度の適用期限を平成１５年１２月３１日まで３年

延長する。

３ 新たな高齢者世帯向け賃貸住宅供給促進制度（仮称）に基づき整備される賃貸住宅に係る固定資産税の減額措置の創設

→最初の５年間 ２／３減額

（～H１６．３．３１）

４ 被災住宅用地に係る固定資産税及び都市計画税の特例措置の創設

住宅が天災等の事由により滅失・損壊した土地について、やむを得ない事情により当該土地を住宅用地として使用できない

ものと認められるときは、天災等の発生後２年度分の固定資産税及び都市計画税について当該土地を住宅用地とみなすものと

する措置を講ずる。

５ 特別土地保有税の徴収猶予制度の拡充


 土地の有効利用に資する徴収猶予中の事業計画変更に係る特例措置の創設

� 住宅・宅地供給に資する土地の譲渡に係る特例措置の拡充及び延長

（～H１５．３．３１）

６ 特定目的会社（SPC）、投資法人及び投資信託に対する特例措置

不動産の証券化を促進するために特定目的会社（SPC）、投資法人等のスキームが整備されたことから、実物不動産の流動

化へのインセンティブを与えるため、以下の軽減措置を講ずる。


 特定目的会社による資産流動化計画に基づく一定の不動産の取得に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の拡充

（～H１５．３．３１）

� 一定の投資法人及び投資信託に係る一定の不動産の取得に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の創設

→価格の３分の２控除

（～H１５．３．３１）

１ 株式等譲渡益課税の申告分離一本化の延期（個人住民税）

株式等譲渡益課税については、現下の経済情勢、株式市場の動向等を踏まえ、平成１３年４月に予定されていた申告分離課税

への一本化を平成１５年４月まで２年間延期する。

平成１５年４月１日以降の申告分離課税のあり方については、直接金融を担う株式市場の役割、一般投資家の参加、

国・地方を通ずる公平な課税等の観点より、譲渡損失の取扱い等を含め、一本化にあわせて検討する。

２ 商品先物取引による所得に対する個人住民税の申告分離課税制度の創設


 平成１３年４月１日から平成１５年３月３１日までの間に商品先物取引をした場合における一定の個人の所得については、他の

所得と分離して６％（所得税２０％）の税率により申告を通じて課税する。

政 策

２２平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



【改正案】

保税地域から引き取ると

きまでに課税
�

【現 行】
軽油を輸入し、消費又は

譲渡した日の翌月末日ま

でに課税

【改正案】
申請の日の属する年の前

年の輸入量（実績要件）
�

【現 行】
申請の日の属する年の

輸入量（見込み要件）

（参考）国税

〈法人税〉
損金算入

〈所得税〉
一般の生命保険料控除
（上限額：５万円）

〈法人税〉
特別法人税を課税

〈所得税〉
公的年金等控除を適用

〈所得税〉
退職所得課税を適用

〈所得税〉
非課税

〈所得税〉
非課税（相続税は課税）

（注） 特別法人税の課税停止措置は、平成１５年３月３１日まで２年間延長する（法人住民税もこれ
に準じる）。

地 方 税

〈法人住民税〉
法人税に準じる
〈法人事業税〉
法人税に準じる

〈個人住民税〉
一般の生命保険料控除
（上限額：３万５千円）

〈法人住民税〉
法人税に準じる（注）
（法人住民税法人税割）
〈法人事業税〉
課税関係なし

〈個人住民税〉
公的年金等控除を適用

〈個人住民税〉
退職所得課税を適用

〈個人住民税〉
非課税

〈個人住民税〉
非課税（相続税は課税）

事業主負担

加入者負担

掛金の積立金
（運用利子等は非課税）

年金給付

一時金払い

障害給付金

遺族給付金

区 分

老
齢
給
付
金

拠
出
段
階

運
用
段
階

給
付
段
階

� 商品先物取引による所得の金額の計算上生じた損失の金額は、他の所得との損益通算及び繰越控除は認めない。

３ 軽油の輸入に係る課税の適正化

軽油引取税について、軽油の輸入に係る課税の適正化を図るため、次の措置を講ずる。


 特約業者・元売業者以外の者が行う軽油の輸入に係る課税時期（申告納付期限）の改正

� 軽油の輸入を業とする元売業者の指定の要件（石油業法の届出から３年を経過しない者に係る輸入量要件）の改正

４ 企業年金税制

企業年金法（仮称）による新たな企業年金制度（確定給付型）の創設に伴い、次の所要の措置を講ずる。

５ 会社分割制度の導入に伴う所要の措置

企業が経営環境の変化に対応し柔軟な企業組織再編を行うことを可能にするため、企業組織再編税制を整備する。

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日
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� 非課税等特別措置の整理合理化状況

１８件

４６件

６４件

廃 止

縮減合理化

合 計


 法人住民税及び法人事業税について、法人税における諸制度の取扱いを踏まえ、所要の措置を講ずる。

� 会社分割により取得する不動産に係る不動産取得税について、移転事業に係る主要な資産の移転が行われていること、移

転した事業の継続が見込まれていること、従業員の相当数の移転が行われていることなどの要件の下、非課税措置を講ずる。

� その他、組織再編成に係る地方税制の整備について所要の措置を講ずる。

６ 鉄道駅総合改善事業により取得した鉄道施設に係る固定資産税の特例措置の創設

市街地再開発事業等と一体として補助を受けて行われる駅の改良工事（鉄道駅総合改善事業）により取得した鉄道施設に係

る課税標準の特例措置の創設 →最初の５年間 ３／４

（～H１５．３．３１）

７ 優良緑化施設に係る固定資産税の特例措置の創設

緑化施設整備計画（仮称）に基づき設置される緑化施設に係る課税標準の特例措置の創設 →最初の５年間 １／２

（～H１５．３．３１）

８ 広帯域加入者網を構築する施設に係る固定資産税の特例措置の創設

広帯域加入者網を構築する施設（DSL、FWA、ケーブルモデム）に係る課税標準の特例措置の創設

→最初の５年間 ３／４

（～H１５．３．３１）

９ 農業協同組合等の体質強化等のための措置

農業協同組合等の体質強化等のための信用事業譲渡、子会社設立等を支援するため、以下の特例措置を講ずる。


 農業協同組合等が行う信用事業譲渡に伴う不動産の取得に係る不動産取得税の課税標準の特例措置の創設

全部譲渡 価格の２分の１控除

一部譲渡 価格の４分の１控除

（～H１６．３．３１）

� 農業協同組合等が行う一定の現物出資により設立される子会社が当該現物出資に伴い取得する不動産に係る不動産取得税

の非課税措置の創設

（～H１６．３．３１）

政 策

２４平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



平成１３年度予算主要事項一覧表（地方自治関係）
（単位：百万円）

備 考
比 率
�／�

％

１１３．６

９８．７

１０３．４

２５．５

８０．２

９７．７

１００．０

３１．２

９１．１

１００．７

皆増

４８２．０

皆増

皆増

皆増

皆増

１１３．１

差 引 額

１，９０４，８０１

△ １２，１９６

１，０００

△ １６１

△ ７４９

△ ３６

０

△ １６１

△ １０８

１３０

６３，４９０

１，７９９

１，５８３

１，０４９

５３４

５８５

１，９５９，９７７

平成１３年度
予 算 計 上
予 定 額 �

１５，９２１，１４７

９０１，８１８

３０，１５０

５５

３，０２６

１，５４０

３１，５５４

７３

１，１０８

１９，０００

６３，４９０

２，２７０

１，５８３

１，０４９

５３４

５８５

１６，９７７，３９９

平成１２年度
当初予算額
�

１４，０１６，３４６

９１４，０１４

２９，１５０

２１６

３，７７５

１，５７６

３１，５５４

２３４

１，２１６

１８，８７０

－

４７１

－

－

－

－

１５，０１７，４２２

事 項

１．地方交付税交付金財源繰入れ経費

２．地方特例交付金財源繰入れ経費

３．基地交付金及び調整交付金

４．新産業都市等建設事業債調整分利子補給金

５．公営地下高速鉄道事業助成費

６．明るい選挙推進費

７．政党助成費

８．在外選挙管理費

９．過疎地域振興対策費

１０．消防防災施設等整備費

１１．参議院議員通常選挙執行等経費

１２．市町村合併推進費

１３．電子自治体推進費

� 電子自治体推進パイロット事業

� 地方公共団体における申請届出等の電子化の推進

１４．消防防災分野の高度情報化推進費

合 計

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日
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平成１３年度�

〔解　 説〕�

平
成
十
三
年
度
の
厚
生
労
働
省
予
算

は
、
十
八
兆
四
二
一
億
円
（
う
ち
、
社

会
保
障
関
係
費
一
七
兆
四
、
五
八
五
億

円
）、
前
年
度
当
初
予
算
に
比
べ
七
、

七
七
六
億
円（
同
七
、
八
七
七
億
円
）、

四
・
五
％
（
同
四
・
七
％
）
増
と
な
っ

て
お
り
、
一
般
歳
出
に
占
め
る
厚
生
労

働
省
予
算
割
合
は
三
七
・
一
％
を
占
め

て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
社
会
保
障
関
係
の
主
要

事
項
と
し
て
は
、
�
豊
か
で
活
力
あ
る

長
寿
社
会
に
向
け
た
総
合
的
戦
略
（
メ

デ
ィ
カ
ル
・
フ
ロ
ン
テ
ィ
ア
）、
�
国

民
が
安
心
・
信
頼
し
て
か
か
れ
る
医
療

の
確
保
と
健
や
か
な
生
活
を
支
え
る
取

組
み
、
�
安
心
し
て
子
ど
も
を
産
み
育

て
、
意
欲
を
も
っ
て
働
く
こ
と
の
で
き

る
社
会
づ
く
り
、
	
活
力
あ
る
高
齢
社

会
の
実
現
に
向
け
た
総
合
的
施
策
、



介
護
保
険
制
度
の
着
実
な
実
施
と
基
盤

整
備
・
介
護
予
防
等
関
連
施
策
、
�
安

心
・
快
適
な
日
常
生
活
を
送
る
た
め
の

生
活
環
境
づ
く
り
、
�
障
害
者
の
自
立

・
社
会
参
加
の
推
進
と
利
用
者
ニ
ー
ズ

に
対
応
し
た
良
質
な
福
祉
サ
ー
ビ
ス
を

提
供
で
き
る
人
材
の
育
成
・
確
保－

等

の
推
進
を
挙
げ
て
い
る
。
ま
た
、
現
下

の
厳
し
い
経
済
情
勢
の
中
、
少
子
高
齢

化
等
の
進
展
を
踏
ま
え
、
昨
年
度
同
様

に
「
新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
」
や
「
ゴ
ー

ル
ド
プ
ラ
ン
２１
」
等
の
施
策
の
強
化
・

拡
充
が
図
ら
れ
て
い
る
。

〔
国
民
健
康
保
険
制
度
関
係
〕

国
保
関
係
予
算
で
は
、
国
保
助
成
費

が
七
・
六
％
増
の
三
兆
六
一
一
億
円（
前

年
度
予
算
比
二
、
五
六
四
億
円
増
）
と

過
去
最
高
額
が
計
上
さ
れ
た
。
内
訳
を

み
る
と
、
�
国
保
特
別
対
策
費
補
助
金

が
五
五
億
円
（
う
ち
、
市
町
村
分
一
七

億
）
�
療
養
給
付
費
等
補
助
金
が
、
一

七
六
一
・
七
億
円
、
�
老
人
保
健
医
療

費
拠
出
金
補
助
金
が
一
、〇
八
六
億
円
、

	
介
護
納
付
金
補
助
金
が
二
二
一
・
五

億
円
、


療
養
給
付
費
等
負
担
金
が
一

兆
六
、
〇
三
四
・
六
億
円
、
�
老
人
保

健
医
療
費
拠
出
金
負
担
金
が
八
、
二
二

七
・
四
億
円
、
�
介
護
納
付
金
負
担
金

が
一
、
七
七
四
・
二
億
円
、


財
政
調

整
交
付
金
が
四
、
三
六
九
・
九
億
円
、

�
老
人
保
健
医
療
費
拠
出
金
財
政
調
整

交
付
金
が
二
、
〇
五
六
・
九
億
円
、
�

介
護
納
付
金
財
政
調
整
交
付
金
が
四
四

三
・
六
億
円
ー
等
と
な
っ
て
い
る
。

ま
た
、
地
方
交
付
税
措
置
と
し
て
平

成
十
二
年
度
限
り
の
暫
定
措
置
と
さ
れ

て
い
た「
国
保
財
政
安
定
化
支
援
事
業
」

及
び
「
高
額
医
療
費
共
同
事
業
」
に
つ

い
て
は
、
共
に
一
年
間
延
長
さ
れ
る
こ

と
と
な
り
、
各
々
一
、
〇
〇
〇
億
円（
同

二
五
〇
億
円
減
）
と
四
〇
〇
億
円
（
同

額
）
が
措
置
さ
れ
た
。

な
お
、「
健
康
保
険
法
等
の
一
部
を

改
正
す
る
法
律
案
」
が
昨
年
十
一
月
三

十
日
に
成
立
し
た
こ
と
に
と
も
な
い
、

平
成
十
三
年
か
ら
、
�
一
般
保
険
料
率

と
調
整
保
険
料
率
の
変
更
に
つ
い
て

は
、
現
行
の
認
可
か
ら
届
出
に
変
更
す

る
、
�
海
外
渡
航
中
の
治
療
に
つ
い
て

保
険
給
付
の
対
象
と
す
る
、
�
全
て
の

長
期
入
院
に
住
所
地
特
例
を
適
用
す

る
、
	
保
険
者
が
保
険
給
付
等
に
関
し

て
必
要
と
認
め
る
場
合
、
被
保
険
者
の

資
産
や
収
入
状
況
等
に
つ
い
て
、
官
公

署
等
に
資
料
の
提
供
を
求
め
る
こ
と
が

で
き
る－

等
の
制
度
変
更
が
行
わ
れ
て

い
る
。

〔
老
人
保
健
福
祉
関
係
〕

介
護
保
険
制
度
に
つ
い
て
は
、
介
護

給
付
費
国
庫
負
担
金
等
と
し
て
一
兆

四
、
一
五
二
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
内

訳
を
み
る
と
、
�
介
護
給
付
費
負
担
金

が
八
、
四
二
二
億
円
、
�
調
整
交
付
金

が
二
、
一
〇
五
億
円
、
�
財
政
安
定
化

基
金
負
担
金
が
二
二
一
億
円
、
	
要
介

護
認
定
事
務
費
交
付
金
が
二
五
〇
億

円
ー
等
と
な
っ
て
い
る
。
ま
た
、
介
護

保
険
法
の
着
実
な
実
施
を
図
る
た
め
、

二
、
四
六
二
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。
内

訳
を
み
る
と
、
�
「
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン

２１
」
に
よ
る
介
護
サ
ー
ビ
ス
基
盤
の
整

備
が
二
、
一
七
七
億
円
、
�
在
宅
福
祉

事
業
等
の
推
進
が
九
四
六
億
円
、
�
訪

問
介
護
サ
ー
ビ
ス
の
適
正
な
提
供
等
に

対
す
る
対
策
が
一
一
・
六
億
円
、
	
離

島
等
介
護
サ
ー
ビ
ス
確
保
対
策
が
三
・

四
億
円
、


介
護
支
援
専
門
員
に
対
す

る
支
援
策
の
充
実
が
二
・
六
億
円－

等

と
な
っ
て
い
る
。

そ
の
ほ
か
、
介
護
予
防
・
生
活
支
援

事
業
の
推
進
及
び
高
齢
者
生
活
福
祉
セ

ン
タ
ー
の
整
備
推
進
と
し
て
五
九
六
億

円
が
、
保
健
事
業
第
四
次
計
画
の
着
実

な
推
進
及
び
個
別
健
康
教
育
の
充
実
と

し
て
二
八
三
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

な
お
、「
ゴ
ー
ル
ド
プ
ラ
ン
２１
」（
参

考
一
参
照
）
の
平
成
十
三
年
度
の
整
備

量
は
、
�
特
養
ホ
ー
ム：

一
〇
、
〇
〇

〇
人
分
、
�
老
健
施
設：

七
、
〇
〇
〇

人
分
、
�
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム：

五
〇
〇

ヵ
所
、
	
シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ：

六
、
〇

社
会
保
障
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

厚厚
生生
労労
働働
省省

政 策
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〇
〇
人
分
、


デ
イ
サ
ー
ビ
ス
及
び
デ

イ
ケ
ア：

一
、
二
〇
〇
ヵ
所
、
�
訪
問

看
護
ス
テ
ー
シ
ョ
ン：

一
、
〇
〇
〇
ヵ

所
、
�
ケ
ア
ハ
ウ
ス：

三
、
六
〇
九
人

分
ー
等
の
整
備
拡
充
を
目
標
と
し
て
い

る
。

〔
母
子
福
祉
関
係
〕

少
子
化
対
策
で
は
、
安
心
し
て
子
ど

も
を
産
み
育
て
る
こ
と
が
で
き
る
環
境

づ
く
り
を
推
進
す
る
た
め
、「
新
エ
ン

ゼ
ル
プ
ラ
ン
」（
参
考
二
参
照
）
の
着

実
な
推
進
な
ど
子
育
て
支
援
策
を
総
合

的
に
講
じ
る
と
と
も
に
、
家
庭
と
仕
事

の
両
立
を
支
援
す
る
施
策
を
推
進
す
る

こ
と
と
し
て
い
る
。

同
プ
ラ
ン
を
踏
ま
え
、
平
成
十
三
年

度
予
算
に
は
、
�
子
育
て
支
援
の
充
実

と
し
て
七
、
四
九
一
億
円
、
�
仕
事
と

家
庭
と
の
両
立
支
援
対
策
と
し
て
九
一

九
億
円
、
�
児
童
虐
待
防
止
対
策
と
し

て
三
〇
億
円
ー
等
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、児
童
手
当
制
度
に
つ
い
て
は
、

与
党
三
党
の
合
意
を
踏
ま
え
、
支
給
対

象
児
童
を
扶
養
す
る
親
等
の
所
得
制
限

限
度
額
を
大
幅
に
緩
和
（
特
例
児
童：

六
七
〇
・
〇
万
円
↓
七
八
〇
・
〇
万
円
、

児
童
手
当：

四
三
二
・
五
万
円
↓
五
九

六
・
三
万
円
）
し
、
支
給
対
象
児
童
を

現
在
の
七
二
・
五
％
か
ら
概
ね
八
五
・

〇
％
ま
で
引
き
上
げ
る
こ
と
と
し
て
お

り
、
一
、
八
九
八
億
円
が
計
上
さ
れ
て

い
る
。

こ
の
ほ
か
、母
子
家
庭
支
援
と
し
て
、

�
母
子
寡
婦
福
祉
貸
付
金
に
四
、
九
七

〇
億
円
、
�
母
子
生
活
支
援
施
設
の
充

実
（
新
規
）
に
一
億
円
、
�
児
童
扶
養

手
当
に
二
、
六
三
九
・
四
億
円
（
全
部

支
給：

月
額
四
二
、
三
七
〇
円
、
一
部

支
給：

二
八
、
三
五
〇
円
で
共
に
前
年

度
同
額
）
が
計
上
さ
れ
た
。

な
お
、
新
エ
ン
ゼ
ル
プ
ラ
ン
の
平
成

十
三
年
度
の
整
備
量
は
、
�
低
年
齢
児

受
入
れ：

二
万
人
、�
延
長
保
育：

一
、

〇
〇
〇
ヵ
所
、
�
休
日
保
育：

一
〇
〇

ヵ
所
、
	
地
域
子
育
て
支
援
セ
ン

タ
ー：

三
〇
〇
ヵ
所
、


一
時
保
育：

七
〇
〇
ヵ
所
、
�
放
課
後
児
童
ク
ラ

ブ：

五
〇
〇
ヵ
所
ー
等
の
整
備
拡
充
を

目
標
と
し
て
い
る
。

〔
障
害
者
保
健
福
祉
関
係
〕

障
害
者
の
保
健
福
祉
対
策
で
は
、
障
害

者
プ
ラ
ン
（
七
ヵ
年
計
画
）
の
六
年
次

目
を
着
実
に
推
進
す
る
た
め
、
同
四
・

一
％
増
の
二
、
八
七
九
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。
平
成
十
三
年
度
の
整
備
量
は
、

�
グ
ル
ー
プ
ホ
ー
ム
及
び
福
祉
ホ
ー

ム：

二
、
五
三
六
人
分
、
�
授
産
施
設

及
び
福
祉
工
場：

二
、
二
〇
六
人
分
、

�
市
町
村
障
害
者
生
活
支
援
事
業：

五

五
カ
所
、
	
ホ
ー
ム
ヘ
ル
パ
ー：

四
、

五
〇
〇
人
、


シ
ョ
ー
ト
ス
テ
イ：

四

一
七
人
、
�
デ
イ
サ
ー
ビ
ス
セ
ン

タ
ー：

八
一
ヵ
所
ー
等
の
整
備
拡
充
を

目
標
と
し
て
い
る
。
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１．国民健康保健助成費

２．高齢者保健福祉関係予算の概要

厚生労働省関係予算

備 考

４．５％増

対 前 年 度
比較増△減

億円

７，７７６

平成１３年度
予 算 額

億円

１８０，４２１

平成１２年度
予 算 額

億円

１７２，６４４

事 項

一 般 会 計

備 考

・市町村 １７億円、国保組合 ３８億円

・都道府県分を�に振替

（１２”） （１３”）

・国保組合への特別助成 ２４３．５億円→２５３．５億円

特別調整補助金 ２０５．５億円→２１７．５億円

特別対策費補助金 ３８．０億円→３６．０億円

・基盤 １，３６０億円、基準超過 １０億円

・市町村（介護 １２．１億円）

国保組合（医療 ２８．５億円、介護 ０．８億円）

対 前 年 度
比較増△減

２５６，４１３

△２，８００

△１，２３９

７０５

△２，６５５

△２，５７１

△ ８４

１，８０５

△ ４７７

８８，１２３

７４，３９９

１３，７７２

△ ４８

１００，９３６

２１，２５５

２０，２１３

２５，２３４

５，３１４

平成１３年度
予 算 額

３，６１１，０８８

５，５００

７，３１３

７０５

１７６，１７０

１７３，６７０

２，５００

１０８，５９６

２２，１４９

１，６０３，４６０

１，４６２，３１１

１３７，００８

４，１４１

８２２，７４２

１７７，４２４

４３６，９８６

２０５，６８６

４４，３５６

平成１２年度
予 算 額

３，３５４，６７５

８，３００

８，５５２

０

１７８，８２５

１７６，２４１

２，５８４

１０６，７９１

２２，６２６

１，５１５，３３７

１，３８７，９１２

１２３，２３６

４，１８９

７２１，８０７

１５６，１７０

４１６，７７３

１８０，４５２

３９，０４２

事 項

国民健康保険助成費
�国民健康保険特別対策費補助金
�国民健康保険団体連合会等補助金
�国民健康保険保険者等指導監督等補助金

�療養給付費等補助金
・療養給付費補助金

・出産育児一時金補助金

�老人保健医療費拠出金補助金
�介護納付金補助金
�療養給付費等負担金
・療養給付費負担金

・保険基盤安定等負担金

・事務費負担金

�老人保健医療費拠出金負担金
�介護納付金負担金
�財政調整交付金
�老人保健医療費拠出金財政調整交付金
�介護納付金財政調整交付金

備 考

�介護給付費負担金 ８，４２２

�調整交付金 ２，１０５

�財政安定化基金 ２２１

�要介護認定事務費交付金 ２５０

�介護給付に対する国の負担等 １，４１５，２０４

・介護給付費負担金

・調整交付金

・２号保険料国庫負担金

・財政安定化基金

・要介護認定事務費交付金

�ゴールドプラン２１による介護サービス ２１７，６０８

基盤の整備

・特別養護老人ホーム、介護老人保健施設、１２２，７５７

痴呆性高齢者グループホーム等の整備

・離島等の介護サービスの確保 ２０９

�介護サービスの質の向上 ２，５４２

・身体拘束ゼロ作戦の推進 ３９

・痴呆介護技術等に関する研究と指導者の養成 ６２６

（高齢者痴呆介護研究センター）（再掲）

対 前 年 度
比較増△減

１２４，００３

１２３，６４０

平成１３年度
予 算 額

１，４１５，２００

１，６６１，４０８

平成１２年度
予 算 額

１，２９１，１９７

１，５３７，７６８

事 項

�介護給付費国庫負担金等

�介護保険制度の着実な実施

（単位：百万円）

（単位：百万円）

政 策
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３．児童家庭対策関係予算の概要

備 考

・介護支援専門員（ケアマネジャー）の活 １１１

動支援モデル事業の実施

・訪問介護サービスの質の向上等に向けた訪問 １３５

介護員及びサービス提供責任者に対する研修

�より良い介護保険制度の実現に向けた取組み
２６，０５４

・要介護認定の仕組みの検討のための事業の推進

４７２

�介護予防・生活支援事業の推進 ５０，０００

�高齢者生活福祉センター（生活支援ハウス）
の整備の推進

＊年金バリアフリー住宅の融資条件の改善

（財政投融資）

・保健事業第４次計画の着実な推進 ２８，３２０

対 前 年 度
比較増△減

４，４３１

△２，４３５

平成１３年度
予 算 額

５９，６０２

２８，３２０

平成１２年度
予 算 額

５５，１７１

３０，７５５

事 項

�介護予防・生活支援の推進

�保健事業の推進

備 考

３９１，５４５

２４，２０６

１００
１，８８４

３，３２１

５，９９０

７６６

５９４
１３５

８８

１３，３９２
１０

４，９７０

�保育所運営費の改善
・低年齢児（３歳未満児）の受入れの拡大

（５９．８万人→６１．８万人）
・事務職員雇上費加算分対象施設の拡大

（定員９１人以上→６１人以上）
・主任保育士専任加算対象施設の拡大

（定員６１人以上→４６人以上）
�延長保育の推進

（８，０００か所→９，０００か所）
�休日保育の推進 （１００か所→２００か所）
�一時保育の推進

（１，８００か所→２，５００か所）
�地域子育て支援センターの整備の推進

（１，８００か所→２，１００か所）
�放課後児童健全育成事業（放課後児童ク
ラブ）の充実（９，５００か所→１０，０００か所）

・過疎地等における小規模クラブ（１０人以
上２０人未満）にも補助対象を拡大（新規）
・障害児受入促進試行事業の創設（新規）
�乳幼児健康支援一時預かり事業の推進

（２００市町村→２７５市町村）
�母子保健施策
・小児救急医療支援体制の充実
・周産期医療ネットワークの整備

（１３都道府県→２０都道府県）
・不妊専門相談センターの整備

（２４か所→３０か所）
・出産費貸付制度の創設
�国立成育医療センター（仮称）の開設
�女性のライフコースの多様化と子育て支
援策の在り方の調査研究

�母子福祉施策
・母子寡婦福祉貸付金の改善
（生活資金の貸付条件に失業期間の貸付
を追加）

対 前 年 度
比較増△減

１５，８２２

平成１３年度
予 算 額

７４９，１１６

平成１２年度
予 算 額

７３３，２９４

事 項

�子育て支援の充実

（単位：百万円）
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〒100-0014�
東京都千代田区永田町１－11－32　全国町村会館西館内�
�　03－5512－4726（代）�
営業所（全国27か所）�

�

代理店�

備 考

２６３，９４３

１９２
１６２

８，６１８

３，６１８

１，２１９

８６

２２１

２７９

１，０１５

２７７

３４２

４０

・児童扶養手当の支給
物価スライドの特例
平成１２年の消費者物価指数の下落が見
込まれるが、平成１３年度の手当額は前
年度と同額とする
全部支給（月額） ４２，３７０円
一部支給（月額） ２８，３５０円

�仕事と家庭の両立のための制度の充実
・仕事と家庭の両立に関する意識啓発推進
事業の実施（新規）

�仕事と家庭の両立を支援するための取組
に対する援助等
・地域の子育て支援機能の強化に向けたフ
ァミリー・サポート・センター事業の総
合的展開
（１０２か所→６５７か所（本部・支部の合計））
�総合的情報提供・相談システムの構築
・保育・育児に関する各種情報をはじめ再
就職及び仕事と家庭の両立のための情報
の提供、講習、相談等の総合的実施

�虐待の早期発見、早期対応に向けた体制
の充実
・児童虐待防止市町村ネットワークの拡大

（１００か所→２００か所）
・児童家庭支援センターの拡大

（４０か所→５０か所）
・１歳６か月児及び３歳児健康診査時の相
談体制の充実（心理相談員及び集団指導
を行う保育士の配置（新規））
・虐待・思春期問題情報研修センター（仮
称）の設置（新規）

�児童の保護と保護者等への指導体制の充
実
・児童養護施設への被虐待児個別対応職員
の配置（新規）
・児童養護施設等への心理療法担当職員の
配置
・児童相談所における保護者へのカウンセ
リングの充実（新規）
・所得制限の緩和

対 前 年 度
比較増△減

２５，８９７

２，０１２

６１，３８３

平成１３年度
予 算 額

９１，９０６

２，９６０

１８９，８３６

平成１２年度
予 算 額

６６，００９

９４８

１２８，４５３

事 項

�仕事と家庭との両立支援対策の推進

�児童虐待防止対策の推進

�児童手当制度

�
�
�
�
�

�
�
�
�
�
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４．障害者保健福祉関係予算の概要

備 考

６９，０１２
６，３８４

３９，６８９
４９５

１２，３４３
３，０６４
８３

１０４

６，９７４
７４５

５００

６３

４１
４０６

２６９，３０７

１４３
１８４，８８３

１１２，１４７

�地域における自立支援
・地域生活援助事業（グループホーム）等
障害者の住まいの確保
・授産施設等障害者の働く場の確保
・小規模通所授産施設の活動支援（新規）
・精神障害者社会復帰施設の支援の拡充
・小規模作業所に対する助成
・企業等の事業所における授産活動の推進
による障害者の就職の促進（新規）
・高次脳機能障害支援モデル事業の実施
（新規）
�社会参加促進施策の推進
・障害者の生活訓練・コミュニケーション
手段確保等の推進
・生活訓練事業、手話通訳派遣、盲導犬
育成等の推進
・盲ろう者向け通訳・介助員派遣の充実
・障害者の情報バリアフリー化の推進
（新規）
・視聴覚障害者情報提供施設における情報
化に対応した機能強化（新規）
・障害者芸術・文化祭の開催（新規）
・「国連・障害者の十年」記念施設の運営
開始（新規）

�訪問介護員（ホームヘルパー）の増員等
在宅福祉施策の着実な推進
・精神障害者訪問介護試行的事業等の推進
�障害福祉施設の着実な整備
・知的障害者更生施設入所者の高齢化・障
害の重複化に対応した基準面積の改善等
（新規）
・異種施設間の相互利用等の促進を図るた
めの施設・設備の環境改善整備（新規）
・精神障害者社会復帰施設の居室の改善
（新規）
�特別児童扶養手当及び特別障害者手当等
の支給
・物価スライドの特例
平成１２年の消費者物価指数の下落が見込
まれるが、平成１３年度の手当額ば前年度
と同額とする

特別児童扶養手当（月額）
１級 ５１，５５０円
２級 ３４，３３０円

特別障害者手当（月額）
２６，８６０円

障害児福祉手当（月額）
１４，６１０円

福祉手当（経過措置分）（月額）
１４，６１０円

対 前 年 度
比較増△減

１５，３３３

平成１３年度
予 算 額

６４２，３２２

平成１２年度
予 算 額

６２６，９８９

事 項

・障害者福祉施策の推進

（単位：百万円）
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ゴールドプラン２１の推進
ゴールドプラン２１により、介護保険施設等を計画的に整備

今後５か年間の高齢者保健福祉施策の方向（ゴールドプラン２１）に基づく平成１６年度における介護サービス提供量を確保できる
よう計画的に整備を行うため、平成１３年度においても所要の整備量の確保を図る。
・平成１２年度を初年度とするゴールドプラン ～１６年度まで

注：平成１６年度（ ）※の数値については、一定の前提条件の下で試算した参考値である。

新エンゼルプランの推進
平成１３年度予算額（案） ３，１５３億円
・平成１２年度を初年度とする新エンゼルプラン ～１６年度まで

注：※ファミリー・サポート・センターについては、日本新生特別枠要望の過程で早期に整備を図ることとした。

（参考２）

（参考１）

平 成１６年 度
見 込 量

３６万人分
２９．７万人分

３，２００か所

４，７８５千週
９．６万人分

（短期入所生活介護専用床）
１０５百万回

（２．６万か所）※

４４百万時間
（９，９００か所）※

１０．５万人分

１，８００か所

平 成１３年 度
整 備 量

１０，０００人分
７，０００人分

５００か所

－
６，０００人分

（ショートステイ専用床）
－

１，２００か所
－

１，０００か所

３，６０９人分

２３０か所

区 分

特別養護老人ホーム
介護老人保健施設
痴呆対応型共同生活介護
（痴呆性高齢者グループホーム）

短期入所生活介護／
短期入所療養介護

通所介護（デイサービス／
通所リハビリテーション（デイ・ケア）
訪問看護
訪問看護ステーション

介護利用型軽費老人ホーム
（ケアハウス）
高齢者生活福祉センター
（生活支援ハウス）

平 成１６年 度
見 込 量

６８万人
１０，０００か所
３００か所

５００市町村

累計
２，０００か所
３，０００か所
３，０００か所
１８０か所

１１，５００か所
４７都道府県
４７都道府県
４７都道府県
（１３年度）
３６０地区

（２次医療圏）
４７か所

平 成１３年 度
整 備 量

６１．８万人
９，０００か所
２００か所

２７５市町村
２９８か所
１２’補正
８８か所

累計７７９か所
２，１００か所
２，５００か所
※１８２か所
１０，０００か所
４３都道府県
３３都道府県
２０都道府県
２４０地区

小児救急の確保の調整
３６０地区
３０か所

平 成１２年 度
整 備 量

５９．８万人
８，０００か所
１００か所

２００市町村
３０５か所
１１’補正
８８か所

計３９３か所
１，８００か所
１，８００か所
８２か所

９，５００か所
３９都道府県
２４都道府県
１３都道府県

２４０地区

２４か所

区 分

低年齢児受入れの拡大
延長保育の推進
休日保育の推進
乳幼児健康支援一時預かりの推進

多機能保育所等の整備

地域子育て支援センターの整備
一時保育の推進
ファミリー・サポート・センターの整備
放課後児童クラブの推進
フレーフレー・テレフォン事業の整備
再就職希望登録者支援事業の整備
周産期医療ネットワークの整備

小児救急医療支援事業の推進

不妊専門相談センターの整備
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平成１３年度�

〔解　 説〕�

環
境
省
廃
棄
物
対
策
関
係
予
算
は
循

環
型
社
会
形
成
の
た
め
の
基
盤
は
、
社

会
資
本
の
整
備
が
必
要
不
可
欠
だ
と
す

る
基
本
的
な
考
え
方
の
下
、
前
年
度
比

一
〇
・
一
％
増
の
一
、
七
九
四
億
円
が

計
上
さ
れ
た
。

こ
の
う
ち
、
廃
棄
物
処
理
施
設
の
整

備
に
つ
い
て
は
、
一
、
七
一
一
億
円
が

計
上
さ
れ
、
重
点
事
項
と
し
て
�
平
成

十
四
年
十
二
月
の
規
制
強
化
に
対
応
し

た
ダ
イ
オ
キ
シ
ン
類
対
策
を
推
進
す
る

た
め
、
市
町
村
が
整
備
す
る
ご
み
焼
却

施
設
等
に
対
す
る
重
点
的
補
助
�
循
環

型
社
会
へ
の
転
換
を
目
指
し
、
廃
棄
物

再
生
利
用
施
設
の
着
実
な
整
備
を
図
る

と
と
も
に
、
一
般
廃
棄
物
中
の
生
ご
み

等
の
リ
サ
イ
ク
ル
を
推
進
す
る
た
め
、

生
ご
み
等
の
メ
タ
ン
発
酵
施
設
、
ご
み

飼
料
化
施
設
を
補
助
対
象
に
追
加
�
都

道
府
県
域
を
超
え
て
広
域
的
な
処
理
を

行
う
廃
棄
物
処
理
セ
ン
タ
ー
の
施
設
整

備
―
等
を
掲
げ
て
い
る
。
ま
た
、
過
去

に
設
置
さ
れ
、
埋
立
が
終
了
し
た
最
終

処
分
場
に
関
す
る
情
報
を
整
理
す
る
と

と
も
に
、
埋
立
終
了
か
ら
長
期
間
経
過

し
た
埋
立
廃
棄
物
の
状
況
等
の
点
検
及

び
必
要
と
な
る
具
体
的
対
策
手
法
の
調

査
費
用
が
新
規
に
計
上
さ
れ
た
。

廃
棄
物
対
策
等
に
必
要
な
経
費
の

内
、廃
棄
物
の
不
法
投
棄
に
つ
い
て
は
、

そ
の
未
然
防
止
の
た
め
、「
日
本
新
生
」

等
特
別
枠
と
し
て
�
自
治
体
間
の
ネ
ッ

ト
ワ
ー
ク
化
及
び
電
子
マ
ニ
フ
ェ
ス
ト

（
産
業
廃
棄
物
管
理
票
）
と
の
連
携
に

よ
る
不
適
正
処
理
へ
の
迅
速
な
対
応
が

可
能
と
な
る
「
産
業
廃
棄
物
情
報
管
理

シ
ス
テ
ム
構
築
事
業
」
�
人
工
衛
星
を

用
い
た
「
不
法
投
棄
監
視
シ
ス
テ
ム
の

開
発
」
費
が
計
上
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、

Ｐ
Ｃ
Ｂ
廃
棄
物
の
早
期
処
理
の
促
進
に

つ
い
て
は
、
国
の
先
導
的
な
拠
出
及
び

地
方
公
共
団
体
等
の
拠
出
に
よ
り
基
金

を
創
設
し
、
排
出
（
保
管
）
事
業
者
の

処
理
費
用
に
対
し
て
の
助
成
等
と
し

て
、
二
〇
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
循
環
型
社
会
形
成
推
進

基
本
法
を
は
じ
め
と
し
た
廃
棄
物
・
リ

サ
イ
ク
ル
対
策
関
連
法
に
基
づ
く
施
策

を
着
実
に
実
施
し
、
そ
の
成
果
を
検
証

し
、
運
用
の
改
善
を
図
る
と
と
も
に
具

体
的
な
拡
大
生
産
者
責
任
制
度
の
対
象

製
品
の
拡
大
、
廃
棄
物
減
量
・
リ
サ
イ

ク
ル
促
進
の
た
め
の
経
済
的
措
置
の
導

入
と
い
っ
た
新
た
な
考
え
に
基
づ
く
措

置
の
導
入
の
検
討
を
進
め
る
こ
と
か
ら

一
五
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
単
独
処
理
浄
化
槽
の
合
併
処

理
浄
化
槽
へ
の
転
換
を
推
進
す
る
と
と

も
に
、
合
併
処
理
浄
化
槽
の
一
層
の
整

備
促
進
を
図
る
観
点
か
ら
、
前
年
度
比

七
・
四
％
増
の
一
七
四
・
五
億
円
が
計

上
さ
れ
た
。

公共事業（廃棄物処理施設）の予算額
全省庁分 １，７２４億円→１，９２４億円（１１１．６％）
環境省分 １，５７３億円→１，７１２億円（１０８．８％）

（単位 百万円）

廃
棄
物
対
策
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

環環
境境
省省

対前年度比

（％）

（１１１．６）

１０８．８

（１１２．０）

１０８．９

（１０７．６）

１０７．４

※上段カッコ書きは他省庁を含めた総計。下段は環境省分。

差引増△減額

（２０，０００）

１３，８１９

（１８，７２２）

１２，６１７

（１，２７８）

１，２０２

うち生活関連枠

（７，２４９）

７，０８３

（５，９５３）

５，７８７

（１，２９６）

１，２９６

うち日本新生枠

（２０，８８０）

１９，６９７

（１９，７６８）

１８，５８５

（１，１１２）

１，１１２

平成１３年度

予 算 額

（１９２，４００）

１７１，１６３

（１７４，３８１）

１５３，７１８

（１８，０１９）

１７，４４５

平成１２年度

予 算 額

（１７２，４００）

１５７，３４４

（１５５，６５９）

１４１，１０１

（１６，７４１）

１６，２４３

廃棄物処理施設

ごみ焼却施設等

合併処理浄化槽

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日

政 策
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（廃棄物対策関係）

平成１３年度環境省予算の概要

備 考
対 前 年 度
増 △ 減 額

１６，５００，０００

１３，８１９，０００

１３，８１９，０００

１３，８１９，０００

１９，６９７，０００

７，０８３，０００

４２４，０３７

５７，６５７

９，４９８

４０，０００

５０，０００

３５，０００

２５，０００

２５，０００

３５０，７３７

２９，９９２

８０，０００

１７５，０００

４９，９９９

３９，９８６

１３，５２２

△３９，６６５

５１，８８４

３０，０００

２０，０００

２５，０００

２９，５８８

△３６

平成１３年度
予 算 額

１７９，４００，０００

１７１，１６３，０００

１７１，１６３，０００

１７１，１６３，０００

１９，６９７，０００

７，０８３，０００

１，２３１，６６６

３３９，４６３

９，４９８

４０，０００

５０，０００

３０，０００

２５，０００

２５，０００

４６０，６５２

２９，９９２

８０，０００

１７５，０００

４９，９９９

３９，９８６

１９，０６０

２０６，６５０

１６５，１８９

３０，０００

２０，０００

２５，０００

３７，２７２

４０，６５２

平成１２年度
予 算 額

１６２，９００，０００

１５７，３４４，０００

１５７，３４４，０００

１５７，３４４，０００

０

０

８０７，６２９

２８１，８０６

０

０

０

０

０

０

１０９，９１５

０

０

０

０

０

５，５３８

２４６，３１５

１１３，３０５

０

０

０

７，６８４

４０，６８８

事 項

循環型社会への構造改革

廃棄物処理施設整備費

廃棄物処理施設整備等に必要な経費

○廃棄物処理施設整備費

☆ うち「日本新生特別枠」

☆ うち「生活関連等公共事業重点化枠」

廃棄物対策等に必要な経費

（主要項目）

○循環型社会形成推進費

（新）循環型社会形成推進基本計画策定準備費

☆ （新）循環型社会形成のための経済的負担措置等の導入検討調査

☆ （新）循環型社会形成総合情報収集・集積システム構築事業

☆ （新）食品廃棄物減量化等促進事業

☆ （新）容器包装リサイクルの効果等検証評価事業

☆ （新）指定再資源化製品廃棄物減量化等促進事業

○廃棄物処理新システム開発費

☆ （新）スラグ等再生利用促進調査

☆ （新）産業廃棄物情報管理システム構築事業

☆ （新）不法投棄等衛星監視システム開発調査

☆ （新）最終処分場跡地等点検・対策手法検討調査

☆ （新）最終処分場台帳情報提供事業

☆○廃棄物処理技術情報提供システム開発費

○廃棄物対策推進費

○産業廃棄物等処理対策強化費

☆ （新）PCB廃棄物処理のための使用・保管状況実態調査

☆ （新）POPs 廃棄物（殺虫剤、廃農薬等）対策推進事業

☆ （新）処理業者の格付け手法の調査研究

・バーゼル条約対策費

○浄化槽対策推進費

（単位：千円）

政 策

３４平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



平成１３年度環境省予算の概要

備 考
対 前 年 度
増 △ 減 額

△１０，０６２

△１５７，５０２

△１５７，５０２

１，１６７，３４６

１，１６７，３４６

１，１６７，３４６

２，０００，０００

６００，０００

平成１３年度
予 算 額

０

７０２，４９８

７０２，４９８

２，９７２，４５４

２，９７２，４５４

２，９７２，４５４

２，０００，０００

１，５００，０００

平成１２年度
予 算 額

１０，０６２

８６０，０００

８６０，０００

１，８０５，１０８

１，８０５，１０８

１，８０５，１０８

０

９００，０００

事 項

○前年度限りの経費［再生資源利用推進対策費］

廃棄物処理等科学研究費

科学技術の試験研究に必要な経費

廃棄物再生利用等推進費

廃棄物再生利用等の推進に必要な経費

○廃棄物再生利用等推進費

☆ （新）PCB廃棄物対策推進費補助金

循環型社会形成の推進

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日

政 策
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平成１３年度�

〔解　 説〕�
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平
成
十
三
年
度
の
文
部
科
学
省
予
算

案
は
、
総
額
六
兆
五
、
七
八
三
億
円
で
、

対
前
年
度
予
算
に
比
べ
六
五
四
億
円
、

一
・
○
％
の
増
と
な
っ
た
。
概
要
は
次

の
と
お
り
で
あ
る
。

基
礎
・
基
本
の
徹
底
と「
生
き

る
力
」を
育
む
教
育
の
展
開

義
務
教
育
費
国
庫
負
担
金
（
養
護
を

含
む
）
が
、
○
・
三
％
減
の
三
兆
一
五

二
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

平
成
十
三
年
度
か
ら
五
年
計
画
で
策

定
さ
れ
た
「
第
七
次
公
立
義
務
教
育
諸

学
校
教
職
員
定
数
改
善
計
画
」
の
初
年

度
分
と
し
て
二
二
三
億
円
が
計
上
さ
れ

て
い
る
。

ま
た
、
小
・
中
学
校
な
ど
の
校
舎
の

新
増
改
築
や
用
地
取
得
を
図
る
公
立
学

校
施
設
整
備
費
に
つ
い
て
は
、
対
前
年

度
比
○
・
六
％
増
の
一
、
六
一
九
億
円

が
計
上
さ
れ
て
い
る
。
主
な
制
度
改
正

事
項
と
し
て
は
、
�
Ｉ
Ｔ
授
業
や
二
〇

人
授
業
な
ど
グ
ル
ー
プ
別
学
習
に
対
応

が
で
き
新
し
い
情
報
機
器
を
備
え
た
教

室
を
整
備
で
き
る
よ
う
校
舎
の
面
積
の

改
定
が
図
ら
れ
た
こ
と
。
�
学
校
が
地

域
の
コ
ミ
ュ
ニ
テ
ィ
の
拠
点
と
し
て
の

機
能
を
果
た
す
こ
と
が
で
き
る
よ
う
バ

リ
ア
フ
リ
ー
対
策
に
補
助
制
度
の
拡
充

が
図
ら
れ
た
こ
と
。
�
学
校
の
ト
イ
レ

改
造
工
事
と
Ｐ
Ｃ
Ｂ
対
策
工
事
の
補
助

制
度
の
拡
充
が
図
ら
れ
た
こ
と
ー
な
ど

が
あ
げ
ら
れ
る
。

〔「
心
の
教
育
」
の
充
実
〕

平
成
十
三
年
度
か
ら
五
年
計
画
で
ス

ク
ー
ル
カ
ウ
ン
セ
ラ
ー
を
全
公
立
中
学

校
（
三
学
級
以
上
の
約
一
万
校
）
に
配

置
す
る
補
助
事
業
が
創
設
さ
れ
、
四
○

億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
子
ど
も
た
ち
が
家
庭
や
地
域

社
会
と
の
連
携
を
図
り
な
が
ら
奉
仕
体

験
活
動
等
を
取
り
入
れ
、
内
面
に
根
ざ

し
た
道
徳
性
の
育
成
を
図
る
た
め
道
徳

の
内
容
を
分
か
り
易
く
表
し
た
「
心
の

ノ
ー
ト
」（
仮
称
）
を
全
小
・
中
学
生

に
配
布
す
る
な
ど
道
徳
教
育
の
充
実
を

図
る
事
業
が
創
設
さ
れ
七
億
円
が
計
上

さ
れ
た
。

地
域
・
家
庭
の
教
育
力
の
再

生
等
生
涯
学
習
の
推
進

地
域
・
家
庭
教
育
力
再
生
プ
ラ
ン
の

実
施
事
業
と
し
て
、
対
前
年
度
比
一
・

○
％
増
の
九
八
億
円
が
計
上
さ
れ
学
校

の
余
裕
教
室
等
を
活
用
し
、
子
ど
も
や

高
齢
者
を
含
め
た
地
域
の
人
々
の
連
携

強
化
を
図
り
、
健
全
な
人
間
関
係
を
構

築
し
、
豊
か
な
人
間
形
成
を
育
む
た
め

の
「
地
域
ふ
れ
あ
い
交
流
事
業
」
な
ど

が
新
規
事
業
と
し
て
創
設
さ
れ
た
。

ス
ポ
ー
ツ
の
振
興
と
青
少
年

健
全
育
成
の
総
合
的
な
推
進

生
涯
ス
ポ
ー
ツ
社
会
の
実
現
の
た
め

総
合
型
地
域
ス
ポ
ー
ツ
ク
ラ
ブ
育
成
モ

デ
ル
事
業
と
し
て
一
九
億
円
、
学
校
体

育
・
ス
ポ
ー
ツ
の
充
実
と
し
て
一
二
億

円
が
計
上
さ
れ
た
。

子
ど
も
に
ゆ
め
を
与
え
る
事
業
を
実

施
す
る
た
め
の
「
子
ど
も
ゆ
め
基
金
」

（
仮
称
）
の
創
設
に
一
○
○
億
円
が
計

上
さ
れ
、
科
学
事
業
の
推
進
等
の
た
め

二
○
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

文
教
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

文文
部部
科科
学学
省省

政 策

３６平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



〔１．基礎・基本の徹底と「生きる力」を育む教育の展開〕

文 部 科 学 省 関 係 予 算

備 考

１．０％増

比較増△減額

百万円

６５，４９２

平成１３年度予算額

百万円

６，５７８，３９４

平成１２年度当初予算額

百万円

６，５１２，９０２

事 項

一 般 会 計

備 考

１．第７次公立義務教育諸学校教職員定数改善計画の

スタート（５年計画の初年度分 ２２，３３２百万円）

２．１２年度給与改定（期末勤勉手当支給月数の減）の

跳ね返りによる減等

１．学力の評価に関する調査研究等 ３５２（ ３１）

�学力の評価に関する調査研究 ３３４（ ３１）

�児童生徒の学習と教育課程の実施状況の評価の １８（ ０）

在り方に関する調査研究（新規）

２．特色ある学校づくり ４０６（ ３７３）

�中高一貫教育推進事業 １６３（ １７２）

�研究開発学校 ２４３（ ２０１）

３．幼稚園教育の振興 ２０，５３４（１９，９５４）

�幼稚園就園奨励費補助 １７，３２８（１６，９２７）

�幼稚園における子育て支援活動総合推進 １３０（ ０）

事業（新規）

�幼・小連携に関する総合的調査研究（新規） ４９（ ０）

�幼稚園施設整備費補助 ３，０２７（ ３，０２７）

４．特別支援教育の振興 ６，５５５（ ６，２６５）

�特別支援教育推進事業等（新規） １３８（ ０）

�特殊教育就学奨励費 ６，４１７（ ６，２６５）

５．義務教育教科書購入費 ４４，０９３（４２，６２７）

６．人権教育の推進・教育総合推進地域等 ２７４（ ２７４）

７．地域改善対策高等学校等進学奨励費補助 ５，５５７（ ５，９０４）

１．学校と社会の相互交流事業 ４４１（ ０）

�長期社会体験研修事業費補助（新規） １７８（ ０）

�特別非常勤講師配置事業費補助（新規） ２４９（ ０）

�社会人の学校教育への参加等に関する １４（ ０）

実践的調査研究（新規）

２．初任者研修 １３，３５３（１３，１７６）

�指導教員・非常勤講師配置 １２，４９４（１２，０６４）

�初任者研修事業費 ８５９（ １，１１２）

３．教職経験者研修等 １，４７８（ １，６６９）

比 較 増
△ 減 額

百万円

△８，０５２

２，３４３

５１５

平成１３年度
予 算 額

百万円

３，０１５，２６９

７７，７７１

１５，４３３

平成１２年度
当初予算額

百万円

３，０２３，３２１

７５，４２８

１４，９１８

事 項

�義務教育諸学校教職員定数の
改善等（給与費等）

�新しい教育課程の推進等

�教員の資質向上の推進等

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日

政 策
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〔２．「心の教育」の充実〕

備 考

４．学校運営改革に関する調査研究 １６１（ ７３）

�新しい教員の人事管理の在り方に関する １２８（ ５３）

調査研究

�学校の自主性・自律性の確立に関する ２９（ ２０）

調査研究

�今後の新しい学校運営の在り方に関する ４（ ０）

調査研究（新規）

１．情報教育の推進 ２，３８６（ ２，２９７）

・学校における IT活用等の推進

２．国際化の推進 ４５（ ４４）

�外国語指導方法改善研究事業（新規）等 １１（ ０）

�国際理解教育の実施推進等 ３４（ ４４）

３．学校図書館の充実 ９２７（ １，２０６）４．理科教育・産業教育の振興

３，３８８（ ４，１２１）

５．環境教育・科学教育の振興 １１５（ １０１）

６．公立学校施設整備 １６１，９３５（１６１，０２３）

・制度改正

�IT 授業や２０人授業等のための「新世代型学習空間」の整備
�地域コミュニティの拠点としての学校施設整備等
�その他
・学校トイレ改造工事の補助制度の拡充

・PCB対策工事の補助制度の拡充

比 較 増
△ 減 額

４

平成１３年度
予 算 額

１６８，７９６

平成１２年度
当初予算額

１６８，７９２

事 項

�時代の進展に対応した教育基
盤の充実等

備 考

１．学校教育における体験的活動等推進事業 ３６２（ １７７）

２．進路指導総合改善事業 ３２（ ６）

１．スクールカウンセラーの活用 ４，００６（ ３，５５５）

２．心の教室相談員の配置 ３，３７５（ ３，９９６）

３．不登校児童生徒の適応指導総合調査研究 ７３８（ ７２９）

委託－スクーリング・サポート・プログラム（SSP）－

１．「未来を拓く心」を育てる支援活動の充実 ７３０（ ０）

（心のノート）（仮称）（新規）

２．道徳的実践活動推進事業等 １３６（ ５３４）

１．心の健康問題への対応 １９７（ ０）

・健康相談活動支援体制整備事業（新規）

２．食生活に関する教育の充実 ３２７（ ３２３）

・食生活学習教材の作成・配布（新規）等

３．薬物乱用防止教育の充実 ４０３（ ３９３）

・薬物乱用防止五か年戦略の推進

４．感染症対策等の充実 １３３（ ２１５）

比 較 増
△ 減 額

百万円

２１１

△１６１

３３２

１２９

平成１３年度
予 算 額

百万円

３９４

８，１１９

８６６

１，０６０

平成１２年度
当初予算額

百万円

１８３

８，２８０

５３４

９３１

事 項

�子どもの「社会性」を育てる
体験活動の充実

�スクールカウンセラーの活用
など生徒指導の充実

�道徳教育の充実

�子どもたちの健康に関する現
代的課題への対応

政 策

３８平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



〔３．地域・家庭の教育力の再生等生涯学習の推進〕

〔４．スポーツの振興と青少年健全育成の総合的な推進〕

備 考

１．全国子どもプラン（緊急３ヶ年戦略）の計画 ２，５０３（ ２，３４８）

的推進

・子どもセンターの全国展開等

２．地域・家庭教育力再生プランの実施等 ９，８７０（ ９，７７２）

・余裕教室等を活用した「地域ふれあい交流事業」

の推進（新規）等

１．放送大学の充実・整備 １１，５８０（１２，１１５）

・通信制大学院の創設等

２．学校開放の促進 ５８９（ ５２４）

３．専修学校教育の振興 １，９６７（ １，３１５）

・専修学校 ITスペシャリスト養成推進事業（新規）等

１．教育改革推進のための調査研究開発機能の １２３（ ８７）

充実

２．基本的な文教施策についての企画立案機能 ２，１８６（ １，０２９）

の充実等

比 較 増
△ 減 額

百万円

２５３

１８２

１，１９３

平成１３年度
予 算 額

百万円

１２，３７３

１４，１３６

２，３０９

平成１２年度
当初予算額

百万円

１２，１２０

１３，９５４

１，１１６

事 項

�全国子どもプランの計画的推
進及び地域・家庭教育力再生

プランの実施

�学校の生涯学習機能の充実

�教育改革推進のための総合的
研究開発等

備 考

１．生涯スポーツ社会の実現 １，９２２（ １，７５０）

・総合型地域スポーツクラブ育成モデル事業等

２．国際競技力の向上 ３，１１５（ ３，１１５）

・ナショナルトレーニングセンターの設置

等の在り方に関する調査研究（新規）等

３．学校体育・スポーツの充実 １，２６７（ ６８２）

・部活動わくわくプラン２１（新規）等

１．青少年の健全育成に関する調査研究 ３３（ ３）

・青少年の健全育成に関する調査研究（新規）等

２．青少年の体験活動の総合的な推進 ４０６（ ３３１）

・青少年の「社会性」を育むための体験

活動総合推進事業（新規）等

３．国立青少年教育施設の整備推進 １３，０９４（１３，１５１）

１．「子どもゆめ基金」（仮称）の創設（新規） １０，０００（ ０）

２．「子どもゆめ基金」（仮称）事業の実施 ２，０００（ ０）

・子どもにゆめを与える科学事業の推進等

（新規）

比 較 増
△ 減 額

百万円

７５７

４８

１２，０００

平成１３年度
予 算 額

百万円

６，３０４

１３，５３３

１２，０００

平成１２年度
当初予算額

百万円

５，５４７

１３，４８５

０

事 項

�スポーツ振興基本計画の推進

�青少年健全育成の総合的な推
進

�「子どもゆめ基金」（仮称）
の創設等

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日
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平成１３年度�

〔解　 説〕�

国
土
交
通
省
関
係
の
平
成
十
三
年
度

予
算
案
の
う
ち
、
建
設
関
係
一
般
会
計

分
は
、
総
額
六
兆
六
、
〇
九
三
億
円（
北

海
道
開
発
庁
、
沖
縄
開
発
庁
、
国
土
庁

計
上
の
建
設
省
関
係
分
を
含
む
）
で
、

対
前
年
度
比
七
億
四
、
〇
〇
〇
万
円
増

と
な
っ
た
。
ま
た
、
財
政
投
融
資
計
画

は
、
一
二
兆
三
、
五
八
五
億
円
で
、
同

二
兆
一
、
三
一
九
億
円
、
一
四
・
七
％

減
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
ほ
か
Ｎ
Ｔ
Ｔ
無
利
子
融
資
の

「
開
発
利
益
吸
収
型
」（
Ｎ
Ｔ
Ｔ
―
Ａ
型
）

九
二
七
億
円
が
計
上
さ
れ
て
お
り
、
こ

れ
を
含
め
た
総
額
は
、
六
兆
七
、
〇
二

〇
億
円
と
な
る
。
ま
た
、
災
害
関
係
、

行
政
経
費
等
を
除
い
た
一
般
公
共
事
業

費
は
、
六
五
億
円
増
の
六
兆
五
、
〇
一

七
億
円
と
な
っ
て
い
る
。

事
業
別
で
み
た
概
要
は
次
の
と
お
り

で
あ
る
。

〔
道
路
関
係
〕

道
路
整
備
五
箇
年
計
画
の
四
年
目
に

あ
た
る
平
成
十
三
年
度
の
道
路
整
備
事

業
予
算
は
、
対
前
年
度
比
二
・
四
％
増

の
三
兆
六
、
七
八
五
億
円
（
一
般
会
計

繰
入
二
兆
八
、
〇
六
〇
億
円
、
Ｎ
Ｔ
Ｔ

―
Ａ
型
よ
り
九
〇
五
億
円
、
揮
発
油
税

直
入
額
七
、
一
五
五
億
円
、
貸
付
金
償

還
金
等
六
六
四
億
円
）が
計
上
さ
れ
た
。

内
訳
は
、
一
般
道
路
事
業
三
兆
七
二

一
億
円
（
同
〇
・
四
％
増
）、
有
料
道

路
事
業
六
、
〇
六
四
億
円
（
同
一
三
・

六
％
増
）
で
、
財
政
投
融
資
資
金
は
三

兆
四
三
〇
億
円
（
同
〇
・
九
％
減
）
と

な
っ
て
い
る
。

主
な
事
業
と
し
て
、

�
Ｉ
Ｔ
社
会
を
支
え
る
基
盤
の
形
成
の

た
め
の
「
Ｅ
Ｔ
Ｃ
前
納
シ
ス
テ
ム
の
導

入
に
伴
う
公
的
助
成
」
の
拡
充
、
�
沿

道
環
境
の
改
善
と
地
球
環
境
の
保
全
の

た
め
の
「
沿
道
環
境
改
善
事
業
」
の
拡

充
、
�
個
性
豊
か
な
地
域
の
創
造
の
た

め
の
「
地
域
連
携
総
合
支
援
事
業
」
の

拡
充
、
�
有
料
道
路
制
度
の
的
確
な
運

用
の
た
め
の
「
高
速
自
動
車
国
道
に
お

け
る
資
金
コ
ス
ト
三
％
制
度
へ
の
調
達

コ
ス
ト
連
動
制
」
の
導
入
―
な
ど
を
行

う
こ
と
と
し
て
い
る
。

〔
下
水
道
・
公
園
関
係
〕

下
水
道
事
業
は
、
対
前
年
度
比
一
・
七

％
減
の
一
兆
一
、
一
一
三
億
円
が
計
上

さ
れ
た
。
主
な
事
業
と
し
て
、
�
整
備

の
遅
れ
て
い
る
市
町
村
で
の
普
及
を
促

進
す
る
た
め
の
公
共
下
水
道
管
渠
の
補

助
対
象
範
囲
の
運
用
改
善
、
�
下
水
道

管
理
の
高
度
化
・
効
率
化
を
図
る
た
め

の
「
下
水
道
管
理
用
光
フ
ァ
イ
バ
ー
整

備
計
画
策
定
費
補
助
制
度
」
の
創
設
―

を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
町
村
に
関
係
の
深
い
特
定
環

境
保
全
公
共
下
水
道
の
新
規
箇
所
と
し

て
二
八
箇
所
が
採
択
さ
れ
た
。

都
市
公
園
事
業
は
一
、
六
七
一
億
円

（
同
一
・
〇
％
減
）
が
計
上
さ
れ
た
。

重
点
事
項
と
し
て
、
�
「
緑
地
保
全
統

合
補
助
事
業
」
の
創
設
、
�
「
緑
化
重

点
地
区
総
合
整
備
事
業
」
の
拡
充
―
等

を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

〔
治
水
関
係
〕

治
水
関
係
事
業
予
算
は
、
災
害
復
旧

分
等
も
含
め
て
対
前
年
度
比
一
・
九
％

減
の
一
兆
一
、
六
二
一
億
円
が
計
上
さ

れ
た
。

内
訳
は
、
治
水
事
業
の
河
川
が
同
一

・
二
％
減
の
六
、
二
七
六
億
円
、
ダ
ム

が
同
三
・
二
％
減
の
三
、
一
九
〇
億
円
、

砂
防
が
同
二
・
三
％
減
の
二
、
一
二
九

億
円
、
急
傾
斜
地
崩
壊
対
策
等
事
業
が

同
三
・
七
％
減
の
四
九
八
億
円
、
海
岸

事
業
が
同
三
・
五
％
減
の
三
四
九
億
円

と
な
っ
て
い
る
。

重
点
事
項
と
し
て
は
、
�
床
上
浸
水

の
頻
発
地
域
、
浸
水
域
に
お
け
る
高
齢

化
率
の
高
い
地
域
等
に
お
け
る
「
床
上

浸
水
頻
発
地
区
解
消
対
策
」、
�
河
川

整
備
等
の
遅
れ
に
よ
り
、
慢
性
的
に
浸

水
被
害
を
受
け
て
い
る
既
成
市
街
地
等

に
お
け
る
「
総
合
的
な
都
市
雨
水
排
水

対
策
」、
�
渇
水
に
よ
り
日
常
生
活
や

産
業
活
動
に
深
刻
な
影
響
を
受
け
て
い

る
地
域
に
お
い
て
、
都
市
用
水
の
安
定

供
給
を
実
現
す
る
た
め
の
「
緊
急
渇
水

対
策
」、
�
河
川
や
海
岸
に
特
有
の
自

然
と
ふ
れ
あ
う
こ
と
の
で
き
る
機
能
を

十
分
に
活
か
し
た
取
り
組
み
を
推
進
す

る
「
水
辺
の
交
流
拠
点
整
備
」
―
等
を

行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

ま
た
、
新
規
事
業
と
し
て
、
�
「
水

防
災
対
策
特
定
河
川
事
業
」
の
創
設
、

�
河
畔
整
備
事
業
の
創
設
、
�
渚
の
創

生
事
業
の
拡
充
、
�
清
流
回
復
の
た
め

の
維
持
流
量
の
確
保
方
策
の
多
様
化
検

討
―
等
を
行
う
こ
と
と
し
て
い
る
。

〔
住
宅
関
係
〕

住
宅
関
係
で
は
、
対
前
年
度
比
一
・

二
％
減
の
一
兆
一
、
五
二
四
億
円
（
住

宅
対
策
一
兆
五
七
八
億
円
、
都
市
環
境

整
備
九
四
七
億
円
）
が
計
上
さ
れ
た
。

財
政
投
融
資
資
金
に
つ
い
て
は
、
同

一
八
・
三
％
減
の
九
兆
三
、
〇
一
八
億

円
と
な
っ
て
い
る
。

住
宅
建
設
戸
数
は
、
六
六
万
八
、
〇

〇
〇
戸
（
対
前
年
度
比
二
、
六
〇
〇
戸

減
）
で
、
う
ち
公
営
住
宅
数
は
、
四
万

七
、
〇
〇
〇
戸（
同
二
、
〇
〇
〇
戸
増
、

改
善
戸
数
も
含
む
）、
高
齢
者
世
帯
向

け
賃
貸
住
宅
（
新
制
度
）
は
一
万
六
、

〇
〇
〇
戸
と
な
っ
て
い
る
。

建
設
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

国国
土土
交交
通通
省省

政 策

４０平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



（建設関係）

（建設関係）

平成１３年度国土交通省関係予算総括表（国費）

平成１３年度国土交通省関係財政投融資計画総括表

（単位：百万円）

（単位：百万円）

備 考

１．本表は、建設省、北海道開発
庁、沖縄開発庁、国土庁の国
土交通省関係分である。

２．１３年度概算決定額の治水に
は、道路関係社会資本として
２９，２００百万円を含む。

３．行政経費には、人件費は含ま
れていない。

４．本表のほかに、NTT－A型
９２，６７１百万円がある。

５．事項を変更した結果、計数は
組み替えてある。

６．計数は、整理の結果異動する
ことがある。

対前年度
倍 率
（B／A）

１．０１
１．００
１．１２
０．９８
０．９８
０．９７
０．９９
０．９８
０．９９
１．０８
１．０９
１．０８
１．００
１．００
１．００
０．７６
１．１３
０．９１
１．００

１３年度概算決定額

うち生活関連等
公共事業重
点化枠

６７，７４１
６２，７４１
５，０００
２８，７２５
２７，９７８
７４７
６，１７５
２５，１６７
２５，８４８
３５，６８８
１３，４６４
２２，２２４
１８９，３４４

０
１８９，３４４

０
０
０

１８９，３４４

うち日本新生特
別枠

１１０，５２６
５７，９２０
５２，６０６
４３，５６１
４２，３７７
１，１８４
４，７７６
３９，３９７
３９，２６９
４６，２６７
５，２１４
４１，０５３
２８３，７９６

０
２８３，７９６
６９３
２，６７２
３，３６５
２８７，１６１

（B）

２，４７６，７６１
２，２５６，１９３
２２０，５６８
１，２４１，６３７
１，２０６，７６５
３４，８７２
１６７，０８２
１，１１１，３３４
１，０５７，７０５
４４７，１３７
１１７，８８７
３２９，２５０
６，５０１，６５６
５２，４４０

６，５５４，０９６
２８，４２３
２６，８２０
５５，２４３

６，６０９，３３９

前年度予算額

うち生活関連等
公共事業重
点化枠

４９，６１０
３３，６５６
１５，９５４
５１，８２３
５０，４８７
１，３３６
６，０７３
４２，９００
３６，６８２
１３，９０９
５２６

１３，３８３
２００，９９７

０
２００，９９７

０
０
０

２００，９９７

うち経済新生特
別枠

１２２，１１６
１１，３７０
１１０，７４６
８，９２６
８，８００
１２６
１，１１８
１７，８４１
１４，６８４
１６，０１４
３，２３８
１２，７７６
１８０，６９９

０
１８０，６９９
９６３
２，０３７
３，０００
１８３，６９９

（A）

２，４４１，４７１
２，２４５，０４２
１９６，４２９
１，２６５，７１１
１，２２９，５７５
３６，１３６
１６８，７６９
１，１３１，５０３
１，０７３，８１２
４１３，８９０
１０７，８８７
３０６，００３
６，４９５，１５６
５２，４４０

６，５４７，５９６
３７，２４２
２３，７６１
６１，００３

６，６０８，５９９

事 項

道 路 整 備
幹線道路
交通連携

治 山 治 水
治 水
海 岸

公 園
下 水 道
住 宅 対 策
都市環境整備
市街地整備
道路環境整備

一般公共事業計
災 害 関 係
公共事業関係計
官 庁 営 繕
行 政 経 費

計
合 計

備 考

１．都市基盤整備公団及び本州四国連絡橋公団は、
鉄道分を除く。

２．民間都市開発推進機構は、港湾整備分を除く。

３．財政投融資には政府保証外債を含む。

４．本表のほかに、以下の財投機関債がある。
・住宅金融公庫 ２，０００億円
・都市基盤整備公団 ３００億円
・日本道路公団 １，５００億円
・首都高速道路公団 １００億円
・阪神高速道路公団 １００億円

５．計数は、整理の結果異動することがある。

対前年度
倍 率
（B/A）

０．８１

０．９４

０．８２

０．９７

１．０９

１．０８

０．８４

０．９９

０．３６

０．４４

０．８６

０．８５

内示決定額
（B）

８，３６３，２００

９３８，６００

９，３０１，８００

２，１５４，０００

４１０，０００

３５６，２００

１２２，８００

３，０４３，０００

１１，５００

１，６００

６００

１２，３５８，５００

前年度予算額
（A）

１０，３８７，１００

９９６，０００

１１，３８３，１００

２，２２０，０００

３７５，６００

３２８，８００

１４６，６００

３，０７１，０００

３２，０００

３，６００

７００

１４，４９０，４００

区 分

住 宅 金 融 公 庫

都 市 基 盤 整 備 公 団

小 計

日 本 道 路 公 団

首 都 高 速 道 路 公 団

阪 神 高 速 道 路 公 団

本 州 四 国 連 絡 橋 公 団

小 計

都市開発資金融通特別会計

日 本 下 水 道 事 業 団

民 間 都 市 開 発 推 進 機 構

合 計

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日

政 策

４１



平成１３年度道路関係予算総括表

１．道路整備特別会計国費として、この他に河川等関連公共施設整備促進事業 ２９，２００百万円（前年度 ２９，２００百万円）がある。
２．道路環境整備には、住宅宅地関連公共施設整備促進事業 ６９，８００百万円（前年度 ６９，８００百万円）都市再開発関連公共施設整備促進事業
３，０００百万円（前年度 ３，０００百万円）及びまちづくり総合支援事業 １５，０００百万円（前年度 ５，０００百万円）を含む。

３．事項を区分した結果、計数は組み替えてある。

（単位：百万円）

対前年度
倍 率

（B／A）

１．０２

１．０１

１．００

１．１２

１．０８

１．００

１．０３

１．０７

１．０２

１．００

１．１４

平成１３年度決定額

うち生活関連等
公共事業重点化
枠

８９，９６５

６７，７４１

６２，７４１

５，０００

２２，２２４

－

－

－

８９，９６５

８９，９６５

０

うち日本新生特
別枠

１５１，５７９

１１０，５２６

５７，９２０

５２，６０６

４１，０５３

－

－

－

１５１，５７９

１５０，８９５

６８４

（B）

２，８０６，０１１

２，４７６，７６１

２，２５６，１９３

２２０，５６８

３２９，２５０

９０，５４６

７１５，５００

６６，４４７

３，６７８，５０４

３，０７２，０５８

６０６，４４６

前年度予算額

（A）

２，７４７，４７４

２，４４１，４７１

２，２４５，０４２

１９６，４２９

３０６，００３

９０，５４５

６９３，４００

６２，２０５

３，５９３，６２４

３，０５９，５５３

５３４，０７１

事 項

一 般 会 計 繰 入

道 路 整 備

幹 線 道 路

交 通 連 携

道 路 環 境 整 備

Ｎ Ｔ Ｔ － Ａ 型

揮 発 油 税 直 入 額

貸 付 金 償 還 金 等

合 計

（再 掲）

一 般 道 路

有 料 道 路

政 策

４２平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



�．平成１３年度 都市・地域整備局関係予算（都市局関係）総括表（国費）

（注）１．本表は、建設省、北海道開発庁、沖縄開発庁、国土庁の国土交通省開係分である。

２．都市環境整備事業（市街地整備）の１３年度予算額には、道路関係社会資本として１７，２００百万円をあわせて計上している。

３．都市環境整備事業（市街地整備）には、都市・居住環境整備推進出資金（土地有効利用型）１０，０００百万円（都市局、住宅局共管）を

含む。

４．街路事業には、緊急地方道路整備事業及び電線共同溝整備事業を含む。

５．道路特会の日本新生特別枠については、道路整備全体１５１，５７９百万円の内数である。

６．道路特会の生活関連等公共事業重点化枠については、道路整備全体８９，９６５百万円の内数である。

（単位：百万円）

備 考NTT－A

－

２３５

－

－

－

－

－

２３５

１，０４８

－

－

－

－

２７，６３６

２８，６８４

２８，９１９

対前年度
倍 率
（B/A）

０．９８

０．９９

１．２０

１．７１

１．００

１．２３

１．００

１．００

１．００

１．００

１．０１

１．００

１．００

０．９３

－

－

うち生活関連等
公共事業重
点化枠

２５，１６７

６，１７５

１１，５４５

１０，０００

－

－

－

４２，８８７

※
注６

－

－

うち日本新生特
別枠

３９，３９７

４，７７６

２，８６３

－

－

－

８０

４７，１１６

※
注５

－

－

１３年度
予算額

（B）

１，１１１，３３４

１６７，０８２

１０９，０８２

６０，０００

１，２００

３２４

１，１０８

１，３９０，１３０

５８５，７５５

４１０，６８２

１４６，６６３

２６，８９３

１，５１７

３７，７５０

６２３，５０５

２，０１３，６３５

前年度
予算額

（A）

１，１３１，５０３

１６８，７６９

９０，９８４

３５，０００

１，２００

２６４

１，１０４

１，３９３，８２４

５８３，２８０

４０９，０３２

１４５，９２７

２６，８０９

１，５１２

４０，７００

６２３，９８０

２，０１７，８０４

事 項

下 水 道 事 業

都 市 公 園 事 業

都市環境整備事業（市街地整備）

うち
まちづくり総合支援事業

住宅宅地供給促進型土地区画整
理 事 業 貸 付 金

災 害 関 係

行 政 部 費

小 計（一般会計）

街 路 事 業

街 路 事 業

土地区画整理事業

市街地再開発事業等

街路交通調査

都市高速道路

小 計（道路特会）

都 市 局 合 計

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日

政 策
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河川局所管予算決定総括表（国費） （単位：百万円）

備 考

１．治水事業等には、道路関係社会資本分として
決定額２９，２００百万円（前年度２９，２００百万円）
を含んだ額である。

２．治水事業には、前年度剰余金等として５，１２７
百万円（前年度６，３１３百万円）を含んだ額で
ある。

３．本表のほかにNTT―A型９０百万円（前年
度１６８百万円）及び行政部費２，０８６百万円（前
年度２，０７２百万円）がある。

対前年度
倍 率

（B/A）

０．９８

０．９８

０．９９

０．９７

０．９８

１．０４

－

０．９６

０．７６

０．６７

０．８４

０．９７

０．９７

０．９７

１．００

１．０２

０．９４

０．９７

平成１３年度決定額

うち生活関連
等公共事
業重点化

枠

２７，９７８

２６，７４９

１５，２２２

６，５２１

５，００６

－

－

１，２２９

－

－

－

２７，９７８

７４７

２８，７２５

－

－

－

２８，７２５

うち日本新生
特別枠

４２，３７７

４０，６１０

２２，７８１

１０，６３７

７，１９２

－

－

１，７６７

－

－

－

４２，３７７

１，１８４

４３，５６１

－

－

－

４３，５６１

（B）

１，２１１，８９２

１，１６２，１２５

６２７，５５９

３１９，０００

２１２，８８２

１，１７８

１，５０６

４９，７６７

２８，５００

１０，７００

１７，８００

１，２４０，３９２

３４，８７２

１，２７５，２６４

５１，３５３

３８，５１１

１２，８４２

１，３２６，６１７

前年度予
算 額

（A）

１，２３５，８８８

１，１８４，２２０

６３５，６８３

３２９，５０４

２１７，８９５

１，１３８

－

５１，６６８

３７，２８０

１６，０８０

２１，２００

１，２７３，１６８

３６，１３６

１，３０９，３０４

５１，４１３

３７，８０４

１３，６０９

１，３６０，７１７

事 項

治水事業等

治水事業

河 川

ダ ム

砂 防

機 械

独立行政法人
土木研究所

急傾斜地崩壊対策等事業

特定治水施設等整備事業

住宅宅地基盤特定治水施
設整備事業

下水道関連特定治水施設
整備事業

小 計

海岸事業

計

災害復旧関係事業

災害復旧

災害関連

合 計

政 策

４４平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



平成１３年度�

〔解　 説〕�

平
成
十
三
年
度
の
農
林
水
産
関
係
予

算
は
、
公
共
事
業
費
の
大
幅
な
削
減
に

よ
り
前
年
度
予
算
に
比
べ
〇
・
八
％（
二

七
六
億
円
）
減
の
三
兆
四
、
〇
〇
三
億

円
と
な
っ
た
。
こ
の
内
、
公
共
事
業
費

は
、
前
年
度
予
算
に
比
べ
一
・
四
％（
二

四
〇
億
円
）
減
の
一
兆
七
、
四
〇
〇
億

円
、
非
公
共
事
業
費
は
、
前
年
度
予
算

に
比
べ
〇
・
二
％
（
三
五
億
円
）
減
の

一
兆
六
、
六
〇
四
億
円
と
な
っ
た
。

な
お
、特
別
枠
・
配
分
重
点
枠
に
お
い

て
は
、
生
活
関
連
等
公
共
事
業
重
点
化

枠
で
五
二
五
億
円
、
日
本
新
生
特
別
枠

で
七
九
五
億
円
が
予
算
措
置
さ
れ
た
。

農
業
・
農
村
関
係
予
算
に
つ
い
て
は
、

新
農
業
基
本
法
に
基
づ
く
食
料
・
農
業

・
農
村
基
本
計
画
の
着
実
な
推
進
を
図

る
こ
と
と
し
て
お
り
、
食
料
自
給
率
の

向
上
に
お
い
て
は
、
農
業
農
村
基
盤
整

備
事
業
を
見
直
し
、
麦
・
大
豆
等
の
生

産
に
資
す
る
水
田
汎
用
化
や
畑
地
か
ん

が
い
等
を
中
心
と
し
た
事
業
へ
の
重
点

化
を
図
っ
て
お
り
、
生
産
対
策
以
外
の

取
組
と
し
て
食
品
廃
棄
物
の
リ
サ
イ
ク

ル
対
策
や
望
ま
し
い
食
料
消
費
の
実
現

に
向
け
た
食
生
活
指
針
の
普
及
・
定
着

に
向
け
た
予
算
を
拡
充
し
て
い
る
。
ま

た
、
意
欲
あ
る
担
い
手
に
き
め
細
か
な

経
営
支
援
を
行
う
「
農
業
経
営
資
源
活

用
総
合
支
援
対
策
」
や
女
性
が
農
業
経

営
に
参
画
し
や
す
い
環
境
づ
く
り
の
た

め
の「
女
性
農
業
経
営
参
画
支
援
事
業
」

を
創
設
し
た
他
、
新
た
に
地
域
住
民
の

参
画
に
よ
る
農
村
振
興
の
基
本
計
画
を

策
定
し
、
府
省
間
連
携
に
よ
る
農
村
地

域
の
総
合
的
な
整
備
を
推
進
す
る
こ
と

と
し
て
い
る
。

林
業
関
係
で
は
、
林
政
改
革
大
綱
・

プ
ロ
グ
ラ
ム
に
沿
っ
た
森
林
・
林
業
・

木
材
産
業
政
策
の
新
展
開
を
図
る
こ
と

と
し
、
従
来
の
木
材
生
産
を
主
体
と
し

た
も
の
か
ら
、
森
林
の
多
用
な
機
能
を

持
続
的
に
発
揮
さ
せ
る
森
林
整
備
へ
と

再
構
築
し
て
い
く
た
め
、
抜
き
伐
り
を

繰
り
返
し
つ
つ
徐
々
に
更
新
を
図
る
長

期
育
成
循
環
施
業
を
導
入
す
る
こ
と
と

し
い
て
る
。
ま
た
、
森
林
組
合
等
を
地

域
の
森
林
管
理
・
経
営
の
担
い
手
と
し

て
育
成
し
、
森
林
の
施
業
・
経
営
の
集

約
化
を
促
進
す
る
た
め
の
体
制
を
整
備

す
る
「
地
域
森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
確
立

事
業
」
や
木
材
の
需
要
動
向
に
的
確
に

対
応
す
る
た
め
、
木
材
乾
燥
施
設
の
導

入
を
促
進
す
る
と
と
も
に
、
効
率
的
な

木
材
乾
燥
を
推
進
す
る
「
乾
燥
材
供
給

体
制
整
備
緊
急
総
合
対
策
事
業
」
を
創

設
し
た
。

水
産
関
係
で
は
、
水
産
基
本
政
策
大

綱
・
プ
ロ
グ
ラ
ム
に
沿
っ
た
水
産
政
策

の
新
展
開
を
図
る
観
点
か
ら
、
効
率
的

・
効
果
的
な
水
産
基
盤
の
整
備
と
漁
業

地
域
の
振
興
を
図
る
た
め
、
漁
港
漁
村

整
備
事
業
と
沿
岸
漁
場
整
備
開
発
事
業

を
再
編
・
統
合
し
た
「
水
産
基
盤
整
備

事
業
」
や
意
欲
あ
る
担
い
手
グ
ル
ー
プ

の
創
造
的
な
取
り
組
み
を
支
援
す
る

「
中
核
的
漁
業
者
経
営
体
育
成
事
業
」

を
創
設
し
た
。
ま
た
、
資
源
管
理
等
の

水
産
業
の
新
た
な
課
題
を
担
う
る
組
織

・
事
業
の
再
編
等
を
推
進
す
る
め
、
漁

協
の
合
併
、
信
用
事
業
の
信
漁
連
へ
の

統
合
を
推
進
す
る
こ
と
と
し
て
い
る
。

農
業
・
農
村
、
林
業
、
水
産
の
重
点

事
項
は
次
の
と
お
り
。

〔
農
業
・
農
村
関
係
〕

一
、
食
料
の
安
定
供
給
の
確
保

�
水
田
農
業
経
営
確
立
対
策
等
の
推
進

「
水
田
を
中
心
と
し
た
土
地
利
用
型

農
業
活
性
化
対
策
大
綱
」
に
即
し
、
米

の
計
画
的
生
産
と
水
田
に
お
け
る
麦
・

大
豆
・
飼
料
作
物
等
の
本
格
的
生
産
を

推
進
す
る
と
と
も
に
、「
平
成
十
二
年

緊
急
総
合
米
対
策
」に
基
づ
き
、平
成
十

三
年
度
の
生
産
調
整
の
緊
急
拡
大
の
円

滑
か
つ
確
実
な
実
施
等
を
推
進
す
る
。

・
水
田
農
業
経
営
確
立
対
策

一
、五
七
六
億
六
、一
〇
〇
万
円

・
緊
急
拡
大
追
加
助
成

六
四
億
四
、八
〇
〇
万
円

�
農
業
生
産
総
合
対
策
事
業

土
地
利
用
型
作
物
、果
樹
、野
菜
等
の

作
物
毎
の
生
産
努
力
目
標
達
成
に
向
け

た
総
合
的
な
生
産
対
策
を
推
進
す
る
。

・
農
業
生
産
総
合
対
策
事
業

二
九
〇
億
一
、七
〇
〇
万
円

�
構
造
展
望
を
実
現
す
る
た
め
の
農
地

利
用
集
積
対
策

担
い
手
へ
の
農
地
の
利
用
集
積
を
促

進
す
る
た
め
、
農
地
の
利
用
・
税
制
等

に
関
す
る
専
門
的
な
知
識
を
備
え
た
集

積
促
進
員
を
設
置
し
、
農
地
の
出
し
手

・
受
け
手
の
計
画
的
・
効
率
的
な
結
付

け
活
動
を
推
進
す
る
と
と
も
に
、
地
域

に
お
け
る
農
作
業
の
実
施
方
法
に
つ
い

て
の
ル
ー
ル
づ
く
り
を
推
進
す
る
。
ま

た
、
土
地
利
用
型
作
物
の
生
産
振
興
や

農
地
の
効
率
利
用
に
資
す
る
よ
う
農
地

の
利
用
調
整
活
動
を
行
う
重
点
推
進
地

区
の
農
業
者
の
組
織
に
対
し
て
促
進
費

を
交
付
す
る
。

・
農
地
利
用
集
積
実
践
事
業

十
三
億
二
、九
〇
〇
万
円

農
林
水
産
省
関
係
予
算
・
施
策
の
概
要

農農
林林
水水
産産
省省
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認
定
農
業
者
等
へ
の
農
地
の
利
用
集

積
を
促
進
す
る
た
め
、
担
い
手
の
高
齢

化
を
踏
ま
え
た
年
齢
要
件
の
引
き
上
げ

等
事
業
要
件
の
見
直
し
等
を
行
う
。

・
農
地
保
有
合
理
化
促
進
事
業

八
一
億
五
、一
〇
〇
万
円

農
地
保
有
合
理
化
法
人
が
買
い
入
れ

た
農
地
を
認
定
農
業
者
等
に
一
時
貸
し

付
け
後
に
時
価
で
売
り
渡
す
際
に
、
一

時
貸
付
期
間
中
の
農
地
価
格
の
下
落
に

よ
り
買
入
価
格
と
の
差
額
が
生
じ
た
場

合
に
、
当
該
農
地
保
有
合
理
化
法
人
に

対
し
当
該
差
額
の
一
部
を
助
成
す
る
。

・
農
地
売
買
円
滑
化
事
業

一
〇
億
円

二
、
農
業
の
持
続
的
な
発
展

�
意
欲
あ
る
担
い
手
に
対
す
る
き
め
細

か
な
経
営
支
援

意
欲
あ
る
担
い
手
に
対
す
る
き
め
細

か
な
経
営
支
援
と
優
良
経
営
資
源
の
活

用
を
通
じ
て
、
効
率
的
か
つ
安
定
的
な

経
営
体
の
育
成
を
図
る
た
め
、
経
営
診

断
・
相
談
、経
営
実
態
に
応
じ
た
低
利
融

資
、
経
営
継
承
円
滑
化
に
対
す
る
支
援

等
、総
合
的
な
経
営
支
援
対
策
を
実
施
。

・
農
業
経
営
資
源
活
用
総
合
融
資

融
資
枠
合
計

二
、一
〇
〇
億
円

�
経
営
構
造
対
策
の
拡
充

複
合
ア
グ
リ
ビ
ジ
ネ
ス
の
推
進
に
よ

り
、
地
域
農
業
の
担
い
手
と
な
る
経
営

体
が
育
成
さ
れ
る
よ
う
、「
経
営
ア
グ

リ
ビ
ジ
ネ
ス
ス
ク
ー
ル
」「
ア
グ
リ
人

材
バ
ン
ク
」
を
創
設
す
る
と
と
も
に
、

情
報
複
合
施
設
の
メ
ニ
ュ
ー
化
、
リ
ー

ス
対
象
施
設
の
拡
充
等
に
よ
り
施
設
整

備
の
選
択
の
範
囲
を
拡
充
す
る
。

・
経
営
構
造
対
策
事
業

二
一
二
億
六
、八
〇
〇
万
円

・
経
営
構
造
対
策
推
進
事
業

八
億
一
、七
〇
〇
万
円

�
農
業
者
年
金
制
度
の
抜
本
的
改
革

平
成
十
二
年
八
月
に
決
定
さ
れ
た

「
農
業
者
年
金
制
度
改
革
」に
基
づ
き
、

食
料
・
農
業
・
農
村
基
本
法
の
理
念
に

即
し
た
抜
本
的
改
革
を
実
施
す
る
。

九
六
五
億
四
、九
〇
〇
万
円

三
、
農
村
の
振
興

�
中
山
間
地
域
等
の
振
興

中
山
間
地
域
等
に
お
け
る
耕
作
放
棄

の
発
生
を
防
止
し
多
面
的
機
能
を
確
保

す
る
観
点
か
ら
、
平
地
地
域
と
の
生
産

条
件
の
格
差
の
範
囲
内
で
直
接
支
払
を

実
施
す
る
。

・
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
交
付
金

三
三
〇
億
円

・
中
山
間
地
域
等
直
接
支
払
推
進
事
業

一
五
億
円

棚
田
地
域
等
の
立
地
条
件
に
配
慮

し
、棚
田
等
の
有
す
る
洪
水
防
止
や
美
し

い
景
観
の
提
供
な
ど
の
多
面
的
機
能
を

維
持
す
る
た
め
、
小
型
機
械
の
導
入
に

よ
る
営
農
の
継
続
に
必
要
な
簡
易
な
農

業
生
産
基
盤
の
整
備
等
を
実
施
す
る
。

・
棚
田
地
域
等
保
全
整
備
事
業一

一
億
円

山
村
等
中
山
間
地
域
に
お
い
て
、
新

た
に
農
林
漁
業
に
就
業
し
た
者
や
伝
承

文
化
継
承
者
等
の
育
成
、
確
保
を
図
る

た
め
の
条
件
整
備
を
行
う
。

・
新
山
村
振
興
等
農
林
漁
業
特
別
対
策

事
業

一
八
一
億
九
、〇
〇
〇
万
円

�
農
村
地
域
の
総
合
的
な
振
興

活
気
あ
る
地
域
づ
く
り
を
推
進
す
る

た
め
、
地
域
住
民
を
は
じ
め
多
様
な

ニ
ー
ズ
に
対
応
し
た
総
合
的
な
整
備
等

を
関
係
府
省
と
連
携
を
図
り
つ
つ
推
進

す
る
。

・
農
村
振
興
基
本
計
画
作
成
事
業

二
億
五
、〇
〇
〇
万
円

・
農
村
振
興
総
合
整
備
事
業
（
公
共
・

非
公
共
）

一
三
四
億
一
、五
〇
〇
万
円

・
農
村
振
興
整
備
支
援
事
業

一
億
七
、九
〇
〇
万
円

〔
林
業
関
係
〕

一
、
多
様
な
機
能
の
持
続
的
発
揮
の
た

め
の
森
林
整
備
の
推
進

長
期
育
成
循
環
施
業
等
の
導
入
と
、

公
益
的
機
能
発
揮
の
要
請
が
高
い
森
林

に
つ
い
て
治
山
事
業
に
よ
る
整
備
等
公

的
関
与
に
よ
る
森
林
整
備
を
実
施
す

る
。

・
長
期
育
成
循
環
施
業
促
進
対
策

二
〇
億
円

・
長
期
育
成
循
環
型
路
網
整
備
事
業

一
三
億
五
、〇
〇
〇
万
円

・
機
能
低
下
保
安
林
緊
急
整
備
対
策

二
七
億
一
、九
〇
〇
万
円

・
緊
急
間
伐
総
合
対
策
の
着
実
な
実
施

五
〇
〇
億
五
、二
〇
〇
万
円

二
、
森
林
の
適
正
な
管
理
を
担
う
林
業

の
振
興

意
欲
あ
る
林
家
、森
林
組
合
、林
業
事

業
体
等
の
多
様
な
担
い
手
を
育
成
し
、

森
林
の
経
営
や
施
業
の
集
約
化
を
図

り
、持
続
的
な
林
業
経
営
を
確
立
す
る
。

・
地
域
森
林
管
理
シ
ス
テ
ム
確
立
事
業

三
億
七
、一
〇
〇
万
円

・
森
林
整
備
活
性
化
資
金
の
拡
充
等

（
貸
付
対
象
者
等
の
拡
大
）
二
五
億
円

三
、
需
要
動
向
に
即
し
た
木
材
供
給
を

行
う
木
材
産
業
の
振
興

住
宅
品
質
確
保
法
の
施
行
等
需
要
動

向
に
的
確
に
対
応
し
、乾
燥
材
の
供
給

体
制
の
緊
急
整
備
を
図
る
と
と
も
に
、

木
材
の
利
活
用
と
木
材
産
業
の
体
質
強

化
を
促
進
す
る
。

・
乾
燥
材
供
給
体
制
整
備
緊
急
総
合
対

策

二
六
億
二
、〇
〇
〇
万
円

・
地
域
材
利
用
学
校
関
連
施
設
整
備
事

業

一
〇
億
七
、一
〇
〇
万
円

四
、
山
村
の
活
性
化

未
利
用
資
源
の
活
用
に
よ
る
多
様
な

就
業
機
会
の
創
設
、
生
活
環
境
施
設
の

整
備
等
を
行
う
。

・
特
定
中
山
間
保
全
整
備
事
業

二
、四
〇
〇
万
円

五
、
国
有
林
野
事
業
の
抜
本
的
改
革
の

推
進国

有
林
野
事
業
特
別
会
計
が
負
担
す

る
長
期
債
務
の
利
子
補
給
等
に
つ
い
て

一
般
会
計
か
ら
繰
り
入
れ
る
。

・
利
子
補
給二

〇
〇
億
三
、五
〇
〇
万
円

・
公
益
林
管
理
費

二
六
三
億
九
、三
〇
〇
万
円

・
事
業
施
設
費二

八
一
億
五
、七
〇
〇
万
円

〔
水
産
関
係
〕

政 策
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一
、
漁
業
の
担
い
手
の
確
保
・
育
成

水
産
物
の
供
給
を
安
定
的
に
行
う
漁

業
の
担
い
手
を
確
保
・
育
成
す
る
た
め
、

中
核
的
漁
業
者
協
業
体
（
青
年
漁
業
者

を
中
心
と
し
た
漁
業
経
営
改
善
の
た
め

の
意
欲
的
な
取
り
組
み
を
行
う
グ
ル
ー

プ
）
の
創
造
的
な
取
り
組
み
を
支
援
す

る
。

・
中
核
的
漁
業
者
協
業
体
育
成
事
業

三
億
円

二
、
新
た
な
水
産
基
盤
等
の
整
備

漁
港
、
沿
整
と
い
っ
た
施
設
に
着
目

し
た
事
業
体
系
を
見
直
し
、
資
源
の
増

殖
か
ら
生
産
、
流
通
ま
で
一
貫
し
た
横

断
的
な
事
業
展
開
が
可
能
と
な
る
よ
う

事
業
を
再
編
・
統
合
す
る
。
ま
た
、
Ｈ

Ａ
Ｃ
Ｃ
Ｐ
方
式
に
よ
る
品
質
・
衛
生
管

理
体
制
の
早
急
な
確
立
を
図
る
た
め
、

こ
れ
に
対
応
し
た
市
場
の
用
地
整
備
、

漁
港
施
設
の
高
度
化
を
推
進
す
る
。

・
水
産
基
盤
整
備
事
業

二
、二
七
六
億
五
、〇
〇
〇
万
円

う
ち

環
境
・
衛
生
管
理
型
漁
港
づ

く
り
の
推
進

四
〇
億
円

三
、
水
産
業
の
新
た
な
課
題
に
対
応
し

た
漁
協
の
組
織
・
事
業
の
再
編

資
源
管
理
、
担
い
手
育
成
等
の
水
産

業
の
新
た
な
課
題
を
担
う
に
足
り
る
基

盤
を
備
え
た
漁
協
に
つ
な
が
る
合
併
支

援
を
行
う
と
と
も
に
、
信
漁
連
へ
の
事

業
統
合
を
柱
と
す
る
信
用
事
業
基
盤
強

化
へ
の
支
援
を
行
う
。

・
漁
協
組
織
緊
急
再
編
対
策
事
業

五
億
七
、七
〇
〇
万
円

・
漁
協
系
統
信
用
事
業
実
施
基
盤
強
化

対
策
事
業

一
〇
億
円

四
、
水
産
資
源
の
適
正
な
管
理
と
持
続

的
利
用

資
源
回
復
計
画
の
策
定
等
に
関
し
、

都
道
府
県
が
行
う
調
査
、
関
係
漁
業
者

が
一
体
と
な
っ
て
取
り
組
む
体
制
整
備

を
支
援
す
る
と
と
も
に
、
漁
業
調
整
委

員
会
等
が
行
う
調
査
等
の
取
り
組
み
を

支
援
す
る
。

・
資
源
回
復
計
画
作
成
推
進
事
業

二
億
二
、〇
〇
〇
万
円

・
漁
業
調
整
委
員
会
等
機
能
強
化
推
進

事
業

三
、八
〇
〇
万
円

五
、
流
通
・
加
工
対
策
の
強
化

産
地
市
場
の
統
合
・
機
能
強
化
を
促

進
し
、
大
都
市
周
辺
に
お
け
る
水
産
物

流
通
拠
点
を
整
備
す
る
と
と
も
に
、
水

産
物
の
流
通
加
工
過
程
に
お
け
る
環
境

へ
の
負
荷
低
減
の
た
め
の
排
水
処
理
、

品
質
・
衛
生
管
理
等
の
高
度
化
を
推
進

す
る
。

・
水
産
物
産
地
流
通
加
工
施
設
高
度
化

対
策
事
業

一
七
億
五
、三
〇
〇
万
円

六
、
漁
業
地
域
の
活
性
化

都
市
部
に
比
べ
大
き
く
立
ち
遅
た
集

落
排
水
施
設
等
の
生
活
環
境
施
設
の
整

備
を
緊
急
に
進
め
る
た
め
、
漁
業
集
落

環
境
整
備
事
業
等
に
重
点
化
を
図
る
と

と
も
に
、
整
備
対
象
集
落
の
拡
充
、
過

疎
地
域
に
お
け
る
都
道
府
県
の
工
事
制

度
の
導
入
等
を
総
合
的
に
推
進
す
る
。

・
農
村
生
活
環
境
改
善
緊
急
対
策

二
二
二
億
一
、九
〇
〇
万
円

・
漁
港
漁
村
活
性
化
対
策
事
業

二
二
億
七
、八
〇
〇
万
円
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�〔総括表〕

�〔公共事業総括表〕

農 林 水 産 関 係 予 算

対前年度比

％

９９．２

９８．６

９８．６

１００．０

９９．８

９８．６

１０１．５

１３ 年 度
概算決定額

億円

３４，００３

１７，４００

１７，２０８

１９２

１６，６０４

９，６５１

６，９５２

１２ 年 度
予 算 額

億円

３４，２７９

１７，６４０

１７，４４８

１９２

１６，６３９

９，７８７

６，８５３

区 分

農林水産予算総額

（内訳）

１ 公 共 事 業 費

一 般 公 共 事 業 費

災害復旧等事業費

２ 非 公 共 事 業 費

一 般 事 業 費

食料安定供給関係費

対前年度比

％

９８．５

９９．２

９８．０

１００．５

９９．２

９８．４

９６．５

９８．６

１００．０

９８．６

１３ 年 度
概算決定額

百万円

１，０７６，５７９

３８７，７６４

１８３，７０２

１７６，０５７

２８，００５

２２７，６５１

２８，７７６

１，７２０，７７０

１９，２２５

１，７３９，９９５

１２ 年 度
予 算 額

百万円

１，０９２，６０７

３９０，８７３

１８７，４０４

１７５，２３８

２８，２３１

２３１，４７０

２９，８２０

１，７４４，７７０

１９，２２５

１，７６３，９９５

事 項

農 業 農 村 整 備

森 林 整 備

治 山

森 林 保 全

森 林 環 境

水 産 基 盤 整 備

海 岸

一 般 公 共 計

災 害 復 旧 等

公 共 事 業 計

政 策
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平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�平成平成1313年度人事管理協会主催の年度人事管理協会主催の�

人事院式監督者研修（ＪＳＴ）研修日程の御案内�人事院式監督者研修（ＪＳＴ）研修日程の御案内�人事院式監督者研修（ＪＳＴ）研修日程の御案内�

日本人事管理協会が実施する「平成１３年度人事院式監督者研修（ＪＳＴ）」の日程は下記のとおりです。�
部内指導者（講師）育成の機会として、リーダー（監督者）の育成手段として新年度研修計画にお加えいただけますようお願いいたします。�

人事院式監督者研修（ＪＳＴ）基本コース指導者養成研修（５日間）�
平成１３年　５月１４日（月）から１８日（金）まで�

 　６月１１日（月）から１５日（金）まで�
 　７月　９日（月）から１３日（金）まで�
 　９月１０日（月）から１４日（金）まで�
 １０月１５日（月）から１９日（金）まで�
 １１月１２日（月）から１６日（金）まで�

平成１４年　２月１８日（月）から２２日（金）まで�
参加費（税込み） 会員　１１５，５００円　　　一般　１３６，５００円�

人事院式監督者研修（ＪＳＴ）基本コース研修（３日間）�
平成１４年　３月　５日（火）から　７日（木）まで�

 　３月１２日（火）から１４日（木）まで�
参加費（税込み） 会員　　５２，５００円　　　一般　　６３，０００円�

人事院式監督者研修（ＪＳＴ）応用実践コース指導者養成研修（４日間）�
平成１４年　１月２２日（火）から２５日（金）まで�
参加費（税込み） 会員　　８４，０００円　　　一般　　９４，５００円�

お問い合わせ／お申し込みは�

TEL　03－3263－3681�
FAX　03－3263－3698�

社団法人　日本人事管理協会　へ�
〒102－0093�
東京都千代田区平河町2－7－1　塩崎ビル�

《JSTはjinjin Supervisory Traninguの略称です。》�

３．ウルグァイ・ラウンド農業合意関連対策の予算措置

注１： 「ウルグァイ・ラウンド農業合意関連対策大綱」（平成６年１０月２５日緊急農業農村対策本部決定）に基づくウルグァイ・ラウンド農業
合意関連対策に係る経費……の平成１３年度における取扱いについては、予算編成過程において検討するものとする。（平成１２年８月１
日閣議了解）

注２： 非公共事業については平成１２年度当初予算で終了。

（単位：億円）

平成１３年度当初
（国 費）

４００

－

－

４００

累積措置額
（H６補正～H１２当初）

（国 費）

１６，７４１
うち補正
１３，２０１

９，１２１
うち補正
３，８２９

５，５７２
うち補正
３，０４５

２５，８６２
うち補正
１７，０３０

事 業 費

３１，７５０

２８，３５０

１２，０５０

６０，１００

区 分

� 農業農村整備事業
（公共）

� その他の事業
（非公共）

うち農業構造改善事業等

合 計

）

）

）

）

（

（

（

（
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（単位：百万円）

備 考

食料安定供給対策基本調査等事業（拡充） ７５（ ２６）

健全な食生活全国・地域活動推進事業（拡充）

１，１００（ １７０）

新分野 JAS規格制定調査事業等（新規） １６（ ０）

食品流通情報化等最適化促進総合対策事業（拡充）

１，３５８（ ９６０）

安全・安心情報提供高度化事業（新規） １９５（ ０）

食農関連情報提供高度化推進事業（新規） ２００（ ０）

卸売市場施設整備費補助金 ７，６８１（ ８，３６２）

市場経営基盤強化事業（新規） ６３（ ０）

食品リサイクル施設整備先進モデル実証事業（新規）

１，６２５（ ０）

食品リサイクル技術開発事業（新規） ２１０（ ０）

食の安全・安心確保技術の開発（新規） １７４（ ０）

革新的産業技術の開発（新規） ９５（ ０）

食料自給率向上産地形成連携事業（新規） ５０（ ０）

地域食品製造業等製品・原料取引情報高度化システム構築事

業（新規） ６０（ ０）

バイオテクノロジー関連体制整備事業（新規） １０１（ ０）

開発途上国WTO体制参加支援事業（新類） ４１（ ０）

H１３（H１２）

単価（追加的助成）

子実前刈取り ４万円／１０a

稲発酵粗飼料等 ２万円／１０a

麦・大豆等 １万円／１０a

主な拡充事項

・麦、大豆等の規模拡大に対応した営農技術体系の実証

・総合的な樹園地の再編・整備

・低コスト耐候性ハウスの技術実証

１３ 年 度
概算決定額

１５０

１，６４０

１，３５８

４０５

７，７６４

２，１３１

１，６２１

１，１９９

２，８４７

１５７，６６１

６，４４８

１５，７２１

２９，０１７

１２ 年 度
予 算 額

９８

７９０

９６０

１１２

８，４５８

０

１，７７７

１，２１０

２，６７９

１４３，７９０

０

１５，６９４

２８，０７５

４．農業関係

事 項

（総合食料局）

一 消費者の視点を重視した食料政策

の推進

１ 食料需給動向の把握と課題分析

２ 望ましい食料消費の実現に向け

た食生活指針の普及・定着等

二 食品流通の効率化・高度化の推進

１ IT革命による食品流通の最適化

２ 安全・安心な食料供給のための

情報提供

３ 卸売市場の整備と競争力強化

三 食品リサイクルの推進

四 食品産業の体質強化等

１ 新たな課題に対応した技術開発

の促進

２ 農業との連携等を通じた食品産

業の多様な展開

五 開発途上国のニーズに対応した

ODAの戦略的推進

（生産局（畜産部を除く））

一 土地利用型農業の振興

１ 水田農業経営確立対策

２ 平成１３年度の生産調整の緊急拡

大追加助成

３ 国産大豆生産安定対策

４ 農業生産総合対策事業

政 策
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備 考

・果樹経営安定対策（新規） 造成額 ３，２００（ ０）

・生鮮果実の需給調整対策 ４７９（ ４８２）

・野菜生産出荷安定資金造成 ４，７４９（ ４，７４９）

・衛星を活用した国内外の野菜の作付・作柄等の情報収集・

提供（新規） ５３（ ０）

・食品廃棄物、家畜排せつ物、稲わら等のリサイクルの推進

（新規） １，３８４（ ０）

・硝酸性窒素による環境負荷を低減するための対策（新規）

１６４（ ０）

・農業用使用済プラスティックのリサイクルシステムの実証

５６（ ５６）

・使用残農薬の適正処理技術、農薬容器のリサイクル促進技

術の開発（新規） ４２４（ ０）

生産者補給金 ２３，４０８

［事業団交付金 ２２，０５９］

経営安定対策 ２，８２４

（畜産振興総合対策のうち）

畜産生産技術高度化機械リース事業 ５０（ ０）

（畜産振興総合対策のうち）

家畜個体情報管理システム １４１（ ０）

１３ 年 度
概算決定額

造成額

３，６７９

５，１６０

１８，１０６

３，９６３

３，６０６

２，２９８

２６，２３２

［事業団交

付金

２４，８８３］

１，５０２

１，６００

５，２１９

１，１７６

７，８３７

［事業団交

付金

１，８１５］

４，３４７

１０，９４３

３，８１７

１２ 年 度
予 算 額

４８２

５，１４２

１７，４０７

４，１４５

３，１７６

１，９５１

２５，９４７

［事業団交

付金

２５，５９８］

１，５０２

１，８２２

５，２２２

１，３３８

７，８３７

［事業団交

付金

３，０５１］

４，４１２

８，７２４

３，５２８

事 項

二 園芸作物等の安定的生産の確保

１ 新たな果樹対策

２ 野菜生産出荷安定対策等

３ 砂糖・甘味資源作物対策

三 自然循環機能増進対策の推進

四 農業生産資材総合対策の推進

五 植物防疫対策

（生産局畜産部）

一 市場実勢を反映した適正な価格形

成の実現及び畜産経営の安定の確保

１ 加工原料乳対策

２ 鶏卵価格安定対策

二 ゆとりある生産性の高い畜産経営

の確立

三 家畜改良の推進、飼養管理技術の

高度化及び家畜衛生対策

四 畜産物の流通・加工対策

１ （畜産振興総合対策のうち）畜産

物流通対策事業

２ 乳業再編整備等対策事業

３ 学校給食用牛乳供給事業

五 畜産環境対策の推進

１ （畜産振興総合対策のうち）資源

循環型畜産確立対策事業

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日

政 策

５１



備 考

農業経営資源活用総合融資

地域農業経営体育成モデル事業（新規） １３５（ ０）

地域農業技術支援特別事業（新規） ３００（ ０）

経営革新技術等移転促進事業（新規） １０２（ ０）

高度情報化拠点施設整備事業（新規） ４１０（ ０）

農地利用集積実践事業（新規） １，３２９（ ０）

農地保有合理化促進事業（拡充） ８，１５１（ ４，２０１）

農地売買円滑化事業（新規） １，０００（ ０）

経営構造対策事業（拡充） ２１，２６８（１８，２１８）

新 IJUターン就農促進対策事業（新規） ９０（ ０）

女性農業者経営参画支援事業（新規） １０１（ ０）

１３ 年 度
概算決定額

７，１２６

３，７０５

２５，１５０

６，７６０

３８９

１４，４５９

１１８，０９３

（２２２億円）

融資枠

［２００億円］

［３００億円］

［２５０億円］

［４００億円］

［９５０億円］

１，４１８

２，７４９

２８，３４６

６０３

１０，４７９

２２，０８５

３，０６９

７２５

９６，５４９

１２ 年 度
予 算 額

５，１９６

４，０３３

２５，５２４

６，８００

５７１

１５，２２８

１２０，０９３

（２２２億円）

融資枠

［０億円］

［０億円］

［０億円］

［０億円］

［９５０億円］

１，２２２

２，２０４

２８，９４６

１２０

４，２０１

１９，０１４

２，７８７

６５２

９１，６１５

事 項

２ 畜産環境総合整備（畜産公共）

資源リサイクル畜産環境整備事業

（再掲）

六 飼料に係る総合的な対策

１ （畜産振興総合対策のうち）飼料

対策事業

２ 畜産基盤整備対策（畜産公共）

３ 流通飼料安定供給対策

４ 飼料用麦流通促進対策

七 畜産振興総合対策

八 肉用子牛等対策

九 畜産振興資金（貸付枠）

（経営局）

一 効率的・安定的な経営の育成

１ 担い手の育成及び再生を図る総

合融資

〔新規資金の創設〕

�認定農業者育成確保資金
�経営体育成強化資金
�農業経営維持安定資金
�農業経営負担軽減支援資金
この他に

農業経営基盤強化資金（スーパー L）

２ 経営の効率化・安定化

３ 農業改良普及活動の高度化

４ 協同農業普及事業交付金

５ 農業の情報化

二 望ましい農業構造の確立

１ 構造展望を実現するための農地

利用集積対策の推進

２ 経営構造対策の展開

三 担い手の確保

１ 新規就農対策の効率化・重点化

２ 女性・高齢者対策の推進

３ 農業者年金制度の抜本的改革

四 農業団体

政 策

５２平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



備 考

連携強化推進体制整備事業（新規） ４６（ ０）

農業委員会交付金 １３，０６２（１３，３２９）

農業共済事業事務費負担金 ５３，５４１（５３，８４１）

農業共済事業運営基盤強化対策費補助金（拡充）５９０（ ３００）

・UR対策予算 ４０，０００（６１，０００）

・ほ場整備事業（担い手育成型） ９１，６９９（８５，０４３）

・土地改良総合整備事業

水田農業振興緊急整備型（拡充） ６００（５００）

・国営かんがい排水事業（拡充） １８１，９４８（１７６，６６３）

うち畑地帯産地形成型 ７，６３１（ ０）

・都道府県営畑地帯総合整備事業（拡充） ５０，６１５（４６，１８５）

・農村振興総合整備事業（新規）（公共分） １２，３３０（ ０）

・中山間地域総合整備事業（拡充） ６８，８４５（６４，３２７）

・農業集落排水事業 １３３，８１９（１３２，９１４）

・ため池等整備事業（一般）（拡充） ２１，４００（２１，３３９）

・土地改良施設修繕保全事業（拡充） ７００（ ８８６）

うち緊急補修工事 ５０（ ０）

・農地整備関連麦大豆等生産拡大推進事業（新規）

８３３（ ０）

・畑地帯産地形成基盤整備支援対策事業（新規）

６４７（ ０）

１３ 年 度
概算決定額

１５，９８６

４０４

６０，４８０

８２，８８１

４，９６５

貸付枠

［６３４億円］

［１７４億円］

７４，１１２

５４，７６５

１，０７６，５７９

５６３，８３２

３８３，８０６

１２８，９４０

１３，０６５

１０，０４９

１，４８０

１２ 年 度
予 算 額

１６，０８３

０

５８，４５９

８４，７６６

５，９９４

貸付枠

［６３４億円］

［１７１億円］

７６，０６３

５４，８３９

１，０９２，６０７

５７７，００６

３９２，３１６

１２３，２８５

１３，５３９

９，９３０

０

事 項

１ 農業委員会等

２ 農業協同組合

農協系統事業・組織改革推進事

業費（新規）

３ 農林漁業団体職員共済組合費補

助金等

五 農林漁業金融

１ 農林漁業金融公庫資金

２ 農業近代化資金利子補給補助等

３ 農業改良資金

４ 就農支援資金

六 農業災害補償

１ 共済掛金国庫負担金

２ 農業共済事業事務費負担金等

（農村振興局）

（公共）

一 農業農村整備事業の計画的推進

１ 農業生産基盤整備

２ 農村整備

３ 農地等保全管理

二 農地海岸事業

三 災害等

（非公共）

一 農地整備と一体的に実施する産地

形成支援対策

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日

政 策

５３



備 考

・農村振興総合企画調査事業（新規） ３１（ ０）

・農村振興基本計画作成事業（新規） ２５０（ ０）

・農村振興総合整備事業（新規）（非公共分） １，０８５（ ０）

うち農村振興地域情報基盤整備事業 １，０２５（ ０）

・農村振興整備支援事業（新規） １７９（ ０）

・個性ある山村地域の再構築実験事業（新規） １００（ ０）

・農村振興地理情報システム整備事業（新規） ９２５（ ０）

・中山間地域等直接支払交付金 ３３，０００（３３，０００）

・新山村振興等農林漁業特別対策事業 １８，１９０（２０，０８２）

・棚田地域等保全整備事業（新規） １，１００（ ０）

・都市農村交流対策事業 ５２２（ ５６９）

・やすらぎの交流空間整備事業（新規） ５７７（ ０）

・美しい農山漁村創出連携促進事業 ９３（ ３４）

・知恵を活かす地域づくり・人づくり支援事業（新規）

４０（ ０）

食糧管理特別会計の調整勘定へ調整資金として繰り入れに

必要な経費

検査規格・方法の統一、民営検査の指導監督等に必要な経

費（新規）

効率的な検査実施のための検査場所の集約整備

精米品質表示に係るモニタリング調査及び指導と、新しい

品質表示の普及啓発に必要な経費（新規）

インドネシア分 ２，５４３百万円

北朝鮮分 ３，３６５百万円

米の計画的生産と水田の有効活用に資するよう、地城の取

組の実態に応じて補償金を交付するための資金への助成

１３ 年 度
概算決定額

２，５７０

５２，２９１

１，２３２

１，６７２

２１９

１，１５４

２３３，３７９

３５７

１１０

２４７

３４

５，９０８

７５，００２

１２ 年 度
予 算 額

０

５３，０８２

６０４

１，８２２

２５３

１，１８４

２２３，８７９

３６９

０

３６９

０

２，５４３

７１，１２０

事 項

二 農村の振興

１ 農村地域の総合的な振興施策

２ 中山間地域等の振興

３ 都市と農村の交流

三 その他

１ 活動火山周辺地域防災営農対策

事業

２ 就業機会確保促進事業

３ 国際協力等の推進

（食糧庁）

（一般会計）

一 食糧管理特別会計繰入

二 農産物検査の民営化関係

１ 民間検査機関の指導等経費

２ 受検環境整備推進事業

（食糧管理特別会計）

三 精米品質表示（JAS）の適正化関

係経費

（一般会計総合食料局計上）

緊急食糧支援事業平準化経費

（食糧管理特別会計）

一 需要に応じた米の計画的生産

１ とも補償事業費補助金

政 策

５４平成１３年１月２２日町 村 週 報第２３４２号 （第三種郵便物認可）



備 考

作柄変動に対応した収穫前対策（需給調整水田）に要する

経費（新規）

生産調整実施者を対象として、自主流通米等の価格下落が

稲作経営に及ぼす影響を緩和するための資金への助成

自主流通米の販売進度の調整、生産数量の計画オーバー分

の主食用以外への処理等に要する経費について助成

民間流通麦の生産者の経営安定等を図るための資金

食生活指針を踏まえ、ごはん食を中心とした健康的な食生

活の普及を図るほか、地域に密着した米の消費拡大、備蓄米

の販売促進等を推進

米飯学校給食関連炊飯施設設備等の設置支援措置

米飯学校給食の環境整備のための支援措置

食器等の購入に対する助成、米を中心とした「地産地消」

の取組や米を活用した伝統食の導入等を支援

備蓄制度の理解促進のための備蓄米の無償交付

（単位：百万円）

備 考

長期育成循環施業促進対策（新規） ２，０００（ ０）

長期育成循環型路網整備事業（新規） １，３５０（ ０）

機能低下保安林緊急整備対策（新規） ２，７１９（ ０）

山地防災機能高度発揮対策（新規） ３０２（ ０）

地域森林計画一斉変更事業（新規） ４１（ ０）

木の香る環境整備促進事業（拡充） １７１（ ５０）

里山林の新たな保全・利用推進事業（新規） ３７（ ０）

地域森林管理システム整備事業（新規） ２００（ ０）

地域森林管理システム支援事業（新規） １７１（ ０）

森林整備活性化資金の拡充（条件改定）

（貸付対象者等の拡大）

乾燥材供給体制整備緊急総合対策 ２，４７０（ ０）

１３ 年 度
概算決定額

１５，８３４

９１，１００

２３，４７０

９１，５６２

４，５５５

１，２１３

７１７

４千トン

１３ 年 度
概算決定額

３，３５０

８，５９１

１，２１１

５０，０５２

６，８７６

３，１６４

２，６２０

１２ 年 度
予 算 額

０

９２，６９９

２４，９７０

７９，６９６

４，５５５

１，２１３

７１７

４千トン

１２ 年 度
予 算 額

０

５，５５２

９５８

４７，５６３

７，１６３

３，１３７

１７０

事 項

２ 緊急需給調整対策費

３ 稲作経営安定資金助成金

４ 稲作経営安定資金運営円滑化対

策

二 麦作経営安定資金

三 米の需要拡大対策

四 学校給食の普及促進

１ 学校給食用炊飯設備等拡充事業

２ 米飯学校給食環境整備支援等事

業

３ 学校給食用備蓄米の無償交付

５．林業関係

事 項

一 多様な機能の持続的発揮のための

森林整備の推進

１ 長期育成循環施業等の導入

２ 公的関与による森林整備

３ 持続可能な森林経営を推進する

計画制度

４ 緊急間伐総合対策（緊急間伐５

カ年対策）の着実な実施

５ 森林の新たな利用の推進

二 森林の適正な管理を担う林業の振

興

林業経営の担い手と施業・管理の集

約化

三 需要動向に即した木材供給を行う

木材産業の振興

１ 乾燥材供給体制の整備

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日

政 策

５５



備 考

地域材住宅長期耐用促進事業（新規） ７６（ ０）

リフォームにおける地域材利用促進事業（拡充）１５５（ ８５）

先駆的木造公共施設等整備促進対策（新規） ９３（ ０）

地域材利用学校関連施設整備事業（新規） １，０７１（ ０）

木質資源循環利用技術開発事業（新規） ２４０（ ０）

炭素吸収源データ収集システム開発事業（新規）４８（ ０）

特定中山間保全整備事業（新規） ２４（ ０）

公益林管理費（拡充） ２６，３９３（２４，９１５）

CDM植林促進技術開発事業（新規） ２８（ ０）

（単位：百万円）

備 考

� 中核的漁業者協業体育成事業（新規） ３００（ ０）

� 沿岸漁業改善資金 ２７０（ ２２３）

� 沿岸漁業・漁村活力向上事業 １５３（ １４６）

� 漁業就労促進対策事業（新規） ５６（ ０）

「漁港漁村整備事業」と「沿岸漁場整備開発事業」を「水産基

盤整備事業」に再編・統合

� 我が国２００海里水域内水産資源の持続的利用と安全で効

率的な水産物供給体制の整備

� 沖合水産資源の持続的利用のための漁場整備対策（新

規） １６８（ ０）

� 環境・衛生管理型漁港づくりの推進（新規）

４，０００（ ０）

� 資源の回復を図るための水産資源の生息環境となる漁場

等の積極的な保全・創造

○ 資源生息環境改善対策 １５，９９２（１５，９６８）

防護、環境、利用の調和のとれた海岸づくりの積極的な推進

○ 高潮危険地域の安全管理高度化対策の推進（新規）

３０（ ０）

� 漁協組織緊急再編対策事業（利子助成事業）３２９（ ２６４）

� 漁協組織緊急再編対策事業（ソフト事業） ２４８（ ２３７）

� 漁協組織緊急再編対策事業（利子助成事業）（再掲）

３２９（ ２６４）

１３ 年 度
概算決定額

２，７５４

１５，３８５

４４，０６２

７５，７３８

１，０７３

１３ 年 度
概算決定額

１，８６１

－

２２７，６５１

１５，７１１

５７７

２，６４２

１２ 年 度
予 算 額

１，４７０

２，７３２

４３，１０１

７１，６０３

１，００９

１２ 年 度
予 算 額

１，５１７

－

２３１，４７０

１６，２８１

５０１

２６４

事 項

２ 木材利用の推進

四 循環型社会の構築に向けた森林資

源の利用

五 山村の活性化

六 国有林野事業の抜本的改革の推進

七 国際林業協力の推進

６．水産関係

事 項

一 漁業の担い手の確保・育成

二 効率的・効果的な水産基盤の整備

１ 水産基盤整備の効率的な実施の

ための事業の再編・重点化

２ 新たな水産基盤整備等の推進

�水産基盤整備事業

�漁港海岸事業

三 水産業の新たな課題に対応した漁

協の組織・事業の再編

１ 認定漁協につながる合併の支援

による漁協組織の再編

２ 信用事業譲渡支援による漁協系

統信用事業の再編

政 策
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備 考

� 漁協系統信用事業実施基盤強化対策事業（新規）

１，０００（ ０）

� 農林漁業信用基金出資金（保証保険資金出資分）（新規）

１，２００（ ０）

� 漁業信用基金協会出資補助金（漁協組織緊急再編対策事

業資金等出資分）（新規） １１４（ ０）

漁協新生対策推進事業（新規） ６２２（ ０）

［統計情報部、生産局、農林水産技術会議計上分を含む］

� 資源回復計画作成推進事業（新規） ２２０（ ０）

� 漁業調整委員会等機能強化推進事業（新規）３８（ ０）

栽培漁業地域展開事業のうち広域資源増大緊急モデル事業

（新規） ７１（ ０）

漁場環境保全方針策定推進事業（新規） ５８（ ０）

我が国２００海里内の指導監督及び取締費 ７，５８０（ ６，６６３）

［総合食料局計上分を含む］

� 責任あるまぐろ漁業推進事業（新規） ４７（ ０）

� 中古まぐろはえ縄漁船スクラップ推進事業（新規）

３０（ ０）

� まぐろ資源国際管理適正化事業 ２３（ ６）

� 水産物産地流通加工施設高度化対策事業（新規）

１，７５３（ ０）

� 産地電子情報ネットワーク化事業（新規） １５０（ ０）

� 漁村生活環境改善緊急対策（公共分） ２２，２１９（２１，９１９）

� 漁港漁村活性化対策事業 ２，２７８（ １，５９３）

� 公益機能評価等調査事業（新規） ２０（ ０）

［農林水産技術会議計上分を含む］

� 衛星広域利用精度向上技術開発事業（新規）４７（ ０）

� 提案公募型水産業活性化ハイテクノロジー開発事業（新

規） ２１０（ ０）

１３ 年 度
概算決定額

６２２

４，０３５

１０，５２１

１，３４６

７，６８２

９，７９４

７，４３２

３２，２６６

２１，１１８

１２ 年 度
予 算 額

０

４，３０７

１１，４６９

１，５５９

６，８２３

１０，３８６

６，９７８

３５，１１４

１９，６１５

事 項

３ 資源管理等を的確に担える漁脇

への再編支援（漁協新生対策）

四 水産資源の適正な管理と持続的利

用

１ 資源回復に向けた新たな資源管

理システムの確立

２ 水産資源の積極的造成

３ 漁場環境保全対策の推進

４ 外国漁船に対する取締体制の強

化

５ 遠洋漁場の維持・開発と適正な

輸入の確保等

五 流通・加工対策の強化

六 漁業地域の活性化

七 技術開発及び試験研究の推進

（第三種郵便物認可） 第２３４２号町 村 週 報平成１３年１月２２日
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平成１３年度�

〔解　 説〕�

〔
発
電
協
関
係
〕

水
力
発
電
関
係
予
算
で
は
、
水
力
発

電
施
設
の
設
置
、
運
転
に
よ
り
生
じ
る

自
然
・
生
活
環
境
へ
の
影
響
を
緩
和
す

る
た
め
交
付
さ
れ
て
い
る
水
力
発
電
施

設
周
辺
地
域
交
付
金
六
四
億
七
、
〇
〇

〇
万
円
（
六
九
三
市
町
村
分
）
が
確
保

さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
関
係
予
算
と
し
て
は
、
国

産
エ
ネ
ル
ギ
ー
資
源
の
有
効
活
用
の
観

点
か
ら
、
中
小
水
力
の
開
発
を
促
進
す

る
た
め
、
中
小
水
力
発
電
開
発
費
補
助

金
三
二
億
八
、
五
〇
〇
万
円
（
前
年
度

比
四
六
・
八
％
減
）、
中
小
水
力
開
発

促
進
指
導
事
業
費
補
助
金
七
、
六
〇
〇

万
円
（
同
比
九
・
六
％
減
）
が
そ
れ
ぞ

れ
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
水
力
発
電
所
立
地
に
伴
う
河

川
環
境
へ
の
影
響
を
積
極
的
に
緩
和
、

回
復
す
る
技
術
に
つ
い
て
調
査
を
行
う

た
め
、
水
力
環
境
回
復
技
術
最
適
化
調

査
四
、
〇
〇
〇
万
円
が
新
た
に
計
上
さ

れ
た
。

〔
豪
雪
協
関
係
〕

豪
雪
地
帯
関
係
予
算
の
う
ち
、
国
土

交
通
省
（
調
査
事
業
）
関
係
は
、
豪
雪

地
帯
対
策
特
別
事
業
が
総
額
一
億
六
、

〇
三
〇
万
円（
対
前
年
度
比
一
〇
％
減
）

と
な
っ
た
。
こ
の
う
ち
、
個
性
と
活
力

に
満
ち
た
雪
国
創
造
事
業
費
一
億
四
、

五
二
八
万
円
（
同
一
一
％
減
）、
特
別

豪
雪
地
帯
産
官
学
連
携
プ
ロ
ジ
ェ
ク
ト

推
進
事
業
一
、
五
〇
一
万
円
（
同
額
）

が
確
保
さ
れ
た
。

ま
た
、
豪
雪
地
帯
定
住
構
想
推
進
等

に
要
す
る
経
費
五
、
四
七
五
万
円
（
同

一
九
％
増
）、
防
災
対
策
基
本
計
画
調

査
検
討
に
要
す
る
経
費
の
う
ち
雪
崩
災

害
対
策
推
進
の
た
め
の
調
査
検
討
事
業

費
と
し
て
一
、
五
六
万
円（
同
一
％
減
）

が
計
上
さ
れ
た
。

〔
ダ
ム
協
関
係
〕

国
土
交
通
省
関
係
で
は
、
治
水
事
業

（
国
費
）
に
つ
い
て
、
三
、
一
九
○
億

円（
前
年
度
比
三
％
減
）が
計
上
さ
れ
、

水
資
源
開
発
事
業
費
（
公
共
事
業
費
）

が
総
額
六
三
九
億
一
〇
〇
万
円
（
同
七

％
減
）
と
な
っ
た
。

重
点
事
項
と
し
て
は
、
地
域
の
観
光

振
興
計
画
等
と
連
携
を
図
り
ダ
ム
湖
周

辺
で
親
水
護
岸
等
を
整
備
す
る
ほ
か
、

ダ
ム
湖
利
用
に
あ
た
っ
て
濁
水
問
題
が

顕
在
化
し
て
い
る
箇
所
に
お
い
て
、
治

山
事
業
、砂
防
事
業
と
の
連
携
に
よ
り
、

ダ
ム
上
流
域
の
荒
廃
地
の
復
旧
や
森
林

整
備
、
流
出
土
砂
の
抑
制
等
を
実
施
す

る
省
庁
連
携
に
よ
る
ダ
ム
等
環
境
改
善

費
と
し
て
六
六
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
渇
水
に
よ
り
日
常
生
活
や
産

業
活
動
に
深
刻
な
影
響
を
受
け
て
い
る

地
域
に
お
い
て
、
安
心
し
て
生
活
で
き

る
地
域
づ
く
り
を
目
指
し
、
都
市
用
水

の
安
定
供
給
を
実
現
す
る
ダ
ム
の
整
備

を
推
進
す
る
た
め
、
緊
急
渇
水
対
策
費

と
し
て
、八
九
九
億
円
が
計
上
さ
れ
た
。

新
規
事
業
と
し
て
、
ま
ち
づ
く
り
と

一
体
的
に
水
と
緑
の
良
好
な
オ
ー
プ
ン

ス
ペ
ー
ス
の
確
保
を
行
う
た
め
、
河
川

環
境
整
備
事
業
を
拡
充
し
、
土
地
区
画

整
理
や
公
園
整
備
等
の
ま
ち
づ
く
り
事

業
と
併
せ
、
水
辺
の
オ
ー
プ
ン
ス
ペ
ー

ス
等
の
整
備
を
機
動
的
か
つ
一
体
的
に

行
う
、
河
川
整
備
事
業
が
創
設
さ
れ
た

ほ
か
、
水
資
源
対
策
の
推
進
に
必
要
な

経
費
（
行
政
部
費
）
で
あ
る
広
域
的
な

水
循
環
計
画
策
定
調
査
費
と
し
て
一
、

九
○
○
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

〔
観
光
地
協
関
係
〕

観
光
行
政
関
係
予
算
の
う
ち
、
国
土

交
通
省
関
係
で
は
、
観
光
基
盤
で
あ
る

道
路
予
算
に
つ
い
て
、
道
路
整
備
事
業

（
国
費
）
に
は
三
兆
六
、
七
八
五
億
円

と
対
前
年
度
比
二
・
〇
％
増
が
確
保
さ

れ
た
。
ま
た
、
生
活
関
連
公
共
事
業
で

あ
る
下
水
道
事
業
費
（
国
費
）
は
、
一

兆
一
、
一
一
三
億
円
と
同
二
％
減
と

な
っ
て
い
る
ほ
か
、
観
光
基
盤
施
設
整

備
費
に
一
億
九
、
二
〇
〇
万
円
（
同
九

・
九
％
減
）、
世
界
観
光
機
関
（
Ｗ
Ｔ

Ｏ
）
総
会
開
催
経
費
に
一
億
九
、
五
〇

〇
万
円
、
海
外
ロ
ケ
隊
の
誘
致
に
よ
る

我
が
国
の
観
光
魅
力
の
紹
介
促
進
事
業

に
三
、
〇
〇
〇
万
円
、
広
域
観
光
振
興

の
た
め
の
マ
ル
チ
ユ
ー
ス
観
光
情
報
提

供
シ
ス
テ
ム
の
実
証
実
験
に
八
、
九
〇

〇
万
円
、
休
暇
取
得
の
容
易
化
、
旅
行

需
要
の
平
準
化
に
向
け
た
啓
発
事
業
に

二
、
二
〇
〇
万
円
が
新
た
に
計
上
さ
れ

た
。こ

の
他
、
農
林
水
産
省
関
係
で
は
、

都
市
農
村
交
流
対
策
事
業
と
し
て
五
億

二
、
二
〇
〇
万
円
（
同
八
・
四
％
減
）

が
、
消
防
施
設
整
備
関
係
で
は
、
市
町

村
消
防
施
設
整
備
費
補
助
金
が
二
四
億

五
、
六
〇
〇
万
円（
同
一
〇
・
一
％
減
）、

市
町
村
消
防
設
備
整
備
費
補
助
金
が
六

六
億
四
、二
〇
〇
万
円（
同
一
〇
％
減
）、

関
係
省
予
算
・
施
策
の
概
要

各各
協協
議議
会会

政 策
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そ
れ
ぞ
れ
計
上
さ
れ
た
。

〔
鉱
山
協
関
係
〕

鉱
山
関
係
で
は
、
省
庁
再
編
に
よ
り

資
源
エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
鉱
業
課
が
、
同
庁

資
源
・
燃
料
部
鉱
物
資
源
課
に
な
っ
た
。

こ
の
う
ち
、
国
内
鉱
物
資
源
の
探
鉱
開

発
の
推
進
で
は
、
広
域
地
質
構
造
調
査

費
三
億
四
、
〇
〇
〇
万
円
、
精
密
地
質

構
造
調
査
費
一
億
四
、
二
〇
〇
万
円
、

鉱
山
探
鉱
等
促
進
事
業
に
五
億
一
、
三

〇
〇
万
円
が
計
上
さ
れ
た
。

ま
た
、
技
術
開
発
の
推
進
に
お
い
て

は
、
非
鉄
金
属
の
精
錬
施
設
を
活
用
す

る
こ
と
に
よ
り
、
飛
灰
に
含
ま
れ
る
ダ

イ
オ
キ
シ
ン
を
無
害
化
し
た
上
で
、
重

金
属
を
回
収
す
る
た
め
の
省
エ
ネ
ル

ギ
ー
に
資
す
る
技
術
開
発
を
行
う
飛
灰

無
害
化
技
術
開
発
費
に
二
億
九
、
〇
〇

〇
万
円
計
上
さ
れ
た
。
こ
の
ほ
か
、
非

鉄
金
属
系
リ
サ
イ
ク
ル
促
進
技
術
開
発

費
に
四
億
八
、
〇
〇
〇
万
円
、
エ
ネ
ル

ギ
ー
使
用
合
理
化
鉱
山
シ
ス
テ
ム
等
開

発
費
に
二
億
二
、
八
〇
〇
万
円
が
計
上

さ
れ
た
。

一
方
、通
産
省
鉱
山
保
安
課
は
、資
源

エ
ネ
ル
ギ
ー
庁
原
子
力
安
全
・
保
安
院

鉱
山
保
安
課
に
再
編
さ
れ
た
。
こ
の
う

ち
、
休
廃
止
鉱
山
鉱
害
防
止
等
工
事
補

助
金
が
三
五
億
五
、
一
〇
〇
万
円
確
保

さ
れ
た
。
そ
の
う
ち
義
務
者
不
存
在
分

二
七
億
七
、
六
〇
〇
万
円
、
義
務
者
存

在
分
七
億
六
、七
〇
〇
万
円
と
な
っ
た
。

〔
半
島
協
関
係
〕

半
島
振
興
関
係
予
算
の
う
ち
、
国
土

交
通
省
（
調
査
事
業
）
関
係
は
、
全
体

で
、
八
、
二
二
四
万
円
（
対
前
年
度
比

六
・
九
％
増
）
と
な
っ
て
い
る
。

こ
の
う
ち
、
新
規
事
業
と
し
て
、
半

島
地
域
に
お
け
る
様
々
な
タ
イ
プ
の
相

互
交
流
・
連
携
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
の
構
築

を
促
進
す
る
た
め
の
取
組
を
行
う
た

め
、
半
島
い
き
い
き
ネ
ッ
ト
ワ
ー
ク
形

成
促
進
事
業
を
創
設
、
二
、一
六
一
万

円
が
計
上
さ
れ
た
。

こ
の
ほ
か
、
半
島
広
域
振
興
プ
ロ
ジ
ェ

ク
ト
モ
デ
ル
調
査
が
、
一
、
九
七
九
万

円
が
確
保
さ
れ
た
ほ
か
、
半
島
地
域
文

化
活
動
活
性
化
事
業
が
一
、
九
五
一
万

円
が
計
上
さ
れ
た
。
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赤坂見附方面�

至�
市�
ヶ�
谷�

都道府県会館�

永田町駅�

参議院議員会館�

最高裁判所�

高速道路公団�

高速�4号新
宿線�

青山通り�

永田町�
合同庁舎�

国立�
国会図書館�

至日比
谷�

相互ビル�

砂防会館�

全国町村会館�

全国町村会館西館�
永田町駅�

国会議事堂�

東京湾�

全国町村会館�

国立国会図書館�

土�・�日�・�祝日�ご宿泊�＜�特別料金�＞�

シ�ン�グ�ル�A 6,800円�（通常料金�  8,500円）�

ツ �イ �ン�A 12,800円�（通常料金�16,000円）�

金�曜�の�ご�宿�泊�は�通�常�料�金�の�15％�OFFに�て�ご�利�用�
い�た�だ�け�ま�す�。�

●�東京デ�ィ�ズニ�ー�ラ�ン�ド／�地下鉄�永�田�町駅か�ら�JR舞�浜�駅�ま�で約�34分�

●�浅草／�地下鉄赤坂見附駅�か�ら�浅草駅�ま�で約�27分�

●�東京�タ�ワ�ー�／�地下鉄永田町駅�か�ら�御成門駅�ま�で約�25分�

●�後楽園遊園地／�地下鉄永田町駅�か�ら�後楽園駅�ま�で約�10分�

●�東京都庁展望室／�地下鉄赤坂見附�駅�か�ら�新宿駅�ま�で約�10分�

東京観光地へのア�ク�セ�ス�ガイ�ド�

（�　　　　　　）�

都�心�に�生�ま�れ�た�ゆ�と�り�と�や�す�ら�ぎ�の�空�間�
官�庁�街�に�近�く�、�最�適�な�ロ�ケ�ー�シ�ョ�ン�を�

誇�る� 全国町村会�館�。�

一流�ホ�テ�ル�（�帝�国�ホテ�ルグ�ル�ー�プ�）�

と�の�提携�に�よ�る�上質�な�サ�ー�ビス�と�、�

味�わい�豊�か�な�料理�、�

ゆ�と�り�の�あ�る�客室�で�

皆様�を�お�も�て�な�し�

い�た�し�ま�す�。�

シ�ン�グル�131室� 8,500円�よ�り�
ツ�イ�ン　� 18室� 16,000円�よ�り�

★�8～�16F

客�室は�広�めで�（�シ�ング�ル�18m2）�羽�毛�寝�具�に�
よ�り�心地�よ�い�睡眠�に配�慮�い�た�し�て�お�り�ま�
す�。�す�べ�て�の�客�室�は�快�適�な�7階�以�上�の�
上層階�に配�さ�れ�、�リ�ラ�ッ�ク�ス�し�て�い�た�だ�く�
た�め�の静�か�な�空�間�を�作�り�上�げ�ま�し�た�。�

く�つ�ろ�ぎ�を�最優先�に�こ�だ�わ�っ�た�客室�

シングル�

東京�で�の�週末�・�祝日�の�行事�に�特別サ�ー�ビ�ス�

（室料）�

交通�の�便利�な�ロ�ケ�ー�シ�ョ�ン�で�、�

多勢�の�人�に�お集�り�い�た�だ�く�

パ�ー�テ�ィ�ー�な�ど�に�最適�です�。�

ま�た�大小�4つ�の�ホ�ー�ル�・�会議室が�あ�り�、�

幅�広�い�用�途�にお�使�い�いた�だけ�ま�す�

特�別�サ�ー�ビ�ス�と�し�て�

地元�よ�り�の�特産品�な�ど�、�
持�ち�込�み�は自由�です�。�
ご�希�望�に�よ�り�調�理�も�いた�し�ま�す�。�

各行事の際�に�、�町村�よ�り�一括�し�て�ご宿泊�
を�お申�し�込�み�い�た�だ�い�た�場合�は�、�すべ�て�
会員の特別料金�を�適用�い�た�し�ま�す�。�

ご宿泊料金�を�
最大�20％�割引�き�い�た�し�ま�す�。�

※�ご宴�会�な�ど�の�お�料理�は�、�ご希�望�と�ご予�算�に�応�じ�、�　�
洋食�・�和食の�いず�れ�も�ご用意い�た�し�ま�す�。�

〒�100-0014  東京�都�千代�田区�永田�町�１�丁目�１�1番�35号�

ご�予�約�・�
お�問�い�合�せ�は�

ホール�

TEL:03(3581)0471 FAX:03(3581)0220

（�2名）�

［�交�通�案�内�］�
有�楽�町�線�・�半�蔵�門�線�・�南�北�線�
「�永�田�町�駅�」�3番出口徒歩�1分�

丸�の�内�線�・�銀�座�線�「�赤�坂�見�附�駅�」�徒�歩�5分�
タクシー　東京駅から約�20分�

在京出身者の集�いな�ど�
町村主催の各種行事�

自治大学校な�どの交友会�

小�・�中学校の東京�での行事参加�

職員旅行�・�家族旅行�

東京観光�の�拠点�に�最適�

（室料）�

［宿�泊利用�助成券�契約市�町村�職員共�済組合�等一覧�］�

 

北海�道市町�村職員�福祉協�会�・�青森県�・�福島�県�・�茨城�県�・�栃木県�・�群馬県�・�埼玉県�・�千葉県�・�東京�都�・�神奈�川県�・�山梨�県�・�新潟県�・�富山県�・�石川�県�・�福井県�・�長野�県�・�岐阜�県�・�静岡県�・�愛知県�・�三重県�・�
滋賀県�・�京都府�・�兵庫県�・�奈良県�・�和歌山県�・�鳥取県市�町村職員互助会�・�島根県�・�島根県市町村職�員年金者連�盟�・�岡山県�・�広島県�・�山口県�・�高知県�・�福岡県�・�長崎県�・�熊本県�・�大分県�・�宮崎県�・�鹿児島県�・�沖縄県�・�地方職員共済組�合�（団体共済�部）�
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